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本書の要約 
 

 

農業改良普及に関する知識と情報の不足に対応するため、本

書は農業改良普及とアドバイザリー・サービスの状況を世界的

に概観し、国および地域レベルの改良普及システムを相互に比

較、いくつか国の改良普及アプローチと成果を事例として取り

上げて検証し、教訓と政策的洞察を引き出そうとするものであ

る。このために一次データと二次データの双方を用いる。 

本書は、データを分析するために共通の包括的枠組み（ベス

トフィットアプローチ）を適用し、過去の世界レベルでの改良

普及サービスを評価することを試みる。使用する枠組みは、評

価を行う際の原則を標準化するのに役立ち、また地域間の特性

や結果を比較可能とすることを可能とする。 

2009年のJournal of Agricultural Education and Extensionに掲載さ

れたRegina Birnerらによる "The Best Fit Framework for Analyzing 

Agricultural Advisory Services Worldwide" は、改良普及とアドバイ

ザリー・サービスの特徴を、サービスに影響を与える枠組みの

中から見出そうとするものである。改良普及の主要な特性に

は、ガバナンス構造、能力、管理、助言方法などが挙げられる

が、これら特性は、政策環境、制度的連携、生産システムとい

った枠組みの条件に応じて、実施者が変更できる変数である。

例えば、政府がさまざまな民間のアクターを調整するという多

元的な改良普及政策を採用している国では、ガバナンスの構造

として政府に監視の役割が与えられる。 

本書の第1部では、世界の改良普及を概観する。ここでは、改

良普及とアドバイザリー・サービスの最近の状況を20～30年前

と比較し、これまでに行われたいくつかの世界的な評価から得

られた一次データを用いて、改良普及とアドバイザリー・サー

ビスの現状を説明する。特に、グローバル・ランドスケープ・

アセスメントでは、改良普及機関のガバナンスや法的地位、ス

タッフの能力、アドバイスの方法、普及の対象者層など、ベス

トフィットする特性を検証する。また、以前と最近の評価を比

較し、関連する文献にあたることで、傾向と最近の進展につい

ても考察する。このグローバルな図式は、分析の基礎として最

適特性値を用いた国および地域の改良普及制度に関する二次デ
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ータと予備データによって補完されている。 

事例は、ラテンアメリカ、アフリカ、中央アジア、南アジ

ア、東南アジアの国および地域であり、ベストフィットの特徴

に関連する一次および二次データが入手可能であること、デー

タの収集が最近なされていること（ほとんどのデータが2011年よ

りは古くない）に基づいて意図的に選択されたものである。 

第2部では、世界の全体像や記述的な国別分析を一歩進めて、

改良普及サービスの実績とその影響を検証するために、一連の

詳細な国別事例を紹介する。ブラジル、ウガンダ、エチオピ

ア、マラウイ、コンゴ民主共和国から、一次および二次データ

を用いた分析アプローチである。これらの国別ケースは、フレ

ームワークの特徴に最も適した分析を行ううえで類似した構造

になっている。研究チームや研究デザインが異なるために、改

良普及システムの条件や要素を示す指標、パフォーマンスやイ

ンパクトを測定する指標には、類似点と相違点がある。本書で

は、ベスト・フィット・フレームワークの主要な特性（すなわ

ち、行政機構、能力、管理、アドバイスの方法）ごとに整理さ

れた一連の調査結果で締めくくられており、これらは改良普及

サービスの状況を診断し、国や地域を比較する手段となりうる

ものである。 

第1部で行った世界の改良普及システムの分析から、改良普及

サービスやアドバイザリー・サービスがより多元的になってきてい

ることが明らかとなり、ほとんどの国のシステムには、公的機関

と民間機関（市民社会を含む）が含まれている。 

今日、改良普及員の数は100万人を超え、民間、非政府、公共

部門のさまざまな組織に所属している。若年層の参加は、分析

の対象期間にわたり一貫した目標となっている。新しい傾向と

しては、情報通信技術の利用、非農村に居住する対象者の重

視、市場志向の改良普及が挙げられる。 

ガバナンス構造については、ほとんどの国で、公共部門（通

常は農業・食料・農村開発省）が改良普及サービス全体の調整

と規制の責任を負っている。改良普及制度がますます多元的に

なるにつれ、政府は多数の事業者の調整と規制に取り組まなけ

ればならない。ブラジル（第4章）とマラウイ（第7章）は、こ

うした調整メカニズムに対処するための仕組みを確立してい

る。多くの開発途上国では、改良普及サービス、研究、農民へ
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のフィードバックと相互の連携が依然として弱いままである

が、いくつかの国では、市場アクセスに焦点をあて、特定のバ

リューチェーンを中心とした新しい形態のイノベーション・プ

ラットフォームが連携に向けた動きを示しつつある。 

改良普及サービスを提供する組織は増えているが、各国の事

例をみると、サービス提供の多元化は完全とはいいがたいこと

がわかる。サービスプロバイダーは国際NGOが中心で、人的資

源が限られているなかで改良普及員に大きく依存しているのが

現状である。国際NGOは、政府が人的資源を提供する一方で、

改良普及員の移動を含めた運営資金を提供する役割を果たし、

資源制約に政府が対応している。限定された多元化のもとで

は、サービスをする提供する者の間で競争はほとんどなく、農

民の選択肢もほとんど広がっていない。 

多元的な改良普及活動が機能するためには、複数のアクター

が活動できるような全体的な枠組みを政策が提供する必要があ

る。しかしながら、多くの国では改良普及とアドバイザリー・

サービスに関する特定の政策がなく、むしろ農業セクターの開

発政策に包摂されているのが現状である。ブラジルとエチオピ

アでは、すぐれた改良普及政策が適切な実施メカニズムをもっ

て整備されている点で際立っている。両国ともに改良普及の提

供に公的資金を活用することには積極的であり、改良普及サー

ビスに多額の投資を行っている。一方、マラウイには国家改良

普及政策があるが、資金の調達と普及活動の実施に苦労してい

る。マラウイは、農業投資のほとんどを農業投入財補助金プロ

グラムに集中させ、改良普及サービスやその他の農村サービス

を軽視してきた。 

本書で検討したほとんどの国の事例では、サービスを農民な

ど相手先の近くで提供する説明責任を果たす方法として、地方

分権が試みられきたが、農業サービスに対する責任の地方への

シフトには十分な財政的裏づけが欠如している場合が多く、中

央政府からの資金の移転に依存し続けており、地方政府の自治

が損なわれている。こうした移転が減少し、地方政府が徴収す

る税金や歳入では賄いきれず、地方分権が実現されないことは

よくあることである。例えば、マラウイで試みられた地区レベ

ルの農業改良普及のシステム改革は、サービス提供者間の調整

や農民との連携を行うのに必要な資源と能力が不足していた。
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これはほかの国の調査とも一致している。ガーナでは、地区予算

の経年変化を分析した結果、地方分権が導入された2012年から

2015年にかけて、地方レベルの平均農業支出総額が11%から6%へ

減少していることが明らかになった1。 

ほとんどの場合、サービスに対する資金調達は不十分で、資

金面での持続性をさほど考慮することなくドナー主導で行われ

ることが多かったために、資金不足で運営コストやスタッフ数

を充足することができず、改良普及サービスのパフォーマンス

に支障をきたした。 

改良普及サービスの資金調達は、ラテンアメリカで非常に多

様であることが示された。アフリカと中央アジア・コーカサス

では、資金調達をドナーに依存したが、いくらかの違いがあっ

た。ルワンダとエチオピアではドナー資金を利用していたが、

改良普及プログラムをドナーが優先的に進めるのではなく、国

が改良普及・農業戦略に沿って推進していった。国別調査で

は、普及率を向上させ、サービスが行き届いていない多くの地

域にサービスを提供するための費用対効果が低いことが示され

たが、そうした地域でも、普及率の向上が可能であることが明

らかになった。 

ラテンアメリカの一部の国やセネガルでは、共同出資や農民

出資に向けた有望な動きもみられた。情報通信技術や農民アド

バイザーを活用したアドバイスの手法は、多くの国で持続性を

高めるために利用された。 

改良普及サービスの能力には、スタッフの人数、研修レベ

ル、スキル、インフラ、資金が含まれる。世界には100万人以上

の改良普及員がいるにもかかわらず、特にアフリカ（エチオピ

アを除く）では、関連する個人や組織の能力が概して低いもの

であった。公共部門の改良普及員数が当面の仕事に十分という

ことはほとんどなく、国によっては、欠員率と離職率が高かっ

た。ほとんどの国では、農民数に対する改良普及員数の比率が

低く、アフリカでは多くの改良普及員が、移動や交通インフラ

の不備に苦労している。給与は、特に公共部門で低く、報酬や

表彰もほとんどなかった。改良普及員の基礎研修は、通常、技 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1 D.レズニック2018.ザ・デボリューション・レボリューション。
Implications for Agricultural Service Delivery in Ghana.IFPRI Discussion 
Paper 1714.ワシントンDC： IFPRI.  
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術的なトピックに重点が置かれていた。そのために、改良普及

に必要な機能的スキルが欠けている可能性がある。 

例外として、中南米諸国では、改良普及員のための基礎教育

や継続教育システムが確立されているように見受けられた。イ

ンドやマラウイなどいくつかの国では、認証や登録、継続した

教育、その他の品質管理の要素を義務づけることによって、改

良普及サービスの専門化に関心を持つようになったが、その実

施は困難なものであった。改良普及員を増やすことよりも重要

なのは、改良普及サービスを実施するための運営予算を確保し

てより多く投資することである。機動性と運営を支える資金が

なければ、改良普及員を増員することはできない。 

管理に関しては、市場志向型や需要主導型のサービスなど、

よりよい管理を確保するためのメカニズムが数多く用いられ、

モニタリングと評価（M&E）の手法が使われた。多くの国で

は、こうしたメカニズムやM&Eシステムを導入し、改良普及サ

ービスをより参加型のアプローチに変えて、農民、特に十分な

サービスを受けていない人々や女性（例えばラテンアメリ

カ）、先住民グループ（例えばブラジル）にとってより適切な

ものとなるよう取り組んだ。マルチステークホルダー・ネット

ワーク、イノベーション・プラットフォーム、その他の参加型

戦略の利用拡大が、この取り組みに寄与している。第2章と第3

章では、これらの管理業務に必要なデータ、能力、資金に大き

なギャップがあることを述べて 

いる。 

第3章と第9章（「結論と政策への示唆」）では、政策立案者

が国やプロバイダーレベルでの最適な指標を収集して運用し、

農民へガイダンスを与えるためのいくつかの選択肢を紹介して

いる。アドバイザリー・サービスを提供するために用いられる

手法は今日ますます多様化し（表 3.1 参照）、デジタルアプロー

チの利用も増加している。農民実践学校（Farmer Field School）

は、参加型、グループベースによる成人教育アプローチにより

広く活用されてきた（第5章および第8章）。グループ学習と実

習は引き続き広く利用され、民間主導による市場志向の改良普

及活 

動および先導的農民によるその利用は世界的に拡大している

ようである（第2章）。この活動はラテンアメリカで大きな注目
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を集め、サハラ以南以南アフリカでも次第に見られるようにな

ってきた。しかしながら、市場志向の改良普及活動を行う能力

と情報が不足している場合が多く、特に中央アジアとコーカサ

スでは、そうしたサービスを提供する能力の不足に苦しんでき

た。 

本書では、ガバナンスを改善するための政策やプログラムの

実施、能力強化のためのカリキュラム改革、管理を改善するた

めの各レベルの改良普及スタッフに対するインセンティブの付

与、適切なアドバイザリーの活用など、最適な特性に応じた多

くの政策的示唆を与えている。 
財政的な持続性を高め、より大きな規模の改良普及サービス

を達成するための具体的な政策的洞察は、以下の通りである。 

1.改良普及サービスに関する明確な政策や戦略は、より良いガ

バナンス、資金調達、調整、地方分権、そして全体的にみた

改良普及サービスの効果的な設計と実施がそのための重要な

一歩となる。国によっては改良普及戦略を策定する能力が弱

いかあるいは欠如しているために、制度面を強化する必要が

ある。 

2.改良普及サービスに対する公的資金は減少しており、現在の

資金調達は不安定なままである。ほとんどの貧しい国では、

改良普及システムの運営を引き続きドナーからの資金に頼っ

ている。民間部門、NGO、農民組織（FBO）が改良普及サー

ビスにおいて果たす役割はますます重要になってきている

が、遠隔地や周縁部の人々に手を差しのべるうえで、その公

的な役割を過大評価するわけにはいかない。資金源を組み合

わせ、また革新的な最新のアプローチと伝統的な仕組みを組

み合わせることで、改良普及サービスの持続性を高めること

ができる。 

3.開発途上国では、改良普及・指導サービスがより多元的にな

ってきたことから、調整、品質管理、努力が重複することの

ないようにすることが公共部門にとって重要な政策・プログ

ラム上の課題となっている。特定のターゲットグループやバ

リューチェーンに焦点をあてながら課題を整理し、これに関

係したアクター間の役割と責任を明らかにし調整していくこ

とは、政策立案者にとって大きな挑戦である。調整能力に対

する投資には、特に配慮する必要がある。 
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4.複数の主体が提供する改良普及サービスの効率と効果を向上

させるには、その国の農民に効果的に働きかけるための組織

的および制度的な能力が重要である。政策・プログラム上の

懸念事項の一つは、農民のための改良普及サービスに関する

ものである。調査対象となったいくつかの国で、改良普及サ

ービスをより需要主導型なものにするためには、組織的な観

点から生産者の情報ニーズを特定、改良普及サービスの目標

を設定し、改良普及サービスの提供者間で目標とアプローチ

を共有してニーズを特定し、そこに優先順位をつける能力を

構築することが必要である。これらの活動は、以下のような管

理にも役立つ。 

5.対象者のニーズを満たすための改良普及のパフォーマンスを評

価するには、健全なモニタリングと評価のシステムが必要だ

が、多くの国ではまだ脆弱である。学習と改善および改良普及

員の量と質の間のトレードオフは、十分に機能するモニタリン

グと評価のシステムのフィードバックによってのみ対応でき

る。 

6.改良普及員の能力を向上し、農民の問題に焦点をあて、複数

の目標実現のための過重な負担を軽減し、さまざまな農業生

態系ゾーンにおける改良普及の達成度を向上させるために

は、定期的に組織や制度を刷新していくことが必要である。

基礎的な研修にとどまらず、改良普及員の技術的、管理的、

指導的能力を継続的に向上させることが、国の改良普及戦略

の重要な部分となるべきである。 

7.情報共有に向けたトップダウン方式を減らすためには、革新

的な政策やプログラムによるアプローチが必要である。改良

普及サービスを農民の期待に応えさせるためには、政策やプ

ログラムの意思決定の過程に農民を参加させなければならな

い。それによって技術移転型アプローチから市場志向型アプ

ローチへのシフトを促がすことができる。民間企業、取引業

者、ボランティア農民、指導的農民、若年者を改良普及サー

ビスの担い手として活用する。アドバイザリー・サービスの

普及を目指す企業には、政策レベルでの十分な配慮が必要で

ある。 

8.天候、技術、市場、価格などの情報と農家が直面する問題を

解決するための適時的なトピックにデジタル技術を活用して
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いくためには、さまざまなレベルでの適切な政策と制度的な

取り決めが必要である。デジタル技術とIoT(モノのインター

ネット)の活用は、広域レベルでもまた農家レベルでも資源を

節約することができる。これらの技術は、改良普及のためのツ

ールとして、またニーズの明確化、モニタリング、透明性と説

明責任の強化のためのメカニズムとして、その利用を強化す

ることができる。 

9.最後に、改良普及制度の将来は、気候変動、傾斜地農業、栄

養と健康の目標、若年者とジェンダー、その他食料システム

や農業の変革に関連した新たな課題への対応を大きく左右す

る。このような背景から、改良普及員は、農村における問題

の解決者として、またサービスの提供者としてより重要視さ

れる。新たなニーズに対応するために改良普及システムの能

力を強化するための政策環境の整備は、依然として最も重要

な開発課題となっている。 

結論の章では、世界の改良普及サービスを改善するために、

その他の政策、制度、プログラムに関する勧告をいくつか取り

上げる。 
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略語と頭字語 
 

ADD 農業開発部（マラウイ） 

ADLI 農業開発主導の産業化（エチオピア） 

ADPLAC 農業開発パートナー連携アドバイザリー理事会

（エチオピア） 

AEA 農業普及員（ウガンダ） 

AEDC 農業改良普及開発コーディネーター（マラウ

イ） 

AEDO 農業改良普及開発官（マラウイ） 

AEMO 農業改良普及方法指導官（マラウイ） 

AEO 農業改良普及組織（コンゴ民主共和国） 

AES Agricultural Extension Service 農業普及サービス 

AFO 協会 フィールド・オフィサー（マラウイ） 

AGPA 農業成長プログラム（エチオピア） 

APES 農業生産推計調査（マラウイ） 

ARDPLAC 農業・農村開発パートナーズ・リンケージ・ア

ドバイザリー・カウンシル（エチオピア） 

ARTPA 農業研究・訓練プロジェクト（エチオピア） 

ASP エリア・ステークホルダー・パネル（マラウ

イ） 

ASTIA 農業科学技術指標 

ASWAp 農業セクター・ワイド・アプローチ（マラウ

イ） 

ATAA 農業変革庁（エチオピア） 

ATMAA 農業技術管理機関（インド） 

ATVET 農業技術・職業教育訓練（インド） 

AUA アフリカ連合 

CAADPC 包括的アフリカ農業開発計画 

CAEO チーフ農業改良普及員（マラウイ） 

CAETS マラウイ農業普及訓練サービス管理者（マラウ

イ） 

CARG 農業・農村経営協議会（コンゴ民主共和国） 

CIALCA 中央アフリカにおける農業に基づく生活向上の

ためのコンソーシアム 
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CLAD  Censored Least Absolute Deviations（ウガンダ） 

CNONGD National Council of Development NGOs（コンゴ

民主共和国） 

COCO  Connect Online-Connect Offline（エチオピア） 

COPEMECO Confederation of Small and Medium Enterprises of 

the United States （エチオピア） 

CRE correlatedのランダム効果（マラウイ） 

CSA 中央統計局（エチオピア） 

CSO 市民社会組織（ウガンダ） 

DA 開発エージェント（エチオピア） 

DAC  District Agriculture Committee  (マラウイ） 

DADO 地区農業開発担当官(マラウイ） 

DAECC District Agricultural Extension Coordinating 

Committee (マラウイ) 

DAESD Department of Agricultural Extension Services（マ

ラウイ） 

DAES Directorate of Agricultural Extension Services（ウ

ガンダ） 

DAESS District Agricultural Extension Services System

（マラウイ） 

DAO District Agriculture Office（マラウイ） 

DC ディストリクト・コミッショナー（マラウイ） 

DHS Demographic Health Survey（マラウイ) 

DLEC Developing Local Extension Capacity 

DRC Democratic Republic of Congo（ コンゴ民主共和

国） 

DSP District Stakeholder Panels（マラウイ） 

EAROE エチオピア農業研究機関 

EMATER Minas Gerais Technical Assistance and Rural 

Extension 

ミナス・ジェライス州技術支援・農村改良普

及機関 (ブラジル) 

EPA 拡張計画地域（マラウイ） 

FAO 国連食糧農業機関 

FARA Forum for Agricultural Research in Africa アフリ

カ農業研究フォーラム 
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FBO 農民組織 

FBS Farmer Business School（マラウイ） 

FEC コンゴ民間企業連盟（コンゴ民主共和国） 

FFS  ファーマー・フィールド・スクール 

FISP Farm Input Subsidy Programme（マラウイ） 

FOLECO Federation of Laic and Economic NGOs（コンゴ

民主共和国） 

FPPM Food Production, Processing, and Marketing（コン

ゴ民主共和国） 

FSR Farming System Research（エチオピア） 

FTC Farmer Training Center（エチオピア） 

GFRAS 農村指導サービスのためのグローバルフォーラム  

GTP Growth and Transformation Plan（エチオピア） 

GVAC 村落農業委員会（マラウイ） 

IAR Institute of Agricultural Research（エチオピア） 

IAR4D 開発のための統合農業研究（コンゴ民主共和

国 ） 

ICT 情報通信技術 

IECAMA インペリアル・エチオピア・カレッジ・オブ・ア

グリカルチャー・アンド・メカニカル・アート 

IFAD 国際農業開発基金 

IFPRI 国際食料政策研究所 

IHS3 統合家計調査（マラウイ） 

IP イノベーション・プラットフォーム（コンゴ民主

共和国） 

IITA International Institute of Tropical Agriculture（コン

ゴ民主共和国） 

IPMSI Improving Productivity and Market Success（エチオ

ピア） 

INERA National Agronomic Reserch Institute（コンゴ民主

共和国） 

ISFM 統合土壌肥沃度管理（コンゴ民主共和国） 

IVR Interactive Voice Response（ウガンダ） 

LSMS 生活水準測定調査（ウガンダ） 

M&E 監視と評価 
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MAAIF ウガンダ農業畜産水産省 

MaFAASM マラウイ農業指導サービスフォーラム 

MDAM ブ ラジル農業開発省 

MEASM 近代化普及指導サービスプロジェクト 

MGDS マラウイ成長・開発戦略 

MINAGRIM 農業・畜産・水産省（コンゴ民主共

和国） 

MINRDM 農村開発省（コンゴ民主共和国） 

MINRES 研究科学技術省（コンゴ民主共和国） 

MKW マラウイ・クワチャ 

MoAIWDM 農業・灌漑・水資源開発省（マラウイ） 

MoAIWD Ministry of Agriculture, Irrigation and Water 

Development 

MoANR Ministry of Agriculture and Natural Resources（エ

チオピア） 

MPP Minimum Package Project （エチオピア） 

MoFA 食品農業省（ガーナ） 

MoLGRD   地方政府・農村開発省（マラウイ） 

NAADS National Agricultural Advisory Services（ウガンダ） 

NABCO NATION BUILDERS CORPS

（ガーナ） 

NACDC 全国農業コンテンツ開発委員会（マラウイ） 

NAEIP 全国農業改良普及介入プログラム（エチオピア） 

NAEP 全国農業改良普及政策（マラウイ） 

NAIP 全国農業投資計画（コンゴ民主共和国） 

NAP 全国農業政策（マラウイ） 

NARO 国立農業研究所（ウガンダ） 

NASFAM マラウイ全国小農民協会 

NEPAD アフリカ開発のための新パートナーシップ（コ

ンゴ民主共和国） 

NGO 非政府組織 

NRC ナショナルリソースカレッジ（マラウイ） 

OECD Organization for Economic Co-Operation and 

Development経済協力機構 

PADEP 農民農業開発プログラム（エチオピア） 

PADETES 参加型実証・訓練エクステンションシステム
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（エチオピア） 

PNATER National Policy for Technical Assistance and Rural 
Extension (ブラジル) 

PRONAF National Program for Family Agriculture (ブラジル) 

PSNP Productive Safety Net Program (エチオピ

ア) 

RCBPR 農村地域能力向上プロジェクト（エチオピア） 

RED 研究・普及部門（エチオピア） 

REFAC 研究-農業普及-農民連携諮問委員会（エチオピ

ア） 

RELC Research-Extension Liaison Committee（エチオピ

ア） 

RPO Rural Poducer Organization 農業生産者組織 

SANE Strengthening Agricultural and Nutrition Extensionプ

ロジェクト（マラウイ） 

SAPPS 持続可能な農業推進プログラム（マラ

ウイ） 

SENAFIC 国家肥料機関(コンゴ民主共和国） 

SENAMA National Mechanization Agency（コンゴ民主共和

国） 

SMS Subject Matter Specialist. 

SNNP 南部諸民族・民族・人民地域（エチオピア） 

SNV 全国改良普及サービス（コンゴ民主共和国） 

SSA-CP サブサハラ・アフリカ・チャレンジ・プログラム

（コンゴ民主共和国） 

SSES Single Spine Agricultural Extension System（ウガ

ンダ） 

TSBF-CIATT 熱帯土壌生物学・肥沃度研究分野、国際熱帯農

業センター  

UNDP 国連開発計画 

USAID 米国国際開発庁 

VAC 村落農業委員会（マラウイ） 

VDC 村落開発委員会（マラウイ） 

YEAY 青年雇用庁（ガーナ） 

ZARDIs ゾーン農業研究開発機関（ウガンダ） 
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序  文 
 

ゲイリー・アレックス 

 

世界レベルでは、社会のレジリエンスを高め、貧困の削減お

よび自然資源の保全に努め、気候変動に適応していくべきこと

はよく認識されている。しかし、これを達成するためには、農

業改良普及指導サービスの大幅な変革が必要であり、一方では

農民が農業生産性の向上に関して、質の高い情報と知識を共有

することが不可欠である。世界には5億余りの家族経営農家が存

在するが、そこを対象にして改良普及サービスを組み込んだア

ジェンダが必要である。 

わたしは、アメリカの農村で育った。20世紀半ばごろ、アメリ

カでは余剰農産物が農家の収入や食料価格を圧迫するようにな

り、それを契機に急速な変化が進んだ。世界各地で飢饉の脅威

が続くなか、アメリカの農家は「世界を養う」ことに誇りをもって

いた。新しい技術や革新的な経営手法に関する情報は、農業雑

誌、ラジオ、農機具販売店、農業専門学校など、さまざまなリ

ソースから農家に届けられた。特に効果的な情報源となったの

は、農業の専門家（主に投入資材の販売業者）が講師となった

改良普及サービスに関する一連の夜間セミナーである。このほかに

も、農業に関するさまざまな情報源があったが、特に改良普及サ

ービスが提供できるポテンシャルの大きさは、印象に残ってい

る。 

アメリカ国際開発庁のチーフサイエンティストであるロバー

ト・バートラム氏は、2017年のワークショップで「農業普及活

動がすべてである」と指摘した。農業普及活動の重要なポイン

トの一つは、農民に選択肢を提供することである。緑の革命で

生み出された技術は改良普及サービスへの投資増加をもたら

し、生産性を向上させる方法（例えば、新品種の種子と化学肥

料）の情報が農民に提供された。ドナーからの資金提供によ

り、改良普及サービスの多くが公的な場で確立または拡大され

た。全体的な取り組みとしては成功したが、改良普及サービス

の効果ならびに改良普及制度の影響を評価し査定する指標づく

りには、しばしば困難を伴った。改良普及制度は、普及の対象
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とする農民およびその他の相手先のカテゴリーが異なることか

ら、それぞれに異なるアプローチと戦略を用い、また普及で取

り扱う作物、家畜、農村企業、農業システムによっても大きく

異なることから、農村部門全体にサービスを提供するとなれ

ば、どうしても規模の問題に直面してしまう。 

改良普及サービスプログラムは、その経緯を振り返れば、こ

れまでかなり複雑なものであった。当初は、改良普及が公的レ

ベルでのトップダウンによる技術移転活動と考えられていた。

ファシリテーション、成人教育、地域の能力開発などといった

参加型手法も試みられたが、往々にして軽視されがちであっ

た。「銀の弾丸」といった解決策は、特定のアプローチがそれ

ぞれの現地の状況を無視して横展開されるために、しば 

しば大きな齟齬や歪みをもたらすことがあった。多くの公的な

改良普及事業プログラムは、現場スタッフの訓練不足、機能し

ない官僚機構ゆえに円滑には進まず、またドナーからの資金に

過度に依存していた。それでも、特にアジアにおいては、持続

可能で効果的な改良普及活動がいくつか出現しているが、その

一方でドナーからの資金縮小により、活動が低迷してしまった

ものもある。 

1990年代には、ヌーシャテル・グループによる非公式な協力

が、改良普及サービスプログラムの性質を見直す機会となっ

た。この取り組みにより、参加型、市場重視、多元的、地方分

権、対象者志向、十分な監視、持続可能であるべきという一般

的なコンセンサスが生まれた。こうした中から、ベストプラク

ティスという概念が生まれ、改良普及サービスを地域のニーズ

や状況に合わせて調整することの重要性、すなわち「ベストフ

ィット」という実践的な認識が出てきた。この認識は、本書の

基礎となるものである。 

本書では、国連食糧農業機関、ヌーシャテル・イニシアティ

ブ、農村指導サービスに関する世界フォーラムなどの経験に基

づき、農村指導サービスおよび改良普及サービスの活性化を促

がす方法を模索している。こうしたサービスの機能とその効果

を体系的かつ客観的に評価する能力は、この取り組みにとって

基本的なものである。課題は多いものの、厳格な評価と査定

は、農村における改良普及サービスへのさらなる投資の根拠を

強化するとともに、改革が必要なシステムとその効果的な管理
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方法を明らかにするものである。 

改良普及・農村指導サービスは、今日では多元的な知識と情

報を提供することと理解されているものの、実際には農民同士が

情報交換するためのつなぎ役に過ぎず、商業化された農業システム

ではこれを超えた複数機関によるネットワークでのサービスが

実施されている。改良普及サービスプログラムの開発を進める

ことに異見を挟む者はほとんどいないが、これを戦略的に育て

上げていく本格的な取り組みはほとんど行われていない。多く

の国は改良普及サービスプログラムのベストプラクティス設計

という概念を採用しているが、それと同時に効果的で持続可能

な改良普及のために一般的に考えられている原則を受け入れて

いる。それにもかかわらず、これらの実施には遅れが生じてい

る。 

ほとんどの国では、農民および商業的農業グループ、農業シス

テム、農外関係者などのニーズに対応した改良普及サービスを

発展させることも、また農業知識や情報提供サービスを有効か

つ持続的なものとすることもなかった。本書に取り上げられた

情報や事例は、改良普及サービスの理解と評価の観点から豊富

な経験を提供しているが、評価のためのシンプルなダッシュボ

ード指標は、今のところ存在していない。それでも、本書で提

供されるツールは、小規模農家に対する改良普及サービスの満

足度や有効性、資金調達の持続可能性、社会的便益の程度を評

価するために適用されるものである。 
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まえがき 
 

 
公的な改良普及活動は、農業生産性の向上に依然として重要

である。農村指導サービス業の出現や最近のデジタル情報通信の

発展にもかかわらず、開発途上国では今日でも数十年前と同じ

ように、改良普及サービスが重要であり、その役割がより一層

高まっている。 

情報が満載されているこの改良普及サービスのグローバル・

レビューで著者らが指摘しているように、民間部門や非政府組

織が改良普及活動に携わっている場合にあっても、公的な改良

普及活動とともに行動し、それに依存している。しかしなが

ら、公的な改良普及制度は、過去30年間、ほとんどの国の政府

や世界の開発コミュニティからひどく無視されてきた。本書

は、この間に生じた素晴らしい事例を紹介する一方で、資金調

達と調整がうまくいけば、改良普及制度が効果を発揮し、より

希望にあふれたビジョンが示されることを表している。 

著者らは、政府や国際的な資金提供者が直面している予算上

の制約を理解したうえで、「最適な」解決手法が必要であるこ

とを強調している。コストへの考慮を最優先しつつ、民間部門

による改良普及の提供、自主的または先導的な農民によるアプ

ローチ、そしてデジタル改良普及手法に大きな関心が向けられ

ている。費用対効果が高い普及システムへ改善するために考慮

すべきもう一つの重要な点は、それをより需要主導型へとシフ

トすることである。つまり、何が農民にとって最も重要であ

り、また行動に移しやすいかについて助言を提供することなの

である。 

著者らが掲げた公的改良普及制度を改善するための政策やプ

ログラムの選択肢は、国によって直面する課題や改善の実現可

能性が異なることを反映して包括的なものとなっているが、そ

れによって増加するプロバイダーの多元化に対応することがで

きる。 

 本書が力点をおくのは、農村で改良普及活動を調整し改善す

ることの重要性である。サービスの分散化、そして研究と改良

普及の間の現在の断絶こそが大きな問題なのである。 

本書は、世界の零細農家が、気候変動への適応とその緩和、
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土地の劣化、水不足、あらゆる形態の栄養失調といった地球規

模の課題に直面しながらも、食料を供給し続け、こうした差し

迫った課題にどう立ち向かうかについて関心をもつ人々にとっ

て、優れた情報源と刺激となるものである。公的な改良普及活

動には、これをつなぐ役割が求められているのである。 
 

フランク・プレイス 

CGIAR研究プログラム「政策・市場」ディレクター 
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第1章 はじめに：本書の動機 
 

デイヴィス・クリスティン、スレッシュ・チャンド・バブ、 

キャサリン・ラガサ 

 

 

1.1 理解を深める：普及活動とアドバイザリー・サービス

の現状とその成果 

 

農業開発は、開発途上国の10億を超える小規模農家や農村住

民の生活にとって不可欠である。生産性の低さ、食料不安と飢

餓の継続、食料価格の不安定、自然資源の枯渇などといった変

化と不確実性の課題がある。市場、環境の悪化、気候変動は、

農業部門と農村開発に直接影響を与える（そして現に影響を受

けている）。 

農業改良普及とアドバイザリー・サービスは、農民へのアド

バイスや情報の提供、イノベーションとそれに関係する機関と

の間に立った仲介と受け入れの促進、リスクや災害への対応な

ど、さまざまな形でこうした課題に対して支援することができ

る（Babu and Joshi 2019; Kilelu et al. 2011; Hoffmann et al. 2009; 

Boteler 2007; van den Ban and Hawkins 1996）。 

過去に、農業改良普及指導サービス（ボックス1.1に定義）は、知

識と技能に大きなプラスの効果を示してきた。特にアジアにおける

緑の革命では、所得の向上、技術の採用、作物と家畜の収量向

上（Davis 2008）などがその効果として挙げられる（ Swanson 

and Rajalahti 2010）。改良普及の収益率に関する研究では、大き

なばらつきがあるものの、概して高い数値（平均85％）が示さ

れている（Alston et al.2000）。さらに最近出されたいくつかの国

別結果による実証的な文献によれば、公共支出が改良普及にプ

ラスの効果をもたらすことが報告されている。ウガンダでは農

村部の幹線道路や灌漑インフラ（Pauw and Thurlow 2015）、モザ

ンビークでは灌漑（Benfica, Cunguara, and Thurlow 2015）などへ

の投資により改良普及サービスが高い収益が示している。厳密

な時系列分析では、エチオピアにおいて改良普及サービスの高

い収益率が示されている（Dercon et al.2009）。マラウイの全国

を対象とするパネルデータでは、質の高い改良普及サービスや
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アドバイザリー・サービスが、作物の生産性向上や食料安全保障

の強化に貢献してきた（Ragasa and Mazunda 2018）。 

しかし、改良普及サービスが直面している政策やプログラムの

制約については十分な資料がなく、改良普及サービスの成果を出

すために、どのような政策やプログラムの改革が必要であるのか、

不明である。 

農業普及・指導サービスは、農業へ直接介入するプログラム

の一部であることが多く、またその設計と実施の面で、技術的、

社会的および教育的な要素を含むことから、成果に対する評価

がむずかしい。国内にあっても農業生態系からみた地域が多様

であることから、生産システム、自然資源および改良普及サー

ビスに対するニーズが異なる。さらに、ほとんどの開発途上国

では、農業普及・指導サービスが公的な改良普及制度に依存し

ている傾向から、非政府組織（NGO）、農民組織、営利目的の

民間セクターなど、さまざまな主体によって提供される多元的

な制度へ移行しつつある。多元的な改良普及制度では、サービ

ス提供者の目的、目標、動機が大きく異なる。改良普及サービ

スの主な目的が収量と所得の向上におかれる場合だけでなく、

教育や技能開発を通じた女性のエンパワーメントの向上におか

れる場合、あるいは食料安全保障と栄養面での向上に重点が置

かれる場合もある。 

改良普及サービスを提供する組織が多元化し、その目的、手

法、アプローチが多様化していることは、改良普及プログラム

を評価して、その成果の因果関係を明確にする方法が一層困難

になっていることを意味している（Ragasa and Mazunda 2018; 

Faure et al.）。基礎データの入手が困難な理由の一つには、改良

普及サービスがますます多元化し分散しているからである。改

良普及サービスの提供が法律で制度化されていないために、改

良普及サービスはしばしば政府の政策変更に左右される。政府や

開発コミュニティは、改良普及指導サービスが直面している問

題や制約を理解することの重要性を認識しているが（Pye-Smith 

2012）、その理解を深めるための研究はきわめて少ない。世界

的な普及サービスの状況を明らかにするために、1981年、1989

年および2009年に主要なデータの収集が行われた（Swanson and 

Rassi 1981;Swanson, Farner, and Bahal 1990; GFRAS 2012; 第2章参

照）。これらのデータをもとにした研究は基本的な情報を提供して



はじめに：本書の動機 3  

 

 

くれるが、この種の情報は収集されるのとほぼ同時に陳腐化して

いく。とはいえ、時系列で比較できるデータは貴重である。本書

ではこの情報を十分に活用し分析することを試みる。加えて、こ

れまで国または地域のレベルで改良普及システムを相互に比較し

て評価する共通の枠組みが欠如していた。もちろん、国レベルで

は評価が実施されているが、そのほとんどは未発表の非公式な報

告書であり、国を超えて比較を可能にする共通の枠組みを設定し、

それを適用したことはなかった。 
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ボックス1.1  定義：農業改良普及員のサービス 

「農業改良普及」という用語は今でもよく使われているが、次第

に「農業指導サービス」という言葉に置き換えられつつあり、農

民やその他の生産者を対象者とみなすトップダウン方式ではない

ことが示されている。この用語の意味をさらに広げて「農村支援

サービス」と呼び、農業以外の生計手段を含めるとともに、技術

移転以外についても生計手段の円滑化と仲介に役割の重点を置い

ているものもある（Davis and Heemskerk 2012; Faure, Desjeux, 

and Gasselin 2012; World Bank 2012; Swanson and Rajalahti 

2010）。「栄養・農業改良普及・アドバイザリー・サービス」に

は、より良い健康・栄養上の成果を得るために、栄養情報の提供

や行動変容のためのコミュニケーションを含むとするものもある

（Fanzo et al.2015、Kuyper and Schneider 2016）。改良普及ま

たはアドバイザリー・サービスにはいくつかの定義がある

（Faure et al.）。ほかにも「コミュニケーション」（Leeuwis 

2004）または「促進的アプローチ」（Ingram 2008）という用語

を使って、問題解決のために異なるアクター間の協議を円滑に進

める上で改良普及が果たす役割を強調していることもある。本書

では、農業改良普及・アドバイザリー・サービスをBirner et al. 

(2009: 342)にしたがって、「農業生産に従事する人々が問題を解

決し、生活と福祉を改善するための情報、技能、技術を得ること

の支援と促進に関わる一連の組織」と定義している。 

本書では、このような広義のサービスを意味するものとして、

「改良普及サービス」、「普及」、「農業改良普及」、「アドバ

イザリー・サービス」を互換的に使用し、改良普及・アドバイザ

リー・サービスを提供する一連の組織を「普及組織」、また農村

コミュニティで直接接触する者を「サービス提供者」、「改良普

及員」または「普及員」として用いている。 

 

 

第3章では、後者の課題に取り組む。改良普及サービス実施の

状況に関する情報は、国レベルまたはシステムレベルの評価を国

際比較するための枠組みにリンクさせている。国レベルだけで

なく、図 1.1に示すプログラムレベルおよびアプローチレベルの

評価も出てきている（Faure et al. 2016; Kondylis 2019; Ragasa 2019; 

Ragasa, Spielman, and Place 2019による要約を参照）。第 4 章から

第 8 章では、5ヵ国における改良普及サービスの成果を、一次デ
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ータおよび二次データを用いて3つの異なるレベルでの評価を行

い、部分的にその影響の評価も行った。 

農業改良普及と指導サービスの評価には、その国について単純

に説明するものから、成果とインパクトの大きさを測定するもの

までさまざまな方法がある。図 1.1では、農業改良普及サービスに

関するさまざまな評価・査定を連続的に示している。最初の評価

は、国または地域レベルのシステムについて実施するもので、改

良普及サービスの変化要因や政策、条件、改良普及システムの特

性について診断的に評価する。通常は、記述的、ストーリ－的、

定性的な評価方法によって行われる。2つ目の評価は、プログラ

ムまたはプロジェクトのレベルで、改良普及サービスがほかのサ

ービスや介入策と一体となって提供される。通常は、量的・質的

影響手法を用いて評価される。3つ目は、特定の改良普及手法や

改良普及手法の設計に関わるパイロットやフィールド実験といっ

た小規模なものであり、定量的または定性的な手法を用いて評価さ

れる。無作為の比較試験も存在し、改良普及サービスの提供がど

のデザインやアプローチで有効なのかもしくは無効なのか、また

どれがより大きな効果をもたらし、費用対効果が高いのかについ

て有用な洞察を与えている（Kondylis 2019、Ragasa 2019および

agasa,Spielman, and Place 2019による要約を参照のこと）。 
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図 1.1 普及援助サービスの評価に関するさまざまなレベル 
 

 

 

出典：著者 

 

本書の目的は、国を超えた比較のなかで、次の2つの観点から

改良普及指導サービスを評価することである。 

1.対象とする国や地域において既存の改良普及サービスの特徴

を明らかにし、また比較する。 

 

2.事例に挙げた国において、改良普及サービスのパフォーマン

スと改良普及アプローチのインパクトを評価する。 

 

1.は、ベストフィットの枠組みからいくつかの普及活動の特性

（ガバナンス構造、能力、管理、助言方法）を取り上げ、一次デ

ータに基づく世界の概況と一次データおよび二次データに基づく

地域・国の事例を提示する（第1部）。2.は、一次データと二次

データに基づく詳細な国別の事例である（第2部）。第2部では、

図1.1の3段階のアセスメントをいくつかの国について図解する。

ある国の事例では、一次データと二次データに加え過去の評価研

究も利用可能であることから、ほかの国よりも評価についてより

詳しい図解が示される。 
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1.2 普及サービスを評価するためのベスト・フィッ

ト・フレームワーク 

 

改良普及制度とその改革を評価する包括的で信頼できるシステ

ムが重要であることはいうまでもない。これに関わる研究は、ど

のような要因が改良普及プログラムの有効性に影響するのか、ま

た将来、改善するためにどのような修正を加える必要があるのか

を判断するうえで有益である。現実の動きに最適な改良普及制度

を設計し、NGO、民間部門、その他のステークホルダーのポテ

ンシャルを活用しつつ、改良普及の実務者の能力を高めることが

重要である（Birner et al.2009; Babu, Sette, and Davis 2015; Babu and Joshi 

2019）。 

改良普及制度をよりよく分析するためには、国内および国家間

の不均質性を考慮した包括的な枠組みが必要である。Birnerらは、

2006年にこうした枠組みを作り出した（Birner et al.2009）。この枠

組みは、多元的な普及システムを分析・設計するために作られた。

参考文献としてしばしば言及はされているが（例えば、Herrera et 

al.2019; Davis and Spielman 2016; Faure et al. 2016; Álvarez-Mingote and 

McNamara 2018）、各国の普及システムやプログラムの評価・比

較に適用されたことはない。ベストフィットの枠組みは、全体的

な環境（フレーム条件）の影響を受ける改良普及の特徴を検討す

ることで、改良普及やアドバイザリー・サービスを包括的に分析

するというものである。 

図 1.2は、フレーム条件、改良普及のパフォーマンス、農民の

行動に関する主要な成果、そして最終的なインパクトを示したも

のである。この枠組みは、農業指導サービスの評価ツールを開発

し、サービスの改革プロセスに情報を提供、さらには学際的研究

の指針として利用することができる。この枠組みは、これまで文

献上で別々に扱われてきた異種の専門分野からの洞察を用いてい

る点が独創的である。この枠組みは、政策立案者やアナリストが

理論をベースに実証に基づく最適なアプローチへとシフトするの

に有用である。枠組みは、アドバイザリー・サービスの要素を、

（1）ガバナンス構造 （2）能力（3）管理（4）助言方法といっ

た項目に分けることで、利用者を支援する（Birner et al.2009）。

これら 4 つの項目はすべて、政策環境や生産システムといった

一般的な状況に応じて、政策立案者が操作できる変数である。
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したがって、政府や実施機関がシステムのパフォーマンス、ひい

ては最終的にインパクトに影響を与え変更することができる重要

な要因といえる。「ガバナンス構造」とは、改良普及サービスの

制度的な仕組みであり、これには改良普及事業における公共部門

の役割、民営化のレベル、地方分権の程度、資金調達の仕組み、

調整と連携などが含まれる。「能力」とは、改良普及制度の人

的・組織的能力および財政的・物的な資産を指している。「管理」

とは、政府による改良普及サービスの管理方法であり、これには

研修や再研修の取り組み、組織運営の手順、インセンティブ、

個々のエージェントの業績評価方法、サービスのモニタリングと

評価などが含まれる。能力と管理は、いくつかの国で整理されて

いる。「助言方法」は、改良普及サービスの現場スタッフが農民

やその他の対象者とやり取りするなかで用いる。分析は、これら

4つの変数に焦点をあてているが、それはこれらの変数が改良普及

機関にとって直接変更できる項目だからである。むしろ全体に及

ぶ変化をもたらすほうがむずかしい。 

ベスト・フィット・フレームワークの論理では、利用者はまず最

適な 

パフォーマンス（ボックスI）を達成するために、改良普及の構

造や組織のあり方（ボックスE～H）に影響を及ぼす要因や枠組

みの条件（図1.2のボックスA～D）を考慮する必要がある。サー

ビスの最終的なインパクト（ボックスK）は、農家レベル（ボッ

クスJ）での変化（態度、意見、知識など）に依存している。フ

レーム条件は改良普及の手に負えないものであり、政策環境、あ

らゆる部門の潜在的サービスプロバイダーの能力、農業・市場シ

ステム、教育水準や土地面積などコミュニティの側面が含まれる。

フレーム条件の特性は、システムの機能に関係している。パフォ

ーマンスは、関連性、適時性、効率性などの指標で判断すること

ができる。パフォーマンスは、農家の意識の変化や技術の採用な

ど、農家の行動につながっていく。 

本書は、ベストフィットの枠組みに基づいて世界の農業改良普及

指導サービスの現状と特徴を明らかにするとともに、一連の国別

事例調査から、過去5年から10年の間に集められた新しいデータ

をもとに分析・整理したものである。本書では、実務家や政策立

案者に対して、改良普及サービスに関する記述的な情報を提供

し、地域間・国間を比較するためにベストフィットの特性を用
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いた共通の枠組みで、改良普及の影響を評価する。グローベル

レベルでみた改良普及に向けた提言と政策的示唆も提供してい

る。本書ではまた、アドバイザリー・サービス・システム評価

のプロセスに関する全体的なガイダンスも提供している。本書

は学術書というよりは評価のプロセスに関する手引書であり、

結果のショーケースでもある。参考書としてだけではなく、同

様のシステムレベルの評価手法を自国に適用しようとする世界

中の政策アナリストやマネージャーの基準となることを目指し

ている。 
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図 1.2 複数形普及サービスの分析と設計のための最適なフレー

ム  
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1.3 本書の構成 

 
本書は2部構成になっている。第1部（第2章および第3章）では、

改良普及制度の世界的視点での評価とベストフィットの枠組みに

よる改良普及サービスの特性に焦点をあてている。第2章では世

界を概観し、第3章ではベストフィットによって明らかになった

特性を、国・地域レベルで相互に比較する。第2章では、改良普

及サービスプロバイダーの法的な地位、能力（特にスタッフの配

置）、管理、助言方法および対象者層などについて分析する。第

3章では、主に2015年以降さまざまなパートナーやプロジェクト

とともに行われてきた綿密な国別・地域別アセスメントをもとに、

国のシステムを相互に比較するためにベストフィットアプローチ

を適用した分析の結果を示す。この分析は、国または地域レベル

に焦点をあてた改良普及サービスのスナップショットを提供するも

のである。第3章の国別事例では、関連データの有無やデータ収集

の時期（過去5～10年以内）などを基準に選出されたいくつかの国

を対象にする。農業改良普及・指導サービスに関する国別の説明

では、国または地域レベルにおける最近の農業改良普及・指導サ

ービスが詳細に分析されている1。また、使用する情報には、改

良普及サービスの特徴に関連するデータが含まれている。 
 

 

1 レポートは2009年のものであるが、国別事例では2014年以降のデータもある。 

 

第2部では、ブラジル（第4章）、ウガンダ（第5章）、エチオ

ピア（第6章）、マラウイ（第7章）、コンゴ民主共和国（第8章）

の事例を詳細に分析し、改良普及制度のパフォーマンスに焦点を

あてる。これらの国は、(1)情報の格差が大きいために少数の評価

しか得られないが、(2)分析に必要な予備データおよび二次データ

が入手でき、(3)ベストフィットの枠組みを実証面で適用でき、

(4)比較できるシステムの多様性を考慮して、意図的に選出された。

「ブラジル」（第4章）は、新しく改訂された政策と制度の実施

に関連したエビデンスを提供している。「ウガンダ」（第5章）

は、長年にわたる改良普及の改革に関する豊富な資料を提供して

いる。「エチオピア」（第6章）は、アフリカで最大の改良普及

のスタッフと改良普及制度への投資を誇っている。一方、マラウ

イ（第7章）とコンゴ民主共和国（第8章）は、改良普及制度への

公的投資が限定的で、政府以外の主体が普及の大きな役割を担っ
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ている。コンゴ民主共和国」は、かつて紛争があったものの、農

業の潜在力が非常に大きい。コンゴ民主共和国とマラウイは、過

去の評価データが限られているが、過去5年間にベストフィット

の枠組みに沿った大規模なデータを新たに入手し、その結果、本

書で紹介する詳細な分析が可能となった。 

 

全体として、選出された国は、それぞれ異なった大陸とシス

テムのもとにあるが、これら諸国を比較して得られた教訓を引

き出す。 

表1.1は、本書で使われた研究のための実証的データベースを

示したものである。このリストは、改良普及サービスのシステ

ムレベル評価を実施するための手法、データセット、指標、分

析の種類を国別に比較して整理したものである。第3章では、ア

ジアとラテンアメリカのさまざまな地域の事例も紹介している。

第2章は、全地域を対象としたグローバルな内容であるが、第2

部の国別事例の各章はアフリカ諸国に重点を置いているために、

地域的なバランスとしては良好なものでない。 
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表1.1 研究のためのデータベース 
 

    

 章 焦点とする範囲や国・地域 実証データの種類 日付 

第1部    

第2章 改良普及プログラムのグローバル 1980年の調査から得られた一次 Swanson and 
rassi (1981) 

 
 
 
 
 

FAO 1991 

（1989年に収

集したデー

タ） 
 
 
GFRAS 2012 

（2009年〜 

2012年収集

データ） 

 な評価を明示するこのパートでは、 データ。これは1975年の調査を 
 ベストフィットの枠組みで「特性」 更新したもので、改良普及スタ 
 と改良普及サービスの特徴、すなわち ッフの人数と資格、目的、ガバ 
 ガバナンス構造と事業者の法的地位、 ナンスへの市民参加の仕組み、担 
 スタッフの能力、改良普及の方法、対象 当する対象者グループに関する情 
 者層に焦点をあてた。 報をまとめたものである。 
  FAO1991のデータをもとに、FAO 

加盟154ヵ国に郵送型のアンケー 
  トを実施し、一次調査を行っ 
  た。113カ国、132団体から回答 
  を得た。 
  英語、フランス語、スペイン語で 
  作成した質問票を160ヵ国以上 
  の政府改良普及部門の主要情報 
  提供者（部門長）に送付し、81 
  ヵ国、347組織からデータを得た。 
   

 

第3章 ベストフィットの特性を国・地域レベ

ルで比較。国や地域の詳細な情報を合体 

し、過去5年間に実施された評価をま

とめた。これらの評価は、さまざまな

パートナーやプロジェクトによっ

て実施された。国の制度を比較す

るために、ベスト・フィット・アプロ

ーチを適用した。 

主に普及プロジェクトやドラフ

ト、本書の第4章から第8章で紹介

した5ヵ国の事例の詳細な報告書。 

二次資料の情報（第2部の5ヵ国の

事例を除く一次データを使用）。 

2012年から 

2018年の各種の 

データ（詳し

くは第3章を参

照） 

第2部         

 

 

 

第4章 ブラジル 農家1,000人へのアンケート調査。3州の

5つの地域（人間開発指数が低
く、家族経営の農家や農村の 

集落が密集している地域が選ば

れた。黒人農民のコミュニティ、先

住民のコミュニティおよび経済

のダイナミズムが低い自治体） 
 
 
 
 
 
 
 
 

2014-2015 
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 章 焦点とする範囲や国・地域 実証データの種類 日付 

第5章 ウガンダ IFPRIとマケレレ大学が実施した 208

の農業普及員への調査 
2007 

 

 
 生活水準測定調査、ウガンダ統計局に

よる全国代表データ 

2016-2017 

第6章 エチオピア 農業成長プログラムが実施された地域
の7,500世帯を対象とした家計調査、 

2011, 2013 
 

  中央統計局年次調査 2005-2017 

  237名の改良普及員へのアンケート調査 2009 

  896名の改良普及員へのアンケート調査 2017 

第7章 マラウイ 3,001世帯を対象とした全国代表者調査、2
回実施 

2016, 2018 
 

  30人のサービスプロバイダーと71人の普及
エージェントへの調査。選択したコミュニ
ティでのフォーカスグループ・ディスカッ
ション 

2017, 2019 

  マラウイ統合家計パネル調査 2010, 2013, 
2016 

第8章 コンゴ民主共和国 45人のキー・インフォーマーへのイ

ンタビュー 
2010-2011 

 
 農業経営者協議会55社へのアンケー

ト調査 

2011 

 
 181のコミュニティ団体を対象にした

調査 

2011 

 
 普及組織チーフ107名へのアンケート

調査 

2011 

 
 改良普及員163名へのアンケート 2011 

 
 食品生産・加工・販売プロジェクト

に対する中間評価として、無作為に

選ばれた処理地域と対象地域の3,110

世帯を対象に実施した調査 

2014 

 
 

 

理想的には、世界の主要な地域すべての国の事例を掲載する

のが望ましいが、利用可能な一次データ、二次データ、文献、

著者や執筆チームの不足により制約された。インドおよび中国

といった大国における最近の教訓は他の文献に記されている

（Glendenning and Babu 2011; Babu et al.2013; Babu et al.2015）。

また最近出版された著書（Babu and Joshi 2019）は、南アジア地

域における改良普及改革の現在の動向を取り上げている。 
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1.4 調査結果の概要 
本書を通じて示されたグローバルな改良普及制度の分析では、

その制度が最適な特性となるよう、ガバナンスと調整の改善、

カリキュラムの改革、職員へのインセンティブの付与、財政的

持続性の向上と規模の拡大を達成するための適切な手法の導入

など、多くの政策的示唆が指摘されている。分析および事例研

究では、ガバナンス構造、普及活動、アドバイザリー・サービ

スに関して、より多元的になったことが示されている。現在、 

100万人余りの官民による改良普及員がいるが、情報通信技術の

発達、先導的農民（基本的にボランティアの改良普及員）の活

用、その他の多様なサービスプロバイダーの参入により、その

役割は明確ではなくなりつつある。 

改良普及事業は、通常、農業省が全体的な調整と規制を担っ

ている。この調整は、さまざまなのサービスプロバイダーの活

用、気候変動や栄養不良への対応など、新たな課題に挑戦する

ために重要になってきている。 

改良普及の調整と規制に関して、「ブラジル」（第4章）と

「マラウイ」（第7章）は、調整に対処するために革新的なメカ

ニズムを用意している。しかしながら、改良普及サービス、研

究の農民へのフィードバック・メカニズムは依然として弱い

（第3章）。普及活動の多元化が機能するためには、複数のさま

ざまなアクターが活動できるように全体的な枠組みを構築する

政策が必要である。とはいうものの、多くの国では改良普及指

導サービスに関する特定の政策がなく、農業開発政策のなかの一

つのコンポーネントとして組み込まれている（第3章）。調査結果

によれば、ブラジルとエチオピアが、最も優れた改良普及サー

ビス政策とそれに付随する実施メカニズムを備えている。その

他ほとんどの国は、明確な改良普及政策がないために、改良普

及指導サービスは農業開発戦略になかに埋め込まれている。 

改良普及サービスの資金調達はほとんどの場合不十分で、ド

ナー主導のことが多く、財政的な持続性についてはあまり考慮

されていない。特に、運営費やスタッフの給与は不十分である。

国別調査によれば、改良普及サービスの費用対効果を高める方

法がないことが指摘されている。地域によっては、同じ農民グ

ループを担当する別のエージェントが改良普及サービスを重複

して行っていることもある。一方で、ラテンアメリカやセネガ
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ルでは、共同出資や農民出資によって活動資金をプールすると

いう望ましい動きもみられる。情報通信技術や農民アドバイザ

ーの活用など、特定の助言方法によってサービス提供の効率性

を高めており、財政的な持続性を高める結果をもたらしている。 

改良普及サービスの能力は、スタッフの人数、研修レベル、

スキル、インフラ、財源などで構成される。どの事例をみても、

全般的そのレベルは低い。公的な改良普及員の人数が目下の仕

事を処理するのに十分ということはほとんどなく、国によって

は欠員率と離職率が高くなっている。ほとんどの国では、改良

普及員／農民の比率が低く、アフリカの改良普及員の多くは、

移動手段や交通インフラの不備に苦労している。給与は、特に

公共部門においては低く、褒賞や表彰の制度もほとんどない。

改良普及員に対する基礎研修は、技術的なトピックに重点がお

かれ、改良普及に必要な機能的スキルが欠落している。 

管理に関しては、市場志向型や需要主導型のサービス、モニ

タリングと評価（M&E）など、よりよい管理を確保するために利

用できるメカニズムは数多く存在する。多くの国では、需要主

導型または市場志向型のメカニズムやM&Eシステムを導入して、

改良普及サービスがより参加型のものとなっており、とりわけ

十分なサービスを受けていない人々や女性（例えばラテンアメ

リカ）、先住民グループ（例えばブラジル）にとってより適切

なものとなるよう工夫している。マルチステークホルダー・ネ

ットワーク、イノベーション・プラットフォーム、その他ニー

ズに応じた戦略の利用増加が、こうした取り組みに寄与してい

る。 

第2章と第3章では、そのためのデータ、能力および資金の大

きな不足を取り上げている。第3章と第9章では、政策立案者が

国またはプロバイダーレベルで最適な指標を収集し運用するた

めのガイダンスを示している。アドバイザリー・サービスを提

供するために使用される手法はますます多様化してきており

（表3.1参照）、デジタルアプローチの使用も増加している。参

加型研修およびグループベースの成人教育アプローチである農

民実践学校は、現在広く利用されている（第5章、第8章）。ま

た、民間部門による改良普及活動や先導的農民の活用は世界中

に拡大し、活用されている。市場志向型の改良普及は、特にバ

リューチェーンに沿った活動が焦点となっている（第2章）。特
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にラテンアメリカで大きな注目を集めている。しかしながら、

農民のニーズを満たす改良普及員の能力や適切な情報が不足し

ている。特に、中央アジアとコーカサスでは、改良普及サービ

スを提供する能力の欠如に苦しんでいる。 

女性や若者への呼びかけは、過去数十年の分析を通しトレン

ドとして引き継がれている。ウガンダの調査（第5章）では、女

性エージェントの数を増やし、女性エージェントの能力を活用

する必要性が示唆されている。女性は、貧しい人々に手を差し

伸べるうえで大きな可能性をもっている。改良普及の新しいト

レンドとしては、情報通信技術の活用、IoTの利用、市場志向型

の改良普及サービスとその都市化などが挙げられる。 

結論の章では、重要ないくつかの政策的洞察が示されている。

第１に、改良普及サービスの提供に関する明確な政策や戦略の

必要性である。そのために、改良普及サービスを利用者へ効果

的に提供するための設計・実施上の問題点を整理し、また資金

の調達と調整のメカニズムが明示されなければならない。 

第2に、持続的な資金調達を可能にするための資金調達メカニ

ズムの最適化である。これによって、ドナーへの依存や政治的

な変化による資金調達の不確実性を軽減することができる。ま

た改良普及サービスの提供に伝統的なアプローチと革新的で近

代的なアプローチを組み合わせることで、サービスのコストを

削減し、効率を高めることができる。 

第３に、改良普及サービスの多元化を進めるために、その重複を

避け質の向上に努めなければならない。サービスの質を維持する

ためには、システム内で関係者間の調整を改善する必要がある。 

第4に、改良普及サービスの目標の設定と組織戦略についてそ

の共有を図ることである。資源の管理は、改良普及システムを

効果的に運営するうえで重要なプログラムの一側面である。 

第5に、効果的な運営と管理、実績の評価、また改良普及サー

ビスの継続的な学習と改善のために、モニタリングと評価のシ

ステムが機能することである。 

第6に、改良普及員の技術的、管理的および指導的能力を継続

的に更新することである。制度改革を改善するとともに、さま

ざまな農業生態系で農業に従事している対象者に接する機会を

拡大することが必要である。 

第7に、助言方法は状況に応じたものを採用し、対象者の情報
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に対するニーズと吸収能力を考慮する必要がある。農場での技

術展示など伝統的な方法とともに、デジタル技術を使った技術

の共有も成功へと導く。農民の知識へのアクセスを向上させる

ために、こうした混合型手法を採用するには、助言方法を常に

更新する必要がある。 

最後に、改良普及サービスを改善するための政策、制度、プ

ログラム 

に関する勧告をいくつか紹介する。これらの提言には、気候変

動など地球規模の問題への対応があり、また栄養、若者、ジェ

ンダーなど食料システムの変革に関連する課題の解決がある。

このためには、技術に重きをおいた改良普及員だけでなく、問

題を解決し必要な知識を仲介できる新しい世代の改良普及員の

出現が必要である。 
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第1部:地球規模でみた普及活動の特徴 
 

 
第1部では、ベストフィットの枠組み（第1章）で「特性」と

呼ばれている改良普及サービスのいくつかの特徴、すなわち、

ガバナンス構造と事業者の法的地位、人員の配置および管理面

での能力、改良普及方法と対象者層に焦点をあてている。第2章

では、改良普及サービスのグローバルな状況を明らかにし、第3

章では、国および地域レベルにおけるベストフィットの特徴を

比較する。
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第2章 世界の農業普及の内容、農業普及員 

および普及方法に関する動向 
 
 

デイヴィス・クリスティン、ゲイリー・アレックス 

 

2.1 はじめに 

 
本章では、世界における改良普及の現状について概観するな

かで、最近の状況をかつて世界的規模で評価が行われた状況と

比較する。特に、改良普及員の法的地位やガバナンス、スタッ

フの配置、アドバイスの方法、対象者層などの特性について明

らかにする。また、世界的レベルでの評価や最近の文献を用い

て、傾向や最近の進展についても明らかにする。世界的規模で

改良普及に関するデータを収集するために大規模な取り組みが

何回か実施されている。1975年と1980年にイリノイ大学で調査が

行われた（Swanson and Rassi 1981）。1988年から1989年にかけて

は国連食糧農業機関（FAO）が、2009年から2012年にかけては国

際食料政策研究所（ IFPRI）と農村指導サービス世界フォーラム

（GFRAS）が、それぞれフォローアップした。 

データは収集されたものの、レポートが作成あるいはデータ

を使った多様な分析が行われることはなかった。Swanson and 

Rassi (1981) と FAO (1991) が記したものは、たんにデータを分類し

整理したものに過ぎなかった。GFRAS（2012）はデータベース

だけが記載され、報告書となったのはSwanson and Davis（ 2014）

のみであり、ここでは地域別にみた改良普及の状況とエージェ

ント数を示す表が14ページにわたって記載されている。 

イリノイ大学では、1975年に実施した調査を更新し、1980年の

調査に基づいて「全国改良普及制度国際要覧」を完成させた

（ Swanson and Rassi 1981）。この調査（英語、フランス語、スペ

イン語）は、改良普及スタッフの人数と資格、目的、ガバナン

スへの市民参加の仕組み、対象となるグループに関する情報を

まとめている。この調査は、改良普及を主たる目的とした公的

改良普及組織のみを対象としている。回答した105ヵ国は総計
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290,246人の改良普及に関係するスタッフについて報告し、その

うちの241,962人が現場レベルの改良普及員であり、それは「改

良普及員」と「改良普及助手」に分類された（調査の概要とスタ

ッフの総数については、表2.1と2A.1を参照のこと）。 
FAOは、1989年12月に開催された「農業改良普及に関する世界

協議」の事前準備として、改良普及組織に関する世界的規模の調

査を実施した。この世界協議は、改良普及が農民の生産性と生活

水準を向上させる 

「農民のための主要な知識と技術の移転システム」であるとの観

点から、FAO加盟国の改良普及システムをよりよく理解するた

めに行われたものである。データの収集は1988年11月から1989

年12月にかけて行われた。この調査は、FAO調査または1991年

調査（出版年）と呼ばれている。この調査結果を受けて、1991年

にFAOから496ページにも及ぶ「農業改良普及機関国際ディレクト
リ」が出版された。このディレクトリの目的は、情報を共有し、

開発途上国の技術協力を促進することであったが、さらに改良

普及の今後の進展と傾向を見通すベンチマークとして、各国の

改良普及システムのプログラムと資源配分を比較するための基

本的なデータと情報を提供することも目的におかれた。しかし

ながら、2009年までこの研究の世界レベルでのフォローアップ

は行われなかった。 

FAOの調査は、Swanson and Rassi (1981)の調査方法に依拠してい

る。FAO1991年版のデータは、FAO加盟154ヵ国に郵送された質

問票から回収された。アンケートのほとんどは、各国の農業改良

普及プログラムを管轄している農務省または農業局から得た回答

である。アンケートは、改良普及組織と活動、人材育成と人材開

発、改良普及のための財源という3つのパートで構成されており、

132の組織、115ヵ国から回答があった（表2.1）。FAOの国別事務

所を利用することで、より多くの国から回答を得ることができた。

農業改良普及組織の国際ディレクトリは、これまでに作成された

農業改良普及組織のデータベースのなかで最も包括的なものであ

るが、その完成度にはばらつきがあった。 

20年後、IFPRIは、FAO、GFRAS、米州農業協力研究所、フラ

ンス国際農業研究センターなどの地域組織と協力し、アメリカ国

際開発庁の資金提供を受け、「世界的規模での普及活動に関する

研究」を実施した。2009年から2012年にかけて収集されたデータ
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の管理と保管はGFRASが行ったため、GFRAS調査または2012年調

査と呼ばれている。GFRASの調査結果は、オンライン・データベ

ースとして公開されたが、分析は行われていない。GFRASの調査

の目的は、世界のいくつかの改良普及システムの現状を評価し、

実証的データを提供することであり、農村での改良普及活動を近

代化し強化するために、今後の取り組みとして役立てることにあ

った。 

この調査では、世界中の農業改良普及・指導システムの人的お

よび財政的資源に関する有用な実証データのほかに、（1）各国

の主要な改良普及サービスの提供者（例えば、公的機関、民間団

体、非政府組織）、（2）それぞれの改良普及組織の主要な対象

農家の種類とグループ（例えば、農村女性を含む大規模、中規模、

小規模の農家）、(3)それぞれの組織が有する資源の改良普及と支援

サービスへの割り当て、 (4) それぞれの組織の情報通信技術のリソ

ースと能力、 (5) 改良普及の優先順位の設定やパフォーマンスの

評価において異なるカテゴリーの農民が果たす役割、が調査され

た。 
 

表 2.1 世界の主要な研究調査の概要  
 

指標／調査機関 イリノイ大学(1981) FAO (1991年) GFRAS (2012年) 

国数 105 115 81 

団体数、 
 

151（すべて公的組織） 

 

132（主に公的

組織） 
347 (すべての分野) 

報告された普及活動 290,246 438,695 1,050,861 

担当者数    

 

データの所在 ハードコピーは図書館に、 図書館に オンラインは www.g- 
 オンラインは ハードコ fras.org/en/ world-wide- 
 

 
https://pdf.usaid.gov/ 
pdf_docs/PNaaQ985.pdf。 

ピー extension-study.html 

出所：Swanson and rassi (1981); Swanson, farner, and bahal (1991), and gfraS (2012) に基づき著者らが作成。 

注：国名が変更されたため数字に差異がある場合がある、1981年の調査では遅れて入ってきたデータが組

み込まれなかっ 

た。報告されていてもすべての調査で使用可能なデータではない、などの理由がある。 

 

調査票は、英語、フランス語、スペイン語で作成され、 160ヵ国

以上の政府改良普及部の所属長（部門長） に送付された。調査票

はFAOの調査に基づいて作成されたが、追加の情報も含まれてい

http://www.g-fras.org/en/world-wide-extension-study.html
http://www.g-fras.org/en/world-wide-extension-study.html
http://www.g-fras.org/en/world-wide-extension-study.html
https://pdf.usaid.gov/
https://pdf.usaid.gov/pdf_docs/PNAAQ985.pdf
http://www.g-fras.org/en/world-wide-extension-study.html
http://www.g-fras.org/en/world-wide-extension-study.html
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る（表2.2）。データはGFRAS Websiteに掲載され、二次データは

カントリープロファイルの作成に使用された。収集した情報は、

15以上の改良普及機関（公的機関、民間機関、NGO、農民組織）

が存在する国ごとに、国別のディレクトリページを作成する形で

共有された。 

スタッフのメンバーが特定できる機関名、その組織構造、組織リ

ソース、農業指導サービス提供の権限について、GFRAS Website

のWorldwide Extension Studyに掲載された81ヵ国、347団体からデー

タを入手した（表2.1参照）。FAOの調査と同様に、情報は必ずし

も完全ではなかったが、 

GFRASのデータは、FAOの調査以来、改良普及指導サービスに関

する最も包括的な世界的情報のセットとなった。GFRAS調査のた

めにさまざまなパートナーや個人の伝手によって作業を行ったこ

とから、国別では回答が少なくなり66の機関からの回答に留まっ

た（国は少なくなったが、その国で回答する組織は多くなった）。 

GFRASのWebpageでは、調査票に回答した国のExcelシートが

ダウンロードできるようになっている。IFPRIは、マスターデー

タベースもオンラインで公開している。FAOの調査は、将来の

改良普及の進展や傾向を見通すベンチマークとしての意味合い

があったが、GFRASのデータがFAOの調査と比較されることは

なかった
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表 2.2 イリノイ大学、国連食糧農業機関、農村支援サービスグロ

ーバルフォーラムが収集したデータ 
 

イリノイ大学（1981年） FAO (1991) GFRAS (2012年) 

名前とアドレス 名前とアドレス 
 

 法的地位 法的地位 
 

組織の種類 
 

  

主な管理権限 
  

2009年度の主な資金調達先 

サービス提供の対象者層 サービス提供の対象者層 サービス提供の対象者層 

プログラム分野別およ

び性別の人的配置 

プログラムスタッフ

の規模 職種 学歴 

人的資源（1988年）（男女別） 

管理者 

監督者 
技術専門員 
改良普及員 

改良普及員助手 

人的資源 (2005-2010年) (男女別) 

管理職 

技術専門員 

改良普及員 

教育レベル 

その他サポートスタッフ 

下請け業務 
スタッフパフォーマンス 
専門技術員が担当する領域 

資金援助元 財源 年間支出額（2005～2007年） 
  時間配分 
  

主な使用方法 
  

ICT（情報通信技術）に携わるスタ
ッフ 

  マスメディアとICTを活用した普及

活動 
  スタッフによるインターネットアク

セス 
  スタッフへのプリサービス・トレーニ

ング 
  スタッフの移動手段 
  

プログラムの企画・優先順位 

設定レベル 
農業委員/女性農民代表の割合 

  リンクとパートナーシップ 
  

農民組織の種類と数 

出典Swanson, farner, and bahal (1991); ifPri and faO (2010). 
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本章では、1988～1989年の改良普及の状況と 2012年の調査の

状況を比較する。追加されたデータの収集、より多くの非公的

改良普及事業者の参加、中央集権的なデータ収集の制限のため、

そこにはかなり大きなギャップがある。イリノイ大学、FAO、

GFRASの研究では、いずれも性別のないデータを収集している。

1981年における57ヵ国の性別データでは、女性スタッフが19％、

そのうち21％が家庭環境改良普及プログラムに従事していた

（Swanson and Rassi 1981）。また、115ヵ国のFAO加盟国のうち

97ヵ国が性別人員データを報告している。GFRASの調査では、

73ヵ国の性別データが報告されている。 

2.2 データ収集から得られた知見 
 

世界的な評価には、多くのデータの結果がある（表2.3）。しか

し、ここでは比較のために、ガバナンス体制や事業者の法的地位、

スタッフの能力と管理、普及手法や対象者層など、最も適合性の

高い特性に焦点をあてることにする。 

 

表 2.3  地域別および国連食糧農業機関、農村指導サービス世界フ

ォーラムに寄せられた回答数 
 

 
FAO 

 
FAO 

 
GFRAS GFRAS 

     
地域 団体数 国数 団体数 国数 

アフリカ 40 33 155 26 

アジア 34 28 28 23 

ヨーロッパ 25 16 18 14 

ラテンアメリカ・カリブ海地方 23 23 145 17 

オセアニア 8 11 1 1 

北アメリカ 2 2 0 0 

合計 132  113 347 81 

出所：GFRAS（2012）, Swanson, Farner, and bahal（1991）. 

注：国名はUNSTAT(https://unstats.un.org/home/)による。国名の変更、1981年の調査データの入手遅れ、調

査のすべてが 

使用可能なデータではないことなどの理由により、数値にばらつきがある。 

 

改良普及提供者のガバナンス体制と法的地位 

世界には、さまざまなタイプの改良普及事業者とガバナンスモ

デルが存在している。多くの著者は、改良普及サービスの提供主

https://unstats.un.org/home/
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体と資金調達によってモデルを分類しており、公共部門と民間部

門がその提供と調達を行っている（Hoffmann et al.）。Hoffman 

and col-league (2009)は、利益志向の組織と非営利志向の組織に分

けて述べている。サービスの延長で対価を得る組織もあれば、純

粋にサービスだけを提供する組織もある（Hoffmann et al.2009）

Rivera(n.d)。改良普及サービスの提供と資金調達にはさまざま

な組み合わせがある（図2.1）。 

左上の象限は公的資金によるもので、民間やその他の非営利

団体へサービスを提供したり資金を提供したりするきわめて一

般的なものである。右下の象限は、純粋に民間による資金調達

とサービスの提供であり、公共部門が改良普及サービスから撤

退、民営化または民間組織や農民組織へ事業を移管するケース

である。 

FAO 1991とGFRAS 2012のどちらの調査でも、図2.1の4つの象限

にプログラムを割り当てるほどの改良普及の資金源に関する十分

なデータがない。しかし、表2.4に示されているように、このこと

にはかなりの信頼性がある。1991年の調査では、第1象限（政府

が資金を提供し、政府が実施する改良普及活動）の改良普及活動

がほぼ全面的に扱われていた。2012 

年においても公共部門が優位にあり、改良普及員の92％が、政

府、半自治体、研究機関または大学に所属している。そのなかに

は、数は少ないものの、利用料やサービス提供の対価で資金を調

達している政府系サービスがあったかもしれない。 

非政府組織や農民組織、その他民間の組織で実施される民間資

金による改良普及活動は、改良普及員のわずか8％を占めるに過

ぎないが、このなかには政府からの助成や契約によって政府の資

金が提供されたものも含まれている。以上のことから、政府の改

良普及活動が依然優位であることに変わりはないが、資金を自ら

調達して普及サービスの提供を行う民間の活動が次第に増加しつ

つある。 
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2 

 
図 2.1 公共と民間による改良普及の資金調達とサービス提供 
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出典：Rivera (n.d.). 

 

 

 

 
 

 

 

 

多角化  

戦略 

民 間 
              

           

      資金を確保するためにサービス 

の利用者が対価を払う。  
 
公共部門がコストを補
う。 

 
 

資金の供与から公共部門 

が撤退 

商業化 

民営化 

NGOまたは農

民組織への譲渡 

 

公

共 

民 

間 

サ 

｜

ビ

ス

の 

提

供  

1 2 

3 4 



世界の農業普及の内容、農業普及員、および普及方法に関する動向 31  

 

 

1991年のデータと2012年のデータでは、サービス提供者（「改

良普及組織の法的地位」として示される）に顕著な違いがみられ

る（表2.4）。 
 

表 2.4 普及員組織の法的地位（1991年と2021年） 

 1991   2012  

法的地位  数 %    数 % 

政府系または省庁系普及組織 108 82  95 27 

半独立の政府系普及組織 5 4  70 20 

改良普及部門をもつ公的研究機関 0 0  5 1 

大学など 2 2  13 4 

小計（公共部門） 115 88  183 53 

非政府組織 7 5  90 26 

農業組織 2 2  43 12 

民間の団体や企業 8 6  32 9 

小計（民間部門） 17 13  165 47 

合計 132 100  348 100 

出典：著者 

注：四捨五入の関係で、合計が100にならない場合がある。 

    

 

FAOの調査は、主として政府系の改良普及機関を対象にしてお

り、当時としては、これが唯一の重要なサービスの提供事業体と

考えられていたからである。FAOが調査した大学ベースでの改良

普及活動も公的サービスとして提供されていた。一方で、民間、

半自治体、非政府組織、農民組織の提供者は、ごく少数しか報告

されていなかった。GFRASの調査では、改良普及の多元化が認識

され、2つの時点の比較でも明らかなように、改良普及のサービ

ス事業体は多様になってきた。 

多元性の背景には、いくつかの要因がある。最も明確なのは、

共産主義の後退により、多くの国で民間によるサービス事業体が

増加したことによるものと考えられる（Hoffmann et al.2009）。

1980年代後半から、多くの国が公共支出を削減することになった。

1990年代にかけては苦しい財政事情と国際金融機関の圧力により、

予算が大幅に削減された。 

この理由は、公共部門による改良普及活動が概してランニング

コストが高く、対象者のニーズが十分に把握されていなかったこ

とに加え、対象者の利益がすぐには現れず、政府系サービス機
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関の多くはすでに非効率で効果が乏しいとして批判されていた

からである。 

一方で、民間のサービス事業体は注目されていった。この時

期の開発戦略は、概して政府公共部門よりも市場や民間セクタ

ーがより大きな役割を果たす方向へとにシフトしていった。政

府の改良普及プログラムが1970年から緑の革命後の1990年にか

けて大幅に増加し、これに関係する者もピークに達していた。

Visiting & Trainingなどのプログラムは非効率的として批判された

が、実行するに値しないというものではなかった。それは、何

よりも財政的な持続可能性に欠けていた（Anderson 2007）。こ

うした批判と公的な改良普及活動に資金を提供してきたドナー

側の疲弊により、国際的なドナーは民間の非営利・営利の改良

普及サービス事業体へ資金を提供することに大きくシフトして

いった。その一方で、商業的農業の発展と市場のグローバル化によ

り、より多くの農民が必要なサービスの資金を調達できるように

なり、民間のサービス事業体がそれに対応するのが最適であり、

そこに多くのニッチな技術革新ニーズが生まれた。その結果、

公共によるサービス事業体は弱体化し、多様化したニーズへの

対応が民間を参入させることにつながった。 

表2.4は、一般的傾向を示しているものの包括的とはいいがた

く、この期間中登録する仕組みがなかったため、改良普及員の

多くが欠落している。FAOの調査では、公共部門のサービス提供

者に焦点があてられている。GFRASの調査では、雪だるま式サン

プリングと個人的なコネクションを使って、多くのデータを入

手した。そのため、より広い範囲の提供者を対象としている可

能性があるが、体系的なものとはいえない。 

改良普及に関わる事業体が多元化していったとはいえ、2012

年でも公的機関に所属するスタッフの総数が過半数を占め（表

2.5）、公的改良普及の重要性が継続していることが示された。

農民組織や非政府組織など、改良普及サービスを提供している多

くの小規模な非公共の事業体を特定し、その数を把握することは

かなりむずかしいため、正確な実数を把握することができない。

改良普及部門をもつ公的研究機関や大学については、サンプル数

が少ないために歪みが生じる可能性があり、調査結果の解釈には

注意を要する。小規模な組織や職務内容が改良普及に限定されな

い組織では、改良普及に臨時雇いをすることもあるが、はたして
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帰属するスタッフとすべきかどうか問題となる。 

2012年の調査では、アゼルバイジャン、デンマーク、ノルウェ

ー、ポーランド、モルドバ共和国で異常値が発生したため削除し

たが、これらの諸国は途上国とは状況が異なるものの、規模の大

きい改良普及サービス事業体が調査結果を歪める傾向があったか

らである。例えば、ポーランドでは、1つの半自治体で3,805人の

改良普及スタッフを擁していると報告されている。デンマークと

ノルウェーは、2つの農民組織で3,465人の改良普及スタッフを擁

していた。また、アゼルバイジャンとモルドバ共和国では、2つ

の非政府組織で1,192人の改良普及員が働いていた。先進諸国では、

政府が改良普及活動から離れる傾向があり、イギリスとアメリカ

は、改良普及員（政府改良普及員と仮定）の数がそれぞれ99%と

81%減少していると報告されているが、これは異常値の可能性が

ある。 

事業体の多元化にともない、政府は改良普及サービスの地方分

権化を進めているが、その一因としてこうしたサービスに農村住

民の関与を強めるねらいがある。このことは、改良普及プログラ

ムが実際に実施される地方に特定のプログラムの計画・管理機能

を移管することを意味する（Swanson and Samy 2004）。現在、多

くの国でサービスの地方分権化が行われているが、これによって、

サービスの効率、連携、ニーズへの対応が高まったかどうかは、

まだ予断を許さない。 
 

人材派遣 

2012年における改良普及員の数は、1,050,861人を示した。2014

年にSwansonとDavisがデータを収集して追加し、2016年にはSpielm

が追加発表したため、GFRAS調査のデータが一部更新、また空

白が埋められた（例えば、ジンバブエと一部の中央アジア諸国

のデータが追加、ブラジル、インド、南アフリカの数値が更

新）。更新された情報には、中国（約60万人）のデータも含ま

れている。とはいえ、改良普及員の数に関してはかなり注意を

払わなければならない。多くの民間機関のデータが欠落してい

るほか、地域や部門が欠落しているため、データは慎重に解釈

する必要があるが、それでも一般的な傾向を把握することはで

きる。 
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表 2.5 組織のタイプ別の総人員（2012年） 

法的地位 スタッフ数 比率(%) 

政府系または省庁系普及組織 127,342 86.76 

半独立の政府系普及組織 6,848 4.67 

エクステンション部門をもつ公的研究機関 298 0.20 

大学発の普及活動 285 0.19 

非政府組織 3,890 2.65 

農民組織 7,007 4.77 

民間の団体・企業 1,112 0.76 

合計 146,782 100 

出典：GFRAS 2012. 

注：異常値（アゼルバイジャン、デンマーク、モルドバ、ノルウェー、ポーランドの組織）を削除

したため、全347組織の回答のうち304組織がここに含まれることになった。 

 

改良普及員は、組織、職種、教育レベルの違い、性別で整理

することができる（図2.2、2.3、2.4）。しかし、これらのデータ

が使えるのは、GFRAS調査（ 2012年）のみである。FAOと 

GFRASの両方の調査データがある国は61ヵ国あるが、データの

比較には注意が必要である。示されたデータから改良普及がい

かに重要であり、またその取り組みが継続されているかが示唆

される。1989年から2012年の間に、世界の農村人口は29億8,000

万人からおよそ12％増加した。これらの国々で、改良普及員の

数が136％増の976,393人と示されているが、これは主として中国

での増加によるものである。中国を除けば、増加率は23％に過

ぎない。27ヵ国は改良普及員数が増加、34ヵ国は減少した。多

くの先進国では改良普及員（少なくとも公的な改良普及員）が

減少し、アメリカでは1万2000人以上減少した。一方、アジア諸

国、エチオピア、ブラジルでは大きく増加した。改良普及員数

を対象者数に対する比率で表わすことがある。 

これらの比較から、いくつかの疑問が浮かび上がってくる。

例えば、中国の改良普及へのコミットメントは、その輝かしい

経済パフォーマンスにどのように貢献したのか。アメリカ、そ

の他西側諸国における改良普及員数の削減は、農業のパフォー

マンスにどのような影響を及ぼしたのか。 
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図 2.2 組織別にみた改良普及員の役職 
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出典：GFRAS（2012）。 

注：異常値（アゼルバイジャン、デンマーク、モルドバ、ノルウェー、ポーランドの組織）を削除したた

め、全347 組織の回答のうち304組織が含まれる。 

 

政府の改良普及制度では、現場レベルの改良普及員職に就く

スタッフの割合が高く（76％）、農民と協働して普及を行った。

この割合が農民組織（81％）を上回ったのは、おそらく普及対象

者自身が現場レベルのサービスに高い優先度を与えているため

と考えられる。専門的な機関では、現場レベルのエージェント

の割合がかなり低い。大学はその最たるもので、現場レベルの

職に就いている改良普及スタッフの割合は15％で 

しかない。ここでは、メッセージの質と改良普及の効率を確

保するために、支援サービススタッフの協力が強く必要とされ

ている。研究機関、大学、利益を追求するエージェントでは、

対象者に対する改良普及サービスよりも、研修スタッフ、ICTサ

ポート関係者、専門分野の技術専門員を含め、改良普及のイノ

ベーションに貢献する可能性がある。
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図2.3 組織別にみた改良普及員の教育レベルの割合 

 
 

 技術支援のための専門家の数が最も多かったのは、非政府組織

と大学であり、これら組織では上級管理職の割合が最も高かっ

た。ほとんどの組織では、情報技術者およびICT支援スタッフは

いなかった。政府機関と農民組織では、現場スタッフの割合が

高かった。しかし、ほかの組織は、特定の分野や対象者グルー

プに特化する傾向があるため、現場スタッフ以外のスタッフが

多くなっている可能性がある。 

研究機関には高学歴者が多い。民間企業には中等教育から修

士号レベルまで幅広い層の職員がいるが、博士号取得者はほと

んどいない。政府機関では中等教育またはディプロマレベルの

職員が中心であったが、高等教育を必要とする職種の職員数も

多い。概して改良普及員の教育水準は驚くほど高い。すべての

組織にいえることは、修士号の取得者が比較的多いということ

である。当然のことながら、博士号取得者は大学で多くみられ

る。これは全報告組織の平均値であるが、より適切な比較対象

は、現場レベルのスタッフの教育レベルかもしれない。 
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図2.4 現場レベルの改良普及員の平均学歴（男女別）（2009年） 

 
 

図2.4は、現場レベルのスタッフの学歴を性別に分けて示した

ものである。中等教育、2〜3年制のディプロマ、あるいは理学

士号を持つスタッフが多いことがわかる。また、MScやPhDを取

得しているスタッフは非常に少なく、都市部ではより高い資格

を有するスタッフが多いことがわかる。また、学士号と修士号

では、女性と男性の比率が近い傾向にあるが、これらはデータ

の不完全性かその入手が不可能なことによるが、教育機会の拡

大や複雑化する対象者のニーズに対応するために、多様なスキ

ルをもつ改良普及スタッフへの要求が高まった結果、改良普及

スタッフの学歴は時代とともに高まってきた。 
 

 

対象者層 

対象者層は、普及組織の目的によって大きく異なる。多くの

公的な改良普及機関は、小規模農家（多くは自給自足）に支援

を与えてきた。しかし、1991年以降、農業の商業化が進み、市場

との結びつきが強まった。農民組織によるサービスは、特定の

商品生産者である会員を対象としている。小規模、中規模、大

規模のいずれの農家にも対応している。   

女性や若者を対象とする非営利NGOもある。FAOのデータと

GFRASのデータは、同じ方法で質問していないため、直接比較

することはできない。FAOの調査では、対象をどのようなグル
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ープにするのかを問い、GFRASの調査は、あらかじめコード化

されたカテゴリーに費やされた時間の割合を問うている。図2.５

は、1991年の農業改良普及組織の対象者層に関するワードクラウ

ドを表したものである。ワードクラウドは、探索的質的手法の

一つである。単語頻度を視覚的に表現し、最も頻繁に登場する

単語をより強調する（Cidell 2010）。 

1980年代の農業改良普及と「農家の女性」については、1993年

のFAOの出版物から入手できる。「女性農民」ではなく「農家

の女性」という用語が使われていることから、その年代に何を

焦点に絞っているかがわかる。実際に「農家の妻」向けの家庭

科や栄養学に焦点があてられており、多くの改良普及サービス

では女性を農民として見なさなかったことがわかる。 

1989年のFAO調査データ（1991 年発表）をもとにした  FAO

（1993）の出版物によれば、世界の農業改良普及資源のうち女性

向けに振り向けられたものは約5％であり、世界の改良普及員の

うち女性はわずか15％であった。しかし、図2.5のワードクラウ

ドでは、女性、さらには「主婦」がやや目立つように取り上げ

られている。2012年には、女性スタッフの割合が増加した（上級

管理職と専門技術員で34%、現場レベルのスタッフで22%）

(GFRAS 2012)。 
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図2.5 普及の対象者層ワードクラウド 
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図2.6は、2012年のGFRAS調査によるすべての組織の役職別に

みた女性 

比率の平均値を示したものである。ICTサポートと上級管理職の

割合が最も高いことに注目されたい。調査対象組織の全スタッ

フに占める女性の割合は、合計で平均25%弱である。GFRASの調

査では、女性のために費やしている時間は、中央値14％、最頻値

5％と示している。一部の回答者は女性農民を対象にしていたが、

多くの回答者は女性農家に資源を費やしていないと回答してい

る。1991年と2012年の改良普及員の時間配分に関するデータは、

直接比較できないが、女性や若者の対象者層に関して、いくつ

かの傾向が見られる。 

 

図2.6 組織全体における普及の役職に就いている女性の割合(%) 

 
 

表2.6と表2.7は、改良普及員がさまざまな対象者グループに割

り当てた時間と資源を示している。FAOは地域ごとに、また

GFRASは組織ごとに集計している。表2.6に見られるように、

1991年には、商業農家に対し改良普及活動の少なくとも20％、最

大で69％の時間が費やされた。アフリカは20％と最も低い割合だ

った。自給自足農家は、当然のことながら、アフリカ、アジア

太平洋地域、ラテンアメリカと近東で高い割合の時間が割り当

てられていたが、ヨーロッパと北米ではそうではなかった。土

地を持たない生産者には、どの地域でもほとんど時間を割かれ
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ていない（最も多いのは近東の5％）。北米では若い農民がかな

り注目されているが、これは間違いなく4Hといったプログラム

によるものである。女性農民には、どの地域でもあまり注目さ

れていない。 

 

表2.6 地域別にみた改良普及機関が対象者グループに割く時間と

資源の割合(1991年) 

 
 
 
(%) 

 
 

      

  アジア 
・太平洋 

 ラテン
アメリカ 

北アメ
リカ 

近東 世界平均 

 アフリ 
カ 

ヨーロ 
ッパ 

  

対象者グループ (n = 
38) 

(n = 28) (n = 7) (n = 39) (n = 4) (n = 16) (n = 132) 

商業農家 20 36 69 42 48 31 35 

商品作物生産者 26 17 5 24 1 34 23 

自給自足農家 31 28 2 18 1 14 22 

土地なし生産者 1 4 1 2 1 5 2 

青年農業者／農村青年 10 8 7 5 16 2 7 

女性農業者 7 3 3 5 1 9 5 

主婦 1 2 4 - 9 1 1 

その他グループ 4 2 9 4 23 4 5 

合計 100 100 100 100 100 100 100 

出典：Swanson, farner, and bahal (1990)の表 4 をもとにFAO (1993)から再作

成したもの。注）‐はデータなし。 

 

GFRASでは、さまざまなタイプの組織のスタッフが、対象者

グループごとにどのように時間を配分しているかについてのデ

ータを持っている（表2.7）。回答者には、自分が属している組

織がサービスを提供あるいは対象としている主なグループを特

定してもらい、各グループの相対的な重要性を示すよう求めら

れた。複数のグループを対象にしている場合は、それぞれのグ

ループに費やした時間と労力のおおよその割合を回答してもら

った。 

一般に、組織の種類（政府系、半自治体系、農家系、非政府

系、民間企業、公的研究機関、大学）により、かなり均等に配

分されていることがわかる。対象者層（大規模商業、中小商業、

小規模自給自足、女性、若者（成人）、土地なし、農村の若者、
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農村の女性）に対し、すべてのプロバイダーが最も多くのサービ

スを提供している対象者層は、小規模/中規模の商業農家（37%）

および小規模準農家（38%）である。大学を拠点とするプロバイ

ダーと半独立プロバイダーは、この対象者層に最も多くの時間を

費やしていると回答している。政府系機関は、小規模自給自足農

家に費やす時間が最も少ない（24％）ことが示された。民間セク

ターの回答者は、62％の時間を小規模・中規模商業農家に、17％

の時間を大規模商業農家に費やしていると回答した。また、農村

女性への栄養・保健指導に 24％の時間を費やしていると回答して

いる。 

これらの調査結果は、民間部門の改良普及活動に期待される

ものとは 

異なり、直感的に理解できる。非政府組織のスタッフは、自

分たちが費やした時間の33％を女性農民と農村の若者に20％、公

的研究機関は、大規模な商業農家に対してかなりの時間（40％）

を費やし、また農村部の若者には最も多くの時間を割いている

（45％）。小規模/中規模の商業農家に は 30 パーセントの時間

を費やしている。土地を持たない農民への支援は、10％から17％

の範囲にとどまった。 

図2.7は、2009年に異なる部門や地域の改良普及員が、3つの主

要な活動に対してどのように時間を配分したかを示している。な

お、「改良普及計画策定・支援活動」には、ニーズ調査の実施も

含まれている。 
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図 2.7 現場の改良普及員またはアドバイザリースタッフによる時

間の配分（2009年） 
 

 

 

非教育活動 
 

 

 

教育・アドバイザリー・サービス 
 

 

 

普及の企画・支援活動 
 

 

合計 

 

0     20            40    60 80         100   
 120 
 

出典：GFRAS（2012）。 

注：パーセンテージは正確に100にならない場合

がある。 

「教育・アドバイザリー・サービス活動」には、農場訪問、

農場での 

実演、研修コース、ワークショップ、参観日などの教育プログ

ラムの実施が、また「非教育活動」には、運営業務、データ収

集（農業センサス、作柄予測など）、他の政府プログラムへの

取り組み（補助金、融資、資材供給など）および地方政府の支

援などの活動が含まれまる。60％近くが普及指導の業務に費や

されている。2009年、回答者に "あなたの国では、全農家の何パ

ーセントが何らかの農民・生産者団体に所属しているか？"と質

問したところ、すべての形態の組織を通して平均でみて回答は

45％だった。 
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表 2.7 2009 年における組織別の対象者層(%) 
 

 大型商業

施設 

小・中型商業

施設 

小規模 

自給自足 
 

女性 
 

若者 (成人) 

 
土地なし                  女性 

組織の種類 農民 農民 農民 農民 農民 農民 農村部の若 
者 

農村女性 延べ人員 

政府系機関 17 31 24 13 13 12 10 10 21 

半自治体 31 49 46 25 13 14 11 24 17 

農民組織 11 44 30 11 11 17 6 8 29 

非政府組織 15 40 38 33 22 16 20 20 30 

民間部門 17 62 34 15 15 10 6 24 29 

公的研究機関 40 30 38 10 - - 45  20 

大学 17 28 57 13 13 10 17 10 24 

加重平均 21 37 38 15 15 13 12 14 25 

出典：GFRAS 2012. 

注：異常値（アゼルバイジャン、デンマーク、モルドバ、ノルウェー、ポーランドの組織）は削除した。304組織の回答が含まれている。 ―はデータがないことを示す。 
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助言方法 

改良普及プログラムは、さまざまな状況に応じて種々の方法や

アプローチを用いている。時代とともに進展してきたが、ほとん

どの改良普及プログラムは、ある特定のアプローチを強調するこ

とはあっても、さまざまな方法を組み合わせている。Birner and 

colleagues (2006: 43)によれば、方法は以下のように分類すること

ができる。 

 

・研修と技術移転の方法（展示、実習、1週間コース、農民

間の交流） 

・対象者数（個人、グループベース、マスアプローチ） 

・計画および問題解決への対象者の関与（トップダウン方

式、参加型方式） 

・内容（特定の作物/家畜に限定、または異なる分野の対象

者が特定したニーズ） 

・使用するメディアの種類（情報通信技術 ICT）、ラジ

オ、ドラマ、新聞） 

・成人教育の志向（社会的学習、人文主義、認知） 
 

1991年のFAO調査と2012年のGFRAS調査では、改良普及の方法

はかなり継続しているものの明らかな進歩もみられる。FAOの調

査は、改良普及に2つの重要な変化が終わり際に行われた。

Training & Visit方式は、技術移転の方法として公的な改良普及機関

で広く採用されたが、いまや衰退の一途をたどっている。 

Training & Visit方式の改良普及モデルは、現場の代理人による改

良普及サービスで、定期的な農民研修、現場訪問、農民や農民グ

ループとの触れ合い、技術普及と研究との連携といった体系的な

体制が整っていた。これは、以下のような特徴をもつ伝統的な改

良普及事業といえるかもしれない。 

Training & Visit方式の改良普及モデルは、健全な経営と規律を目

指すものであるが、その一方で杓子定規のトップダウンであり、

規制が厳しい、経常的コストが高いといった批判があった。効果

はあったものの、期待通りにはいかなかった。政府予算の制約が

大きくなるなか、高い経常コストのために、Training & Visit方式の
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多くは中止されるか、長期の衰退を余儀なくされた。とはいえ、

このアプローチは多くの国の改良普及機関では、いまでも改良型

のTraining & Visit方式アプローチを使っている。 

改良普及プログラムは対象者の参加を促し、特に主導的な農民

や農民グループを通じて活動してきたが、弱体化していった。非

営利NGOは1980年代を通じて活動を拡大し、改良普及の計画、実

施、評価へ対象者を参加させるさまざまなメカニズムを取り入れ

た。農民間の改良普及、主導的農民の活用、農民グループの参加

などである。 

また、農民は改良普及指導委員会に参加し、伝統的な知識や技

術を普及させることも普通にみられた。農業システム研究と研究

改良普及プログラムは、農業システムの診断と分析に農民を参加

させ、生産性向上のための要素技術やシステム・イノベーション

を開発することで、こうした取り組みに貢献した。 

また、社会的健全性分析がプログラムの設計に重要な役割を果

たすようになった。これら革新的な取り組みは、手間がかかるた

め比較的限られた規模で運営されているNGOのプログラムに適

していた。参加型アプローチをより大規模な国の公的改良普及プ

ログラムに組み込むことはむずかしいが、今日でも改良普及プロ

グラム全体では重点項目となっている。 

図 2.8 は、FAO 調査の当時、個別アプローチとTraining & Visit方

式アプローチがいかに重要であったかを示している。また、農場

訪問、ラジオ、グループアプローチも重要であった。統合された

農業文化開発プログラムにも強く表れていることがわかる。これ

は、1980年代まで一般的であった総合的な農村開発プログラムの

一部、もしくはその分派であった。伝統的な技術移転手法である

展示、実習、農民研修コース、ラジオ、印刷メディアは、依然と

してほとんどの改良普及事業者のツールとなっている。研修コー

スは期間が短くなったものの、グループベースのアプローチは増

加し、個人およびマスメディアによるアプローチとの組み合わせ

は、全体の一部として残されている。 

技術移転は依然としてほとんどの改良普及活動の目的であ

り、成人教育戦略はいくつかのプログラムを支えているが、

それほど重視されてはいない。 

GFRAS調査の時点では、農民実践学校方式が普及していた。
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この方法はTraining & Visit方式とは異なり、農民グループによ

る定期的な研修（体験学習会）を基本としている。この場合、

改良普及員や指導農家が進行役を務める
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現場での体験学習は、総合的病害虫管理を推進するために開発

されたかなり厳格な方法に基づいて行われる。これは、Training & 

Visit 方式の長所をいくらか活用したものであるが、農民の参加が

柔軟になるように取り入れられている。農民実践学校方式がさま

ざまな状況に広く適用された結果、良くも悪くも当初のモデルか

ら大きく逸脱することになった。農民実践学校方式は、高い費用

対効果の実施を目指し、多くの場合、体験学習グループに指導農

家を利用することが重視されている。その質は、学習計画と技術

支援および校外実習でのリーダーの能力に大きく依存している。

 

図2.8 普及組織による手法の利用（1991年） 
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この手法は、非営利NGOの改良普及プログラムによく適合して

おり、改良普及全般のモデルとして影響力を持ち続けている。 

多くの改良普及アプローチにおいて、農民実践学校のように主

導的農民が重要な役割を担っている。主導的農民の活用は、改良

普及員の不足を適切に補い、プログラムの範囲を拡大し、コスト

を抑制するのに役立つ。適切な支援や報酬の取り決めに関する問

題は、状況いかんにより解決される。 

改良普及員やコミュニティからの支援が限られている国では、

主導的農民による普及活動も限られていることが調査で示されて

いる（第7章マラウイを参照）。主導的農民は、公的改良普及シ

ステムが十分に機能するよう補完するものであり、それに代替す

るものではないことを示す証拠が増えつつある。もう1つの大き

な変化は、改良普及の内容が促進アプローチを強調することが多

くなったことである。このプログラムでは、働きかける側が対象

者と協力して問題を特定し対処して、必要な支援（資金、投入資

材、市場、技術、サービス）を得るために農業バリューチェーン

のほかのアクターとのつながりを構築する。 

農家の商業化・専門化の進展、生産物や市場の多様化および農

民自身の能力向上などにともない、農産物の流通を促進するサー

ビスへと移行していく。これを円滑にするアプローチは、民間

NGOや生産者グループの改良普及サービスに適しており、コン

サルタントの改良普及指導員が効果的にそのサービスを提供する

ことができる。公的な改良普及機関は、こうしたサービスを提供

するのに必要な柔軟性に欠けているが、将来的にはその方向へ進

むことを余儀なくされるだろう。 

新しい情報通信技術（ICT）の出現は、世界の他の地域と同様

に、改良普及にとっても大きな変化をもたらすだろう。明らかに、

ICTとデジタルデータの利用は、 1991年とは大きく異なっている。

ラジオなどの伝統的なICT手法は依然として重要であり、また優

勢でもある。これらのメディアや印刷物は、教育水準が高く、メ

ディアを利用できる農民に多く届くかもしれない。改良普及メッ

セージの発信、技術専門員へのアクセス、対象者への提案を改善

するデータ分析に、インターネット、ビデオ、携帯電話をベース

としたアプリが多数開発され試されている。資源に乏しい農民

（その多くは非識字者）や ICTサービスエリア外の農民に手を差

し伸べることは、大きな課題となっている。 
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このように、伝統的な改良普及手法の多くは重要であるが、一

方で大きな変化もみられる。参加型アプローチやファシリテーシ

ョン・アプローチは、対象者により深く関わり、彼らの具体的な

ニーズに合わせてサービスを調整するのに役立っている。エージ

ェントによる対面式の改良普及活動に代わり、グループ、マスメ

ディア、農民リーダー、 ICTをより重視するように変化した。こ

れらはコスト削減もその背景の一つと考えられる。対象者へのサ

ービスが等しく効果的であるかどうかは、それに関連する問題で

ある。改良普及のアプローチは方法の多様化に貢献し、改良普及

における制度の多元化と民間業者の役割の増大によく合致して

いる。多くの現場スタッフがインターネットにアクセスできる

ようになった。 

図 2.9 は、2012 年における現場スタッフのインターネットへの

アクセス状況を示している。調査票を電子メールで配布したため、

何らかのバイアスがかかっている可能性はあるが、設問は現場スタ

ッフのアクセスについてである。当時はインターネットが普及

していなかったので、FAOのデータとは比較できない。 

 

図 2.9 事務所でインターネットに接続しているフィールドの改良

普及員のシェア（2009年） 
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その他の傾向・相違点 

その他の重要な傾向も、上述した問題と関連して改良普及の世

界に影響を及ぼしている。その多くは、対象者のさまざまなニ

ーズに関係している。 

調整メカニズム 改良普及の提供者が多様化しているため、

調整メカニズムがこれまで以上に必要となっている。調整にお

ける主要な要素の一つは、公共と民間の間の改良普及である。

それ以外にも、多数の改良普及提供者（その多くは比較的小規

模なプログラム）が、調整によって効率性を高めることにより

利益を得ることが可能となる。調整委員会やイノベーション・

プラットフォームは多くの国に存在しているが、調整のための

新たなメカニズムを導入して、より革新的にする余地は残され

ている。 

民間の事業者が提供する改良普及サービスに、公的な改良普及

サービスが支援することで、効率性が向上する可能性がある。登

録や監視を必要とする品質管理も、民間の改良普及にとって重

要な公共サービスとなるだろう（調整に関する詳細な分析につ

いては、第3章を参照）。 

地方分権改革 多くの国で改革が実施されており、一般に改良

普及の責任は、州、県、郡レベルの地方行政単位に移行してい

る。地方分権の改革により、GFRAS調査のデータ収集はきわめ

て複雑になった。公的な改良普及に関する情報は、一つの国家

機関からではなく、複数の分権化された事務所から得なければ

ならなくなかったからである。地方分権改革は、当初、改良普

及の計画、資金調達、実施に大きな衝撃を与える。また、その

実施と業務手順、政策の適応には何年もかかる傾向がある。地

方分権には、改良普及をその対象者である農民の近くに移すと

いう利点があるが、地方政府全体の課題のなかで、改良普及が

見失われる可能性があり、特に資金調達が問題となることがあ

る。 

ジェンダーへの配慮 ほとんどの改良普及プログラムでは、ジ

ェンダーへの配慮が進んでいる。改良普及の方法は、女性農民

によりよいサービスが提供できるよう工夫されており、女性の

改良普及スタッフの数は明らかに増加している。その割合は

15％から22％（現場レベルでの管理者と技術専門員は2012年にと

もに34％）に増加した。このような取り組みにもかかわらず、
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これまでと同様、あるいは今後も変化が十分に有効とは見込ま

れず、女性は慢性的に改良普及のサービスを受けられない状態

が続いている。女性の対象者に対して適切なサービスが提供で

きるよう、改良普及プログラムの改革を実施・評価し、さらに

配慮していくことが必要である。 

若者たち  若い人たちが重要な対象者として認識されつつある。

しかし、ほとんどの改良普及プログラムは、農家の主要な意思

決定者ではない若者に手を差し伸べるのに苦労している。この

ことは、今後10年間の改良普及の重大な課題となっている。若

者の起業家精神を促進する改良普及プログラムは、農業の近代

化に若者を参加させ、彼らが切実に必要としている生産的な仕

事を得る機会を与える理想的な手段かもしれない。 

市場  現在では、市場が改良普及活動の焦点となることが多く

なってきた。農家は、要求が厳しい市場に向けて生産を拡大し

ようとする商業農家とより多様な生計戦略や自家消費用の生産

および世帯のレジリエンス強化に関心をもつ資源に乏しい農家

の2つのグループに分かれている。どちらも市場を必要としてい

るが、その能力、改良普及のニーズ、関連する改良普及の方法、

サービスを提供するメカニズムも異なる可能性がある。 

都市化 これは、特に変貌を遂げつつある中所得国において生

じている。都市化によって農村部の改良普及サービスの対象者

が減少し、都市部や都市周辺部において改良普及の必要性が問

われるようになってきた。都市部や都市近郊の農業は、場所に

よっては重要であり、農家において生産性はともかくも、環境

と健康の問題から、注目していかなければならない。 

農業の研究  研究もまた、新しい技術やグローバル化した研究

ネットワークによって変化している。農家のニーズを研究にフ

ィードバックし、研究成果の取り込みを促進するためには、研

究と農業改良普及の連携が必要である。これまで連携は効果的

ではなかった。現在では、官民による改良普及との研究連携が

必要になっている。これらの問題や1991年の世界調査と2012年

の世界調査の比較を通じて指摘されたことで共通するのは、シ

ステムが多様化し拡大し複雑になってきていることであるが、

これは強みになりえる。異なるプロバイダーが多様なアプロー

チや方法を用いて、異なる対象者グループに異なるサービスを

提供する。これらはすべて、国内の農業革新システムまたは農



               世界の農業普及の内容、農業普及員、および普及方法に関する動向 53  

 

 

業バリューチェーン全体の中で機能する。プロバイダーと対象

者の間の戦略的な相互連携によって、最も大きな利益がもたら

される。こうしたシステムの調整は困難ではあるが、重要にな

ってきている。 

 

2.3 結論 
 本章では、最近の状況と同様の世界的評価が行われた20～30

年前の状況を比較しながら、世界の改良普及を展望してきた。

この分析では、改良普及事業者のガバナンス構造（および法的

地位）、能力（スタッフ配置に重点をおく）、助言方法および

対象者層など、最適なフレームワークの構成要素を用いた。こ

れによると、改良普及とアドバイスのサービスは、より多元的

になってきたことがわかる。今日、改良普及員の数は100万人を

超えているが、彼らはさまざまな組織に所属している。民間、非

政府、公共部門から、さらには農民グループおよびボランティ

ア農民による普及員までが参加している。現在では、特にデジ

タル技術を利用した方法が増えている。民間の改良普及活動や

ボランティア農民の活用は、従来の方法を補完するものとして、

世界中で提唱、また利用されている。 
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付録2A.追加データ 

 
表 2A.1 国別の改良普及スタッフ数（1981年、1991年、2012年） 

 

 

国名 
イリノイ大学 

（1981） 
 

FAO 
(1991) 

GFRAS 
(2012) 

アフガニスタン  750 915 

アルジェリア  1,400 835 

アメリカ領サモア 14   

アンチグア 28   

アルゼンチン 555  1,500 

アルメニア   15 

オーストラリア 1,422   

オーストリア 414   

アゼルバイジャン   350 

バハマ 29  10 

バーレーン 9 11  

バングラデシュ 7,816 16,397 14,035 

バルバドス 11  6 

ベラルーシ   8 

ベルギー 461 160  

ベリーズ 48  40 

ベナン  2,565 517 

バミューダ 11   

ブータン  250 500 

ボリビア 158 118  

ボツワナ 388   

ブラジル 11,567 4,740 24,000 

ブルキナファソ 1,210 1,803 684 

カンボジア   1,244 

カメルーン  5,218 2,389 

カナダ 978 380  

中央アフリカ共和国 922  66 

チャド   3 

チリ  799 493 

中国 121,865 617,706  

コロンビア  1,512 3,191 

コモロ 93   

コンゴ  261  
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国名 
イリノイ大学 

（1981） 

FAO 
(1991) 

GFRAS 
(2012) 

クック諸島  46  

コスタリカ 310 601 500 

コートジボワール  1,427  

キプロス 192 354  

朝鮮民主主義人民共和
国 

7,648 7,979 4,584 

コンゴ民主共和国 11 769  

デンマーク 954 1,750 3,198 

ドミニカ  45  

ドミニカ共和国 14 850 913 

エクアドル 264 274  

エジプト  4,926 7,421 

エルサルバドル 480 446 28 

エストニア   144 

エチオピア 826 6,584 45,812 

フィジー 213 169  

フィンランド 662 710  

ガボン 93   

ガンビア 823 215  

ドイツ 5,440** 5,810  

ガーナ  2,752 1,244 

ギリシア 1,564  17 

グレナダ 52   

グアドループ 58   

グアテマラ 551 4,889  

ギニア 2,754  1,538 

ギニアビサウ  350  

ガイアナ 124 252 80 

ハイチ 224 670  

ホンジュラス 399 504 35 

ハンガリー  415  

アイスランド 57 57  

インド 99,395 65,957 90,000 

インドネシア  29,957 53,949 

イラン   6,497 

続き 
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表2A.1 続き 
 

 

国名 
イリノイ大学 

（1981） 

FAO 
(1991) 

GFRAS 
(2012) 

イラク 1,085 195  

アイランド 813 650  

イスラエル 520 342 150 

ジャマイカ  428 231 

日本 16,328 12,400 8,228 

ヨルダン 188 95 84 

カザフスタン   55 

ケニア   5,488 

クウェート 10   

キルギスタン   38 

ラオス人民民主共和国 157 38 752 

ラトビア 
  

330 

レバノン 74 54 67 

レソト 298  7 

リベリア 726  134 

リトアニア   307 

マダガスカル   104 

マラウイ 1,882 2,304 3,054 

マレーシア 4,804 3,391 1,216 

モルディブ 13   

マリー  1,757 1,129 

マルタ 39   

モーリタニア  97  

モーリシャス 78 68  

メキシコ 2,094 7,916 5,836 

モンゴル   1,100 

モンセラー 12   

モロッコ 5,340  7 

モザンビーク  351 1,304* 

ミャンマー  5,668 4,534 

ナミビア 24   

ネパール 5,368 2,207 2,606 

オランダ 1,194 650  

ニューカレドニア 126   
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国名 
イリノイ大学 

（1981） 

FAO 
(1991) 

GFRAS 
(2012) 

ニュージーランド 280 250  

ニカラグア 85 682  

ニジェール  682 847 

ナイジェリア 2,295*  7,000* 

ノルウェー 1,289 1,500 267 

オマーン  117  

パキスタン 2,621 3,962 9,749* 

パナマ  693  

パプアニューギニア 1,785 1,788 34 

パラグアイ 136  16 

ペルー  1,623 253 

フィリピン 19,020 15,444 25,000 

ポーランド   3,803 

ポルトガル 633 1,480  

カタール 10 12  

大韓民国   4,584 

モルドバ共和国   918 

ルーマニア   860 

ルワンダ 417 2,537 1,244 

セントクリストファー・

ネイビス 

5 23 24 

セントルシア  64 45 

セントビンセント及び・

グレナディーン諸島 

6  24 

サモア  33  

サウジアラビア 699 392  

セネガル 1,163 427 500* 

セイシェル 18   

シエラレオネ  1,369 702 

シンガポール 0   

ソロモン諸島  250  

南アフリカ 1,672  2,210 

スペイン 2,808   

スリランカ 3,022 4,528 568 

スーダン  456 656 

スリナム  137  

スワジランド 120  
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表2A.1 続き 
 

 

国名 
イリノイ大学 

（1981） 

FAO 
(1991) 

GFRAS 
(2012) 

スウェーデン 1,573 710 12 

スイス 650 
 

104 

シリア 211 2,208 
 

台湾 17,825 
 

16 

タジキスタン 
  

420 

タイ 7,486 20,622 16,986 

東ティモール 
  

452 

トーゴ 212 
 

16 

トンガ 77 44 
 

トリニダード・トバゴ 146 190 100 

チュニジア 15 2,431 854 

トルコ 5,523 16,067 14,644 

ウクライナ 
 

89 
 

アラブ首長国連邦共和国 63 89 
 

イギリス 0 1,703 19 

タンザニア連合共和国 
 

5,752 10,891 

アメリカ合衆国 24,102 15,141 2,900 

ウルグアイ 290 157 183 

バヌアツ 49 47 
 

ベネズエラ 1,271 
 

118 

ベトナム 68 30 13,185* 

イエメン 50 126 1,438 

イエメン人民共和国 123*** 
  

マケドニア共和国 
  

155 

ザンビア 
  

908 

ジンバブエ 1984 
 

6,159 

合計 290,246 438,695 1,050,861 

出典：FAO（1991）、GFRAS（2012）、Davis and Spielman（2016）、Swanson and Davis（2014）. 

注：* これらの数字の一部は、以下の情報源を通じて更新された：モザンビーク（Cuangara and Thompson [2018]）、ナイジェ
リア（Huber and Davis 2017）、パキスタン（m. ali, personal communication）、セネガル（Franzel, Ndiaye, and Tata 
[2018]）、ベトナム（Ngan and Babu [2018]. 1981年にはナイジェリアのデータはいくつかの州で部分的になっている。 
** 西ドイツ。*** イエメン人民民主共和国 
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第３章 各国の改良普及制度の比較 
ベスト・フィット・フレームワークの適用 

 

デイヴィス・クリスティン 

 

3.1 はじめに 

 
第2章で述べたように、改良普及は、数十年の間に、ガバナンス構

造、改良普及の提供者、スタッフの能力および管理、助言方法の

面でさまざまな進化を遂げた。しかし、第2章での分析は、世界

レベルで全体像と時系列での傾向に焦点をあてたものだった。そ

のために、ベストフィットの特性を用いた国や地域の改良普及シ

ステムのより詳細な評価はまだ着手していない。 

本章では、主として2015年以降に実施された詳細な国別・地域

別アセスメントを紹介する。この評価は、様々なパートナーやプ

ロジェクトとともに実施された。国の制度の比較を引き出すた

めに、本章ではベストフィットアプローチを適用している（第1

章参照）。なお、このレベルの分析では、依然として改良普及

サービスのパフォーマンスやインパクトは明らかにできない

（第4章から第8章では、パフォーマンスと評価を扱う）。本章

では、むしろ国または地域レベルで拡大されてきた改良普及サ

ービスのスナップショットを提示する。ベストフィットアプロ

ーチは、システムという観点から改良普及指導サービスを分析

するものである。このアプローチでは、ガバナンス構造、能力、

管理、および使われる助言方法という4つのベストフィットの特

性を用いる。「ガバナンス構造」とは、改良普及サービスの制

度的な設定（多くの場合、国の政策に基づく）のことであり、

これには、改良普及事業における公共部門の役割、民営化の程

度、地方分権の程度、資金調達の仕組み、調整と連携が含まれ

る。「能力」とは、人的・組織的な能力、モチべ―ション、財

政的・物理的な資産を意味する。「管理」とは、それぞれの改

良普及事業体における改良普及のの管理方法である。これには、

さまざまなレベルの改良普及スタッフの研修や再研修の取り組

み、実施される組織管理の手続き、インセンティブの供与、
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個々の事業体の業績評価方法、サービスのモニタリングと評価が含

まれまる。「助言方法」とは、現場改良普及スタッフが農民と

の交流に用いる手段である。方法は、さまざまに分類すること

ができる。例えば、対象者数（個人、グループ）、アドバイス

の対象となる意思決定の内容（特定の作物や家畜の生産、経営

上の意思決定、グループ活動など）、使用するメディア（ラジ

オ、テレビ、インターネット、印刷、ビデオ、グループミーテ

ィング、直接訪問など）などがある。 

本章は、以下のように構成される。3.2節では、資金調達を含むガ

バナンスの構造について、さまざまな国から注目すべき知見を抽

出する。3.3 節では、各国の研修を通じた人材能力の向上を、3.4 

節では、管理の問題を取り上げる。3.5節では、助言手法について、

3.6節では、分野横断的な問題を取り上げる。3.7節で結論を述べ、 

3.8節では、ベストフィットの枠組みを用いた改良普及指導サービ

スに関する指標についていくつかの推奨事項を論じる。表 3.1 は、

国別に要約した情報であり、ベスト・フィット・フレームワークの

要素によって分けた類似点と相違点に注目したものである。この

表には、定性的情報と定量的情報の両方が含まれている。。本文で

は、ベスト・フィット・フレームワークの4つに特定された要素

を代表する典型的な国々に焦点をあてている。 

これらの国・地域分析の情報源は、主に後述する普及プロジェ

クトのうち、多くの詳細なレポートや個人が作成した原稿（例え

ば、 Cambodia-Ke and Babu 2018; Central Asia and the 

Caucasus-Dosov2018; India-Babu and Shishodia 2018; Latin 

America Preissinget al.2018; Viet Nam-Ngan and Babu 2018; 

Zimbabwe-Mwakiwa 2017)のほか、第4章から第8章で紹介した 5ヵ

国の事例（ブラジル［第4章］、ウガンダ［第5章］、エチオピア

［第6章］、マラウイ［第7章］、コンゴ民主共和国［第8章］）

についても紹介する。情報源は二次資料を使用した（ただし、第

2部の5ヵ国の事例については一次資料を使用した）。これらの報

告書には、農業の拡大と縮小に関する最近の詳細な分析が含まれ

ているので選出した。 

使用した情報源は、特性に関する関連データを含んでいなけれ

ばならない。各調査で使用した方法の詳細は、第1章の表1.1に記

載している。なお、第2部では、国別の詳細な事例を取り上げて

いる。しかし、これら諸国の事例は、本章で取り上げるベスト・
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フィット・フレームワークによる広範なスナップショットではな

く、改良普及サービスのパフォーマンスに焦点をあてたものであ

る。とはいえ、ベストフィットの枠組みを使ってパフォーマンス

を分析することに変わりはない。 

  
1 最も古い報告は2011年のものだが、これらの国の事例には2017年以降のデー
タもある。 
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表3.1 最適合フレームワークの特徴に基づく各国状況のまとめ 
 

  
ガバナンス体制 

 

国または地域 プロバイダーと方針 資金調達と予算 調整 

中央アジア・コーカ 多くの非政府組織、弱小な
公的機関、民間企業、 
政策方針なし。改良普及は 
通常より広範な農業政策
のもとで実施されている
（例えば、アゼルバイジ
ャンとカザフスタン） 

政府からの出資はほ 
とんどなく、ドナーや 
非政府組織（NGOs）が 
多い 

公的機関、ドナー、NGO間 

の連携が非常に弱い。 サス（アルメニア、ア 

ゼルバイジャン、  

ジョージア）、カザ  

フスタン、   

キルギスタン、タジキスタ   

ン、ウズベキスタン 

(ドソフ[2018]) 

  

   

   

ラテンアメリカ

（ Preiss-ing et 

al. 2018］） 

政府、民間、生産者団

体など、さまざまなプ

ロバイダーが存在。改良

普及に関連する政策

は、通常、より広範な

セクター政策の一部であ

る。 

国、地方自治体、生

産者支払い、地方寄付 

、開発援助、ペルー、

チリ、ニカラグア、

コロンビアの共同融

資制度など、多岐に

わたる。 

アルゼンチンとブラジ

ルには、研究者との交流

のためのインセンティ

ブ・システムとメカニズ

ムがある。 

バングラデシュ（ 
Huber and Davis 
[2017]; Rahman et 
al. [2017]; Swanson 

[2011） 

公的機関が提供するもの 
もあれば、民間のプロ

バイダーも多く、非常

に多元的 

2012年に政策を 
更新した。 

政府からの資金提供 
のほとんどは、給与と

資本コストに充てられ

る。 

多元的であり、調整の 
ためのメカニズムがない

ため困難 

   

   

ブラジル（第4章参照） 政府の役割は大きい

が、民間および非政

府部門など多元的な

プレイヤーを調整し、

資金を提供する。 

連邦政府によるユ

ニバーサルカバレ

ッジが試みられた

が、まだ達成され

ていない。 

小農へのサービスの公共

制度と大農場への州レベ

ルの機能 

 
法律で制定された普

及政策 

  

ブルンジ（Ludgate 

and Tata [2015]) 

主に公的機関 
2012年から2017年
まで農業投資計画 
（ Plan  National 
d'inves-tissement 
agricole）。 

2005年、民間部門を

強化することを目的

とした改革により、

公的資金が減少 

情報なし 
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能力 

（人員配置） 

管理形態（モニタリング

と評価、インセンティブ、

トレーニングを含む） 

助言方法 
 

 

デリバリーツール インクルージョン（公平性） 

様々な国際的プロジ

ェクトやNGOが独

自にスタッフを雇う 

（人数は非公表）。

あまり連携がとれて

いない。 

プロジェクトの焦点によっ

て異なる、標準化されていな

い、継続的な教育がない、規

制上のインセンティブがな

い、または不十分である。 

伝統的であ

り、ICT（情報

通信技術）が不

在 

ドナー資金によるプ

ロジェクトは、若者

や女性を対象とする

ことが多い。 

公共部門では、改良

普及員1人あたり100 

〜831人の農民が、

民間部門では、改

良普及員1人あたり 

42〜642人の小規模

生産者 

 

 

 

改良普及部門は、 

14,092人の現場レ

ベルの改良普及員

を雇用する最大の組

織で、１人あたり 

900〜2,000の農家

を担当している。 

 

州レベルの改良普及

活動は自治体レベル

のサービスを行う権限

を持ち、市民社会は競

争的に資金を求めるこ

とが奨励される。 

改良普及スタッフの研修とス

キルアップに多大な努力；チ

リ、ニカラグア、エルサルバ

ドル、ドミニカ共和国には

継続した教育があった；グ

アテマラなし。給与は、パラ

グアイの約9,000米ドルから

アルゼンチンの35,000米

ドル弱までと幅がある。 

 

通常、11ある農業研修機関

のいずれかの卒業証書を持

っている。トレーニングは、作

付けシステムに焦点をあてた技

術的なものに偏る傾向があ

る。公務員給与は比較的高

い。 

 
 

参加型の方法や広告の提供、

短期融資の支援など、サービ

ス提供に関するトレーニング

が充実している、異なる年齢

や性別にアプローチする能力

は弱い。 

特にICTの多様化

が進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様々なインフォ

ーマルチャネル

や情報源がある。 

アグロディーラー

として重要 

 
 

 

 

特殊な方法、ア
グロエコロジ

ー、持続可能な

農業、有機農

業、高付加価値

農業に焦点を 

あてている。 

限界集落を明示的に

取り入れた取り組みも

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジェンダーに関するトレ

ーニングは、通常プロ

ジェクトでのみ行わ

れる。 

 

 

 

 

 

政策では、社会から疎

外されたグループに焦

点をあて、年齢や性

別に注意を払ってい

る。 

不明 農業研修とアニメーション

のディレクターを務めてい

る。 

不明 ジェンダー政策で不平等を解決

する。 
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表3.1 続き 
 

  
ガバナンス体制 

 

国または地域 プロバイダーと方針 資金調達と予算 調整 

カンボジア（Ke and 

Babu［2018］、 
INGENAES［2016k］） 

公共部門が強い

が.多元的であ

る。政策には、機

能強化のための近代

化・更新する試み

も含まれている。 

資金調達は一元化されて

いるが、ニーズを満た 
すには不十分な場合 
が多い。 

担当するのは農業改良普

及局 

 

   

   

コンゴ民主共和国 ( 
第8章参照) 

公的機関と多くの

民間企業による多 
元的な供給体制の 
政策方針がない。 

政府からの資金援助が

少ない。ドナーからの資 
金援助によるプロジェ
クトが主である。 

すぐれた業績に対する報

奨制度を有する組織は
少ない 

 。 
  

  。  

エチオピア（INGENAES 

［2016j］；第6章参照）。 

NGO、生産者団体、

ドナー・プロジェ

クトもあるが、基

本的には国主導で

提供、政策指針が存

在。 

主に公的改良普及、一部

のプロジェクトでは、

NGO、民間セクター。 

限られた設備でモチベー

ションが下がる 

   
 

ガーナ（INGENAES 公的な供給と多く 
の非政府のプロバイ 
ダーやプロジェク

トがある。多元的。 

政策方針が存在する。 

（2001年）。 

ほぼ全ての予算はカ 
ナダ政府から出され 
ている（per- sonal 

communication, april 

8, 2019）。 

プロバイダー数が多いた 
め、連携が必要  ［2016i］） 

  

   

   

グアテマラ（Chaisson- 

Cardenas［2019］；

INGENAES［2016h］） 

多元的である。政策方針が

ない。 

公的な改良普及のた
めの資金のほとんど

は、国の一般財源か 
ら拠出されているが、 
地方分権の取り 
組みにより、340の 
自治体レベルの改良 
普及機関が設立 
している。 

不明 

。   

   

   

   

   

   

ギニー（マクネ

アン［2017） 

公的な供給と多く

の非政府のプロバイ

ダーやプロジェク

トがある。多元的。

政策方針がない。 

政府・ドナー 外部リソースに依存

して変動する。 

ハイチ（ゲルツ

［2016］）。 

多くのプロジェクト

や非政府主体が存在

する。公共部門は

弱い。政策方針が

ない。 
 

 

ドナー、政府 不明 
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能力 

（人員配置） 

管理形態（モニタリング

と評価、インセンティブ、

トレーニングを含む） 

助言方法 
 

 

デリバリーツール インクルージョン（公平性） 

州レベルのスタッフ

が大半を占め、県レ

ベルでは数が限ら

れている。 

改良普及員への研修は差

し迫っていると認識されて

いるが、十分な資金援助が

得られていない。 

ICTへの注目度は

徐々に高まって

いる。 

包括性についての明確な方

針がない。 

 
改良普及員の数は多い

が、運営資金がな

い。 

。 

研修がほとんどない。公的給

与が極めて低い。 

慣行とICTの

併用 

ない 

改良普及員の比率は

高いが、依然として

能力面で大きな課

題を抱えている。 

。 

研修は主に技術的なもの

で、成績優秀者には金銭的

な報酬、教育の機会、証明

書、昇進が与えられる。 

。 

グループ・アプ

ローチ、ビジュ

アル・メソッド

など多様 

女性や若者を対象とした研

修の開催 

あらゆるセクタ

ーから。多元的 

政府は、カナダの大学の協

力を得て、再教育を行ってい

いる。 

複数 不明 

農業省を含め22の省

のうち19の省で改良

普及活動が行われてお

り、自治体の半分が

改良普及活動を実

施している。 

戦略、生産技術、環境、社会

経済、食料安全保障、栄養に

関する普及活動を支援する8

ヵ月の農村部普及活動資格認

定プログラム。 

不明 男女平等が不十分、先住民に

焦点をあてたドナー

のプロジェクトもあ

る。以前のプロジ

ェクトは若者に焦

点をあてたもので

あった。 

 

800人の公募代理人   全国5ヵ所の農業教育訓練センタ

には卒業証書が与えら  －。公的機関の業績に対するイ 

れる。         ンセンティブはない 

 

複数     女性や若者を対象と

したプロジェクトもい

くつかある。 

   世界銀行は、改良普及の

需要と供給を促進するた

めに、職業訓練校と農民

実践教育の再整備を推

奨。主にNGOが提供す 

るものだが、政府も提供

する。 

不明                                       

 

ジェンダー配慮は貧弱 
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表3.1 続き 
 

  
ガバナンス体制 

 

国または地域 プロバイダーと方針 資金調達と予算 調整 

ホンジュラス（ 
Valenzuela and 
Saavedra [2017] 

ウィリアムズ

［2016］) 

多元的である。 
農業政策は、2004- 

2021年の農業食品 
セクターに向けた 
国家政策によって 
導かれている。 
また、「2014-2018」 
ガバメント戦略プラ 
ン－みんなのよりよ 
い暮らしのためのプ 
ラン」を策定した。 

政府・ドナー 多元的であるため、調整 
力が弱く、リーダーシ 

ップも弱いため、提供さ 
れたものが分断される。 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

    

インド（Babu 

and Shishodia 
[2018]) 

強力な公共サービス、生

産者団体、民間セク 
ター、そして多くの非 
政府系プロバイダーな 
ど、非常に多元的か 
つ分権化されている。 
政策方針が存在す

る。 

人材への資金提供

の増加。 
州レベルに移譲される 
可能性が高い。 

改良普及員が複数の役割

を担っているため、連携が 
非常に悪い。 

  

   

   

   

 
 

  

ケニア（INGENAES 多くの官民プレーヤ 
ーによる強い。多元 
的かつ分散型。 
国家農業・家畜拡大 
政策（2000年） 

政府（現在は県レベ 
ルに移管）およびド 
ナー、多くのNGO、 
民間セクター 

農業セクター・コーディ 
ネーション・ユニット 2016g］） 

 。 
  

   

    

リベリア（［2017］； 政府によるサービス提供 
が弱いだけでなく、多

くのプロジェクトや

一部の民間企業も 
同様。 
政策方針が存在 
（2012年） 

政府だが、非常に制 
約を受けている。 

機能的ではないものの、 
国、県、地区での調整

プラットフォームを規

定。農業調整委員会を通

じて管理 

INGENAES [2016f]; 
McNamara, 
Swanson, and Simpson 

[2011]） 

   
   

マラウイ（Cai［2017］；

INGENAES［2016e］。 
Simpson, Heinrich, and 

Malindi [2012]を参照。

第7章) 

強力な公共サービス、生

産者組織、民間セク

ター、そして多くの非

政治的なプロバイダー 
やプロジェクトなど、 
きわめて多元的かつ分 
散的 

現在、政策方針
策定中 

政府からの資金

援助が少な

い。 

主要ドナー資金による改 
良普及プロジェクト 
、独自の改良普及 
員を擁する大規模 
な農民組織。 

調整、計画するため

の高度に発達した構造

をもつ。 

。 
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能力 

（人員配置） 

管理形態（モニタリング

と評価、インセンティブ、

トレーニングを含む） 

助言方法 
 

 

デリバリーツール インクルージョン（公平性） 

NGOを中心に、教

育・研究、組合・

協会、公共部門、

民間部門など 

大学教員中心、農業者中心、 
エンジニア、ほとんどの組織

が継続した教育を提供、66%

の組織がインセンティブを

使用、政府の給与は低い。 

農民実践

学校が最

も多い。 

ジェンダーや若者、社

会から疎外された

人々に焦点をあてた団

体もある。 

人的資源は限られて

おり、1998年以来新

規採用はないが、一

部の州では改革によ

り変化しつつある。 

定期的な研修は改良普及シ 

ステムの一部だが、カリキュラ   

ムは農民のニーズの変化に追い 

ついていない。 

伝統的な方法  

と農民実践学 

校を組み合わせ  

たICTsに大きな   

焦点をあてる。 

地方レベルではジェンダー 

に配慮したプログラムを実施。 

州の改良普及制度は小農に重点 

をおいているが、富裕層や教 

育水準の高い農民がその恩恵を 

受けている。 

 

 

2013年（分権前） 

5,470人。 

知られていない。 さまざま 政策では、農村部

の女性を対象とし

た7つのアプローチ

と方法が特定されて

いる。 

 

 

改良普及員と農民の

比率を1:1,000から 

1:5,000と推定。 

。 

2年間の国家農業資格プログ

ラム。民間労働者のほうが

給与は高く、研修、設備、

輸送などのインセンティブ

がある。 

。 

さまざま 改良普及とより広い農村コ

ミュニティーのな

かで、ジェンダー

に配慮した実践

と文化 

 
政府系改良普及員の数

が多い。ただし若干

の欠員はある。 

主にドナー・プロジェクトによ

る研修もあり、農民対改良普

及員および農民対リーダー

農民の比率が、主な改良普及

パフォーマンス指標として

用いられている。 

ラジオ番組、グ

ループ・アプロー

チ、指導農民、

モデル村などさ

まざまな方法を用

いている。 

ジェンダーに関する

政策が存在し、ジェン

ダー平等のためのドナ

ーやNGOの強力な取り

組みがある。 
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表3.1 続き 
 

  
ガバナンス体制 

 

国または地域 プロバイダーと方針 資金調達と予算 調整 

マリ（dLEC［2018］；

INGENAES［2016d］。 

多元的で、政府主導で

ある。 

政府、ドナー 全国農業総局が調整を担

当 

 
改良普及政策はない

が、農業部門に様々な

関連政策がある。 

  

 

モザンビーク（Cuan- 

gara and Thompson 
[2018]; INGENAES 
[2016l]. 

 

公的機関、生産者団体 

、民間企業、多くの非

政府系業者やプロジェ 
クトなど、きわめて多元 
的かつ非中央集権的。 

新しい普及マスター 
プラン2018-2027を 
作成策定中 
(v. Parkinson, personal 

communication, 2017） 

 

国家予算とバスケット

ファンディングによ

るドナー 

 

限定的。定期的な振り

返りで、研究-改良普及

の連携が行われている。 
 

   

   

   

   

   

   

    

ネパール（Suvedi and 

McNamara [2012]） 
政府主導ではあるが 
、多くのプロジェク

トやNGOが参加 

政府、ドナー 研究・教育との連携が悪

い。 

 

政策方針がない。 
  

ナイジェリア（Huber, 

Davis, and Lion 
[2017]) 

政府および民間のプロ

バイダーが多数存在し 
、分散している。 
発展途上の政策 

連邦政府および一

部の州 
世界銀行の支援を受けて、 
強力なシステムを構築した。 
 

   

 
 

  

ルワンダ（ 政府主導が強いが、多 
くのプロジェクトや

民間のプロバイダー

が存在。 

ポリシーが存在する（ 

2009年）。 

政府が主導し、ドナ 
ーの支援を受け、多

くのNGOが参加。 

研究と普及が統合される。 

MacNairn［2018 

］；INGENAES 

［2016a］）。 

 

   

   

セネガル（ 政府（国家開発機関を含 
む）、農民組織、プロ

ジェクト。延長の方針

はない。 

国が主導し、生産者 
団体、民間企業、地

方公共団体が参加する

半官半民の組織。 

特に地方レベルでは弱く、 
理論的には各地域の改良

普及のもとにある研究開発

委員会を通じて行われる。 
。 

Franzel, 
Ndiaye, and 

Tata [2018]、
INGENAES 
[2015]) 
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能力 

（人員配置） 

管理形態（モニタリング

と評価、インセンティブ、

トレーニングを含む） 

助言方法 
 

 

デリバリーツール インクルージョン（公平性） 

2009年の公的スタッ

フは839人で、人数的

にも、地理的・技

術的なカバー率に

おいても主要なプロ

バイダー（女性は

10〜25％）。 

地方研修・再研修機関 

修士号レベルまでの証明

書、仕事をするためのリソ

ース不足（輸送、設備）。 

さまざまな配

信ツール 

女性や若者を対象と

したプロジェクトもあ

る。 

1,304 人の公 的機関

（3,000世帯に1人）、

一部インセンティブ

あり。 

公共部門は、州外の給与水準

と競争できない。 

さまざま 女性エージェントは、公的機関

の16％を占めてい

る。 

4,974 技術  十分なインフラがあるが、 マスメディア 主にジェネラリスト 
農業関係者、畜産関 市場やグループ開発のスキルを を含む様々な方法 アプローチ、フロント 

係者4,050人 強化する必要がある；M&Eが  ワーカーは主に男性。 
 弱い；地区予算の60-70%を給   

 与に充てる。   

7,000人の公的機関 
 

ディプロマまたは学士号、 
 

ワンストップショ 
 

女性は改良普及の 
28％女性 多くの農業研究所が存在、 ップを含む様々 情報や技術へのア 
 改良普及員に対する成果 な方法 クセスが少なく、 

 主義的な管理制度がない。  接触も限られてい 
   る。 

2,500人の農民実践 
学校ファシリテ 
ーターと14,200人 
の農民指導者 
 

実践学校のファシリテーター 
中等教育レベルまで。 
パフォーマンス契約により、 
説明責任を果たす。 

農民実践学校と農
民指導者が主体 

男女共同参画が進ん 
でおり、グループの 
参画が進んでいる。  

 
 。 

   

500人だが、2017年まで
に24％が空白となる。 

 

現場の改良普及員がディプロマ

を取得、多くのNGOスタッフが学士号や

修士号を取得、車の利用、業績管理、 

公共部門に存在しないシステム 

さまざま スタッフや農民トレ
ーナーに占める女

性の割合が低い。 
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表3.1 続き 
 

  
ガバナンス体制 

 

国または地域 プロバイダーと方針 資金調達と予算 調整 

シエラレオネ

（INGENAES [2017]） 

多くのプロジェクトを

抱える。政府の提供 
が弱小 

政策指針がない。 

寄付者の関与が高

い。 

改良普及部門が調整 

タジキスタン（INGENAES 

[2018]、dosov[2018]) 

多くの非政府組織、弱小
の公的機関、民間企業 
政策指針なし、国家開
発戦略のみ 

ドナーに依存し、大多
数がNGO、その他政
府、研究機関、学術機関 

限定される 

   

    

    

    

タンザニア（INGENAES 

［2016b］） 

公的機関、生産者団体 
、民間企業、多くの非

政府系事業者やプロジ

ェクトなど、非常に多

元的かつ非中央集権的。

普及政策なし。国家農業

政策（ 2011年） 

ドナーからの資金

提供を受け、公的な

役割を強く果たして

いる；NGOもあ

る。 

不明 

    

ウガンダ（INGENAES 公的機関、生産者団体 
、民間企業、多くの非
政府系事業者やプロジ

ェクトなど、非常に多
元的かつ非中央集権的。 

政策指針が存在。 

 

ドナーからの資金提 
供、多くのNGOや民
間プロバイダーなど、 
多元的である。 

新しい単一の骨格をなす農業改良普及 

システムは、民間アクターとの強力 
なコラボレーションを実現。 

［2016c］； 
第5章参照） 
 
  

   

   

ベトナム (Ngan and 多元的で、政府主導。 

農業の再構築を試みて

いる。 

地方分権に伴い、地方 

資金が増加 

調整機構が存在し、合理的に機能 
Babu [2018]) 
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能力 

（人員配置） 

管理形態（モニタリング

と評価、インセンティブ、

トレーニングを含む） 

助言方法 
 

 

デリバリーツール インクルージョン（公平性） 

地区事務所には、技

術専門員、監督者 

、現場レベルのエー

ジェントがいるため 

に限定的。 

技術的な訓練を受けた有能な

人材の数が不十分であるた

め、ドナー・プロジェクトが人

材育成を促進。 

研修・視察、

イノベーショ

ン・プラットフ

ォーム、農民実

践学校、農業ビ

ジネスセンタ

ー、農民組

織。 

ジェンダーの平等と包

摂を主流にしようと

試みたが、女性の発

言権と情報へのアク

セスは制限された。 

役員は、通常、技術

専門員であり、リソ

ースへのアクセスは

限られている。 

技術専門員の養成と能力開

発の一元化システム 

さまざま 女性より男性を重視する文化的

信念がある；具体

的な戦略はない；

女性に焦点をあて

たプログラムもあ

る。 
 

2012年、10,891人の改

良普及担当、農作物担
当6,925人、家畜担当 

3,966 人 、 男性 75％。 

不明 様々な個人とグループの接触、農民の

実践学校が重要。 

女性は、土地や近

代的な農業投入財

を購入するための

クレジットへのア

クセスが限られて

いる。 

 

 

 

約5,000人の新しいス

タッフが研修。以前

の人数は不明。 

2017年、政府は普及サ

ービス ・プロバイダー

の登録と認定のためのガイ

ドライン、基準、倫理規

定、プロセスを開始。 

村落代理人モデ

ル、農民実践学校

など 

多くのプログラムが女

性や若者を対象とし

ている。 

 

 

スタッフの離職率

が高い。 

1995年から2015年にかけて研

修の充実を図った。公的機

関のインセンティブは低

い。 

ICTの利用は限定 

的。まだ現場での

実証・実験に大き

く依存。 

女性改良普及員を利用

する機会が少ない。 
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表3.1 続き 
 

  ガバナンス体制  

国または地域 プロバイダーと方針 資金調達と予算 調整 

ザンビア（バローズ、ベ

ル、ルタム[2017]) 

公的機関、生産者

団体、民間企業、そ

して多くの非政府の

プロバイダーやプ

ロジェクトが存在

する。多元的。 

ビジョン2030と第6次

国家開発計画（2013

年改訂）に基づく開

発戦略。 

資金不足が大きな問

題（最大で必要な予

算 の 3 分 の 1 が 不

足）。 

他のアクターと改良

普及サービスを調和さ

せるための会議。 

   

ジンバブエ（ムワキワ［ 

2017年） 

公共、民間、非政府の

プロジェクトがサー

ビスを提供している。 

限られたドナー

からの支援 

これまでの仕組みが稼働していな

い。資金がない 

 ポリシーは存在しない。  

出典：本書の各章およびそれ以前の長編版に基づいて、筆者が編集した。  
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能力 

（人員配置） 

管理形態（モニタリング

と評価、インセンティブ、

トレーニングを含む） 

助言方法 
 

 

デリバリーツール インクルージョン（公平性） 

1,700人のザンビア公共 

による人材養成機関     ザンビア大学農学部や農業    

                    研修所のスタッフが人材育 

の業務に従事 

  

。 

学習サークル、

指導農民など、

さまざま 

女性には生産的な資源が 

なく意思決定プロセスから 

排除、サービスから恩恵 

を受ける可能性も低い。 

 

 

 
 

 
 

政 府 が 雇 用 す る4,700 人 
の第一線のスタッフ 

修士号取得者0.4%、学士号 
取得者3.8%、ディプロマ取 
得者11.3%、研修終了証取得 
者84.5%、短期間での研修は最適

なスキルセットではなく、離職
率が 

トレーナーの 
研修、研修と訪問、
指導農民、グループ
アプローチ、デモ
ンストレーショ
ン、圃場研修、メデ
ィア。 

ジェンダーに対応する 
枠組みがない。普及員
に女性が少ない。 
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3.2  ガバナンス体制 

 
前述の通り、「ガバナンス構造」には、改良普及サービスの

制度的設定と管理、さまざまな種類のプロバイダーの役割、民

営化と地方分権の程度、資金調達の仕組み、調整と連携などで構成

される。 
 

政策と戦略 

政策と戦略によって、ガバナンス構造、資金調達、改良普及

サービスのビジョンが決定する。多くの国には政策がまったく

なく、一部の国には政策が十分に実施されておらず、少数の国

では強力な政策があって十分に実施されている（表3.1参照）。

具体的な改良普及戦略を持たない国は、アゼルバイジャン、カ

ザフスタン、モザンビーク、ベトナム、ジンバブエである。こ

のような国では、国の農業政策に改良普及の戦略や活動の根幹

をおくことが多い。例えば、モザンビークの改良普及は、一連

のマスタープランとプログラムによって指導されてきたが

（Cuangara and Thompson 2018）、現在は改良普及に関する正式

な政策を策定している。 

ガーナ、ケニア、リベリアといった国では、改良普及政策が

実施されているが、やや時代遅れであり（ケニアでは、政策策

定後に起きた地方分権の影響もあって）、思うように実施され

ていない。マラウイ（第7章）は、現在、政策の更新を行ってい

る。コンゴ民主共和国のように紛争後の国(第8章）は、最近の農

業開発プログラムの一環として、国家改良普及政策を検討して

いる。強力な改良普及政策とそれを実施するための政府やその

他の支援機関の存在が際立った国もいくつかある。ブラジル

（第4章）、ルワンダ、エチオピア（第6章）などが、そうであ

る。 
 

プロバイダー 

調査対象国の多くは、改良普及の提供において公共部門が主

体となっている。例えば、ブラジルの技術支援・農村改良普及

制度では、零細農家部門を担当する連邦政府の公式機関として

農業開発省が、州や自治体の担当者を通じて国内の改良普及組

織に資金を提供することを義務付けられている（Ke and Babu 

2018）2。(本文はP66に続く) 
 

2   2017年現在、農業改革省は解体され、大統領府の事務局内に設置されています。 
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ベトナムの農業農村開発省は、農業農村開発局と国立改良普及

センターのすべての活動を指導し（Ngan and Babu 2018）、地方

の改良普及センター、地区改良普及所、コミューン改良普及ス

タッフおよび村落改良普及コラボレーターを管理する地区人民

委員会を指導している。エチオピアにおける改良普及は、依然

として政府の手によるものが多い。農業変革のアジェンダの要

として、資金調達と改良普及システムの改革に強くコミットし

ているが、実行に至っていない。ルワンダの普及活動も政府に

よる運営が多いが、多元的である。 

しかし、多元的（異なるセクターから多くの形態の改良普及

事業者が存在すること）であり、政府、民間セクター、市民社

会のすべてが改良普及サービスを提供していることが、程度の

差こそあれ、すべての国において標準となっている。ラテンア

メリカでは、数十年前に（民間部門がそのギャップを埋めるこ

とを期待して）公共部門の改良普及活動を廃止した国もあるが、

再び公共サービスに資金を提供し始めている（例えば、コロン

ビア、エクアドル、ホンジュラス）。ラテンアメリカの国々で

は、現在、地方自治体、非政府組織、大学など、公営と民営の

改良普及事業者が混在している。より多くの組織が改良普及サ

ービスを提供しているが、各国の事例から、サービス提供の形

態が多様であることがわかる。 

また、異なる分野からの競争もあり、完全なものではない。

サービスの提供者と対象者が、ニーズの中から選択する機会が

ほとんど失われている。サービス提供者は国際NGOが中心で、多

くの場合、人的資源が限られており、政府の改良普及員に大き

く依存している。彼らは、政府の改良普及員に移動手段や運営

資金を提供することで、政府の限られた資源を補完している。

よくあるシナリオは、政府が人的資源を提供し、国際NGOが資金

を提供するというものだが、サービス提供者間の競争や農民の

選択肢の拡大はほとんど起こっていない。  

さらに、サービスやメッセージ発信の重複や矛盾を避けるめ、

多元的な活動を調整する必要がある。マラウイでは、多元主義

を標榜する政策により、多くの民間の改良普及事業者が存在す

るが、ほとんど調整されてこなかった。しかし、農業・灌漑・

水資源開発省（MoAIWD）と地区レベルの農業改良普及システム

において、非常に高度な調整メカニズムが構築されている。た
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だし、資金や任務、実施指針が限られているために、いくつか

の課題に直面している（マラウイのパフォーマンスに関する分

析については第7章を参照のこと）。全国農業コンテンツ開発委

員 会 （ NACDC: National AgricultureContent Development 

Committee）が、マラウイの農業の発展に寄与している。特にラ

ジオで技術と普及メッセージの調和を図っている。 

プログラミングは、質の高い改良普及サービスへのアクセス

を改善する上で、効果的であることが示されている。これらは、

ほかの技術や助言方法についても強化することができ、またほ

かの国にも拡大することができる。  

インドにおける改良普及は、過去20年間でますます多元的にな

り（Babu and Shishodia 2018）、2011年に政府が農業技術管理庁

の完全な展開により改良普及サービス提供の分散化を意図的に進

め、改良普及における民間部門や非政府組織の役割が高まった。

民間によるインドの農業改良普及は、多くの課題に直面してい

る。民間改良普及活動の対象は、経済的に余裕のある裕福な商

業農家に限られている。零細農家が受け取る民間改良普及サー

ビスによる生産性向上は珍しくないものの、インドでは改良普

及を行う民間企業が農家を搾取しているケースが多く見受けら

れる（Zhou and Babu 2015）。それでも、民間改良普及は、投入

資材の供給やマーケティングがセットとなって、しばしば集落

営農制度を通じて行われており、農家に適切かつ有用なノウハ

ウを提供し、その生産と所得を増加させるうえで有効である

（Ragasa, Lambrecht, and Kufoalor 2018; Ruml, Ragasa, and Qaim 

2019;Chapter 4と7参照）。これらの知見は、普及メッセージを監

視し調和させ、農民が民間企業と対等なパートナーとなるため

に、農民による集団交渉力とその発展が必要と強調している。 
 

資金調達 

各国は、改良普及サービスの資金を国または地方の予算、賦

課金、税金、開発援助および民間部門からの有償サービスから

調達している。アフリカと中央アジアのほとんどの国が、改良

普及制度の資金繰りに苦労している。Dosov（2018）によれば、

国の改良普及制度の指針を具体的に示し、ルールを定める政策

や規制がないために、政府が改良普及に投資する選択肢は限ら

れている。寄付者が介入することが多く、規制が不十分な場合、

結束力の欠如やサービスの重複につながる可能性がある。 
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政府資金は主に給与の支払いに充てられ、運営費にはほとん

ど使われていない。ドナーや国際NGOは、政府の改良普及員と

協力して改良普及のための運営資金を提供しているが、彼らの

プロジェクトは短期間で終わり、ほとんど調整されていない。

したがって、持続可能性を確保し、こうしたさまざまな取り組

みに必要な調整と監視を行うには、政府からの資金提供が必要

である。 

例外はエチオピアとルワンダで、これらの国では政府が農業

に強くコミットし、開発のために改良普及に取り組んでいる。

この２ ヵ国は改良普及にも強力に資金を提供している。これは

ドナーからの資金提供を妨げるものではないが、エチオピアと

ルワンダは、資金調達とサービス提供の調整を行うドナーのワ

ーキンググループを主導している。アルゼンチン、チリ、コロ

ンビア、エクアドルでは、より多様な資金源がみられた。これ

は、ラテンアメリカ地域が改良普及制度改革への投資と合わせ

て、改良普及の実施に向けて新しいモデルを試みまた方向を模

索しているためである。コロンビアでは、組織の29％が国から、

19％が県政府から、35％が市政府から、生産者の支払いから14％、

地元の寄付から11％、開発援助から14％、それぞれ調達した。チリ

の技術支援サービスでは、国が70％を拠出し、残りの30％は生産

者が資金を提供している（Preissing et al.2018）。アルゼンチンは、

生産者から直接または間接的に自己資金を調達することが考慮さ

れていたが、国のプログラムから外部資金を受け取ることもある

（Preissing et al.）。 

エクアドルでは、プログラムやイニシアチブの種類に応じ、多様

な資金構成となっていた。公共プログラムは100％国家予算に依

存していた。地方分権の政府は異なっていて、例えば、トゥング

ラフア州政府は、改良普及の提供を政府資源に50％、国際協力に

50％依存していた（Preissing et al.2018）。 

インドも資金調達が多様である。農業技術管理庁（ATMA）－

州レベルの改良普及に対する主要な公的セクターのアプローチ

－では、総資金の45％近くが、研修プログラムの開催、実演の

実施、農民の訪問、農民の利益団体や自主グループ結成への動

員など、農民指向の活動に費やされた（Babu and Shishodia 

2018）。同時に、州レベルの補助金スキームで、州の改良普及

員は引き続き雇用された。中央政府が将来いつの日かATMAの全
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責任を州に移譲する兆しもあり、長期的なATMAの資金調達の持

続可能性について議論が続いている（Babu and Shishodia 2018）。 

地方分権は、サービスを対象者により近いところで提供する

ことで説明責任を果たす方法として、本書で取り上げたほぼす

べての国で試みられている。しかし、サービスの法的責任の委

譲と財政的分権が十分でないことが多く、中央政府からの資金

に依存し続けることは、地方政府の自治を損なう。こうした資

金移転が削減され、地方政府による税金や収入が残っている場合

には、地方政府の自律性は保たれるが、それは微々たるもので、分

権化の約束が実現しないことが多い。例えば、マラウイで試み

られた地区レベルの農業改良普及サービスシステムの改革では、

さまざまなサービス提供者を調整し農民と連携するための資源

と能力が不足している（マラウイについては第7章を参照）。こ

れはほかの国の公共支出調査とも一致している。例えば、ガー

ナでは、地区予算の経年変化を分析した結果、地方レベルの平

均農業支出総額は11％であったものから、2012年の地方分権開始

と 2015年の間では支出の 6％を占めているに過ぎない（Resnick 

2018）。 

 

制度的な連携と調整 

調整の問題は、先ほど述べた政策や資金調達の傾向に沿って

いる傾向がみられる。政策がないあるいは政策が弱くて、多く

の異なるタイプの資金、特にドナーやプロジェクトからの資金

がある場合、調整と連携に苦労する傾向がある。一方、強力な

政策と強力な政府資金を持つ国は、調整と連携がうまくいく傾

向がある。主要な課題は、研究・教育・改良普及システム間の

制度的連携や改良普及内の調整がうまくいっていないことにあ

る（Babu and Shishodia 2018; Dosov 2018; Preissing et al.2018）。今

日、多くの異なる組織が改良普及サービスを提供しており、そ

れらを調整する制度的能力が弱いことから、調整が大きな課題

となっている。 

例えば、コロンビアでは、調査対象となった組織の38％がほ

かの組織とのつながりが弱く、30％が中程度のつながり、20％

が密接なつながりを持っていた。しかし、より強いリンクは、

地方政府機関とかマイクロクレジットの銀行や機関（31％）で

発生じた（Preissing et al.2018）。アルゼンチンやブラジルのよう
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に組織的な協力協定や援助がある場合を除き、ラテンアメリカ

では研究者や普及サービス間の交流のためのインセンティブや

仕組みが弱いか、あるいは存在しない（Preissing et al.2018）。 

マラウイは、政府の改良普及への取り組みだけでなく、多数

のプロジェクト、ドナー、非政府組織が存在する国としてよく

知られている。マラウイの改良普及（第7章参照）は、公的な改

良普及システムが中心だが、市民社会、非政府機関、民間企業

も改良普及事業を実施し、多様性に富んでいる。農業・灌漑・

水資源開発省（MoAIWD）は分権化されているが、研究成果を

農民の利益につなげるためには、地区レベルの関係者の関与を

強化することが必要である。2004年には、国の改良普及政策を

実施するための農業改良普及政策実施ガイドが採択された

（Malawi, MoAIWD 2004）。このガイドは、地区農業改良普及サ

ービスシステム（DAESS）が多くの関係者間の調整を行う際の

指針とすることも目的としている。しかし、調整を改善する前

に制度的な能力への相当な投資が必要である。2014年に設立さ

れた全国農業コンテンツ開発委員会（NACDC）は良好な出発点

であり、継続的に資金が提供されれば、NACDCが調整を強化す

るはずである。 

インドの改良普及制度では、多様な主体の改良普及専門家の

調整が長年の課題となっている（Babu and Shishodia 2018）。農

業科学センターの職員は、中央政府、州政府およびセンターを

管理するNGOに報告する。同じ州でも、農業科学センターのな

かには、中央政府のスタッフが直接運営しているところもあれ

ば、州農業大学のスタッフが運営しているところもあり、さら

にNGOが運営しているところもある。同じ州内でも、中央政府

の職員が直接運営しているところもあれば、州立農業大学の職

員が運営しているところもあり、NGOが運営しているところも

ある。農業科学センターと州の改良普及担当者との間には、深

い断絶がある。改良普及員にとって重要な情報源であるインド

農業研究評議会と州の改良普及部門との連携は、依然として弱

い（Babu and Shishodia 2018）。研究を採用可能な技術に転換す

るために各地区に農業科学センターが存在するが、この取り組

みにおける州の改良普及員の連携は、地方分権型の農業技術管

理機関（ATMA）モデルが導入された後も、弱いままである。 

アルゼンチンやウルグアイでは、より強いリンクが見受けら
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れた。アルゼンチンは高度な連携と機関協定を有し（Preissing et 

al. 2018）、ほとんどの連携が協力協定によって正式化された。

最も強固なリンクは、大学、地方または自治体の政府機関、研

究センターの間のものであり、次いで技術訓練サービスの間で

あった。最もつながりが弱かったのは、協同組合組織、銀行、

信用機関、投入資材供給業者の間のものであった。ウルグアイ

では、特に地方レベルで、情報提供という形で関係者間に強い

つながりがあった。こうした連携は、地方レベルでの問題に対

する相互の知識によって発展したものである。チリの地方開発

プログラムは、いくつかの団体と連携しており、政府機関や自

治体との連携が、最も強いから中程度ないしは弱いという認識

である。 

セクター間の協力とチェックを促進するため、マルチステー

クホ 

ルダー・パネルおよびイノベーション・プラットフォームが各

国で形成され、改良普及サービスに対するニーズ、事業者のパ

フォーマンスに関する情報格差に対処するのに役立っている。

こうしたプラットフォームの多くは、意欲が欠如あるいはサー

ビス提供者の能力限界によりさほど機能していない。農村地域の

ニーズに応えるために、市場アクセスに焦点をあて、特定のバリ

ューチェーンを中心とした新しい形態のイノベーション・プラッ

トフォームが成功を収めているケースもある（Ragasa, Badibanga, 

and Ulimwengu 2016）。 

改良普及サービス計画の調整、透明性、説明責任の向上に貢

献できる有望なメカニズムもある。エチオピアでは、デジタ

ル・グリーンの「オンラインとオフラインをつなぐ」プラット

フォームが、定期的にデータを収集し、自動的に受発信の数を

カウントしている。ルワンダでは、様々なアクターに対するパ

フォーマンスベースの契約、説明責任を高めるための協議プラ

ットフォーム、使途指定資金、あらゆるレベルでの能力強化の要

素を組み合わせたアプローチにより、技術導入と収量の向上に成

功している（MacNairn 2018）。ルワンダの地方行政官、ルワンダ農

業委員会、農民実践学校ファシリテーター協同組合の間の三者

間業務契約は、実践学校ファシリテーターの進捗状況を監視す

るのに役立っている。このアプローチは、要求の明確化と説明

責任を果たすための伝統的な協議プロセスであるイミヒゴ・シ
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ステムと組み合わされている。これら異なる要素を組み合わせ、資

金を確保し、予算の支出や投入を上回るサービスの提供に成功

するための指標を作り、ICTを通じてこれらの到達すべき指標に

関する最新情報を頻繁に受け取ることで、サービス提供者とあ

らゆるレベルの意思決定者がリアルタイムで問題に対処するこ

とができる。 

 

3.3 能力 
 

人的資源 

ほとんどの事例では、改良普及システムの有効性を高めるた

めの制約要因の1つとして、人的資源が挙げられている。一般に、

能力には、スタッフのスキル、仕事を遂行するためのインフラ

や設備、さらに改良普及員の基礎教育や継続的な教育がある。

改良普及の能力は、改良普及員や現場作業員のレベルだけでな

く、さまざまなレベルの改良普及組織や農業革新システムで果た

す役割にも当てはまる。職員レベルの改良普及能力は、改良普及

を行う職員やスタッフの量と質で構成される。この節では、ま

ず人的資源（スタッフの人数または範囲、形態）、次にその基

礎教育および継続的な教育についてみていく。 

ラテンアメリカでは、公共部門の改良普及員は100人から831

人の農民を対象とし、民間部門のプログラムにおける改良普及員

1人あたりの農民数は42人から642人と大きな幅がある。中米の改良

普及スタッフのうち、インタビューに応じた組織の技術者・専

門技術員・改良普及員は55％で、45％はサポートスタッフだっ

た。公共部門では、専門技術員および改良普及員の数が最も多

かった。サポートスタッフとの比率は、グアテマラは75：25、ニカ

ラグアは70：30であった（Preissing et al.2018）。 

サハラ以南アフリカでは、改良普及員が担当する農民の数が

中南米よりもはるかに多く、公的な改良普及員の職の空席率も

高い。セネガルでは、高い欠員率（2017年24％）が慢性的な問

題となっているが、その原因は給与を支払うための資金が不足

していることにある。それでも新しいスタッフには給料を支払

っている（Franzel, Sinja, and Simpson 2018）。セネガルでは、官

民双方の部門を超えた改良普及員の総数は、管理職全員を除い

ても約500人であった。 
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エチオピアは、近年、人的および物的資本に対して大きな投

資を行っている。エチオピアには大規模な改良普及組織があり、

組織の下部に位置する農民研修センターではインフラが整備さ

れて いる（第6章）。およそ4万7,500人の改良普及員に加え、

7,000人の技術専門員、4,000人の管理職スタッフが、地区や地

域の事務所の公的改良普及システムに雇用されている。エチオ

ピアの改良普及員は、通常、農業技術・職業教育訓練（ATVET: 

Agricultural Technical and Vocational Education and Training）学校で、

作物、家畜、自然資源管理のいずれかを専攻して訓練を受けて

いる。公的な改良普及員は全員中等教育を受けており、作物や

家畜の生産と自然資源管理に関する専門知識を兼ね備えている。 

アジアのいくつかの国では、充足率も問題になっている。イ

ンドでは、ほとんどの州の省庁が限られたレベルの能力の人材

で機能しており、1998年以降は新規採用が行われていない

（Babu and Shishodia 2018）。このため、既存の職員に対して過

度な負担がかかり、能力を高め、知識を更新することができな

い。大卒の職員はわずか20％である。職員1人あたり農民数は州

によって大きく異なり、特に北部と東部の遠隔地では多い。作

物の生産性と生産システムの持続性を高めるには、システム、

個人、組織の能力を高める必要がある。ベトナムでは毎年、改

良普及員のおよそ20％が退職または辞職しており、これは年間

5,600人のスタッフがいなくなることに相当する。したがって、

改良普及員を受け入れる必要数は年間5,000人となる。とはいえ、

ベトナムでは農業改良普及学校への入学者数が減少しているため、

慢性的な人材不足に陥っている（Ngan and Babu 2018）。 

さらに、既存のスタッフの能力、改良普及員の量と質の不足の

問題もある。改良普及員の研修レベルは、農業研修センター（バ

ングラデシュ、エチオピア、セネガル）から卒業証書を受領した

者から、大学で修士号、博士号の学位を取得した者までさまざま

である。セネガルでは、管理職を対象に理学士を取得している

（Franzel, Ndiaye, and Tata 2018）。一部の国では、ドナー・プロ

ジェクトにおいて、改良普及員に対する継続的な教育が行われて

いるが、これらはほとんど協定に盛り込まれていない（マラウイ

については第7章、コンゴ民主共和国については第8章を参照）。

例外として、チリではサービス提供者に対する継続的な研修プロ

セスが十分にサポートされており、またコロンビアでは、自治体
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の農業技術支援ユニットの技術スタッフの25％から35％が継続的

な研修を利用でき、コンサルティング会社やNGOのスタッフの

60％から75％は農業農村開発省が勧める進める大学やその他のコ

ースで研修プログラムにアクセスできた（ Preissing et al.2018）。 

研修は必ずしも関連するすべての分野で実施されているわけ

ではない。農業改良普及員は十分な技術的素養を備えていても

（研修での実践は限定的であったとはいえ）、いわゆる機能的

スキルやソフトスキルに乏しい場合がある。例えば、タジキス

タンでは、農業アドバイザーがしばしば技術的な訓練を受けた

が、商業上の専門知識、つまり市場経済に必要なスキルや態度

も必要としていた（Dosov 2018）。アドバイザーは、小規模農家

の農業システムをいかにして強化し、多様化できるかについて

の知識とスキルを必要とした。アドバイザー、は自助活動やグ

ループワークの組織や運営に関するスキルを欠いており、グル

ープによるマーケティングを支援することができない。アドバ

イザーはまた、費用対効果の高い仕事をするために情報通信技

術を使ったスキルや機器を必要とする。関連する市場情報への

アクセスは限られており、意思決定のために近代的なツールを

使う能力も不足していた（Dosov 2018）。ホンジュラスとマラウ

イでは、グループ開発、コミュニケーション、起業家精神など

の機能的スキルに焦点が絞られていた（Cai 2017; Valenzuela and 

Saavedra 2017）。 

多くの国では、地元の「農民改良普及員」を利用して改良普

及サービスを強化し、改良普及の範囲をより持続的に拡大する

ことに役立てている。例えば、カンボジアでは、改良普及員の

能力の低さに対処するために、政府の改良普及員と連携する村

レベルの農民改良普及員が採用されている（Ke and Babu 2018）。

ベトナムでは、コミューンや村レベルで約2万人の草の根ボラン

テイア改良普及員が活躍している（Ngan and Babu 2018）。同様

に、セネガルでは農民トレーナーを使っており、その数は約

9,100人（地域栄養ボランティアを含む）である（Franzel, Ndiaye, 

and Tata 2018）。エチオピアのほぼすべての改良普及員（第6章）

は、モデル農家を利用して、それぞれがさらに5戸の農家に関わ

り、範囲を拡大している。マラウイでは、公式の数字では、6農

家に対して1人の指導農家の割合となっている（Ragasa et al.） 

もちろん、こうした取り組みには質と量のトレードオフがあ
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る。多くの短期プロジェクトでは、一時的に農民の改良普及員

を訓練することはあっても、ペルーのように、農村の開発推進

者の能力構築に焦点をあてた訓練が行われているところでは、

長期に制度化されているとは限らない（Preissing et al.2018 ）。適

切な研修と能力開発の必要に加え、コミュニティの支援に対す

る政府改良普及員の支援がしばしば欠落しており、これが引き

続き主導的農民の活動を鈍らせ、コミュニティでの有効性とイ

ンパクトを低下させている（Ragasa 2019、マラウイについては

第7章を参照）。ウガンダでは、コミュニティにおける指導農民

の存在を知らせるための簡単なシグナルだけでも、プログラムの

インパクトに違いをもたらす可能性があった（Behaghel et al.）農

民は、シグナルを与えられた農民トレーナーがそのシグナルがな

い農民トレーナーよりも酪農に関する知識が豊富であると報告し、

このことが農民からの信頼性を高め、また彼らの動機を高めたと

いえるかもしれない（Behaghel et al.2018年）。登録・認証の取り

組みは、多くの国で始まったばかりであり、ウガンダでは、農業

改良普及サービスのガイドラインや基準とともに、農業改良普

及・アドバイザリー・サービス提供者の登録・認定が進められて

いる（第5章参照）。ペルーでの取り組みを除き、他の南米諸国

では、改良普及員やコミュニティレベルの生産者リーダーのスキ

ルを認証することはまだほとんど行われていない。 
 

 

3.4 管理  

 
改良普及の組織運営は、改良普及組織の運営スタイル、実施

の手続き、インセンティブ、個々のエージェントの業績評価方

法、サービスのモニタリングと評価などで構成される。改良普

及員の給与は、通常、他の公共部門の機関の給与とほぼ同じだ

が、かなり低い。ただし、研究職よりは高い（例えば、セネガ

ルでは、Franzel, Ndiaye, and  Tata 2018を参照）。非政府や民間の

改良普及員の給与は一般的に高い。公共部門と民間部門の給与の

差は多くのアフリカ諸国に影響を及ぼし、公共部門の職員の離職

率を高めている。例えば、モザンビークの公共部門は、民間部門

やNGOと給与の面で競争することができず、多くの改良普及スタ

ッフが退職している。農業省は、そのギャップを埋めるために常
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に新しいスタッフを育成しなければならない。公共部門に職員を

引き留めるためのインセンティブ政策は存在しないか、機能して

いない（Cuangara and Thompson 2018）。 

しかし、バングラデシュの公的な改良普及員は比較的高給で、

入社時に月450米ドルから500米ドル、5年勤務で月630米ドルを

受け取っていた（Huber and Davis 2017）。同様に、中米では、改

良普及員の給与は、公的機関で年間5,400米ドルから12,000米ドル

の間で変動しているが、民間や非政府組織よりも低かった

（Preissing et al.2018）。南米の公的機関の職員の給与は図 3.1 の

通りである。 
 

図3.1 南米の公共部門における農業改良普及サービス専門家の純年収（米ドル） 

 
 

 
 

 給与だけでなく、インセンティブ制度も、公共および民間の改

良普及スタッフのパフォーマンスに影響を与える。多くの場合、

公的改良普及員に対するインセンティブはない。エチオピアの

改良普及制度では、職員の優れた業績に対して、金銭的報酬、

教育機会、証明書、昇進などの報酬や賞品が用意された。 実

際、改良普及員の 40％が過去 3 年間に好成績に対して何らかの報

酬を受け取ったと回答している（第 6 章参照）。しかし、昇進、

手当、福利厚生は、全員に同じというわけではないようである。
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近年、改良普及員の具体的な役割と仕事を明確にする取り組み

が行われているが、彼らに期待される仕事の量と種類は膨大で

あり、増加の一途をたどっている。改良普及員の負担は大きく、

通常の改良普及活動を行うには十分な準備が整っていないのが

現状である。エチオピアでは、インセンティブを伴う十分な人

員が確保された改良普及システムがあるにもかかわらず、改良

普及員の組織運営に課題が残っている（第6章）。エチオピアの

改良普及員は、通常の職務を超えた活動で負担が大きく、追加

の知識や情報を探し出す時間がほとんどない。現場の代理人の

拠点である農民研修センターは、一般に資金不足に陥っている。 

給与や組織の資金は別として、ネパールでは、組織能力に関

する従来の指標（例えば資源、専門性、自律性など）ではなく、

現地の知識やさまざまなレベルの改良普及スタッフのモチベー

ションが、より効果を発揮することが、研究の結果示されてい

る。ラテンアメリカの事例では、改良普及制度の実施と実績に関

する基本情報、モニタリングと評価、フィードバックシステムの

欠如が広く見受けられた。協調融資制度は多くの国で導入されて

おり（チリ、コロンビア。ニカラグア、ペルー）、小農のアウト

プットに対するオーナーシップを高め、損耗を防ぐことができた

（Preissing et al.2018）。ラテンアメリカの改良普及制度には、パ

フォーマンス指標に重大な欠陥がある。マラウイでは、農民と

農業改良普及機関との比率および農民と農業指導者の比率が、

国レベルの主な改良普及業績指標として継続的に用いられてい

る。モニタリングでは、改良普及サービスへのアクセスだけで

なく、改善された技術の実践の場への採用度、生産性や所得の

変化も測定する必要がある。情報技術を駆使したデータの収

集・分析によって気候や土壌の状態、改良普及サービスの状況、

投入資材の使用状況、技術の採用状況など、これらのすべてが

どのように開発成果の指標に反映されているかについて、さま

ざまなレベルのステークホルダー（エチオピアについては第6章

参照）に適切かつ頻繁に更新情報が提供できる。 
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3.5 助言方法 

 

助言の方法には、対象者にサービスと情報を提供し農民をエ

ンパワーすることに加え、各国の改良普及の任務を遂行するた

めのさまざまな手段が挙げられる。多くの国では、トップダウ

ン方式からより個別的な方式へ移行し、生産に焦点をあてるだ

けでなく、市場志向のアプローチに移行している。また改良普

及には、定評のあるラジオだけでなく、より近代的な情報通信

技術を利用する傾向もみられる。 

農民参加の強化を目的とした数多くのアプローチや不利な立

場にあるグループ（女性、若者、牧畜民など）を促すこともあ

る。明確なのは、どの国も多種多様な方法を用いているという

ことである（例：図 3.2）。以下では、伝統的方法、参加型方

法、情報通信技術を用いた方法、農民を対象とした方法および

包括的な方法を取り上げる。 

中央アジアとコーカサスの公的および民間の改良普及システ

ムでは、ワークショップ、見学会、会議、メディア（例えば、

パンフレット、ニュースレター、ウェブサイト）などの伝統的

な方法が使用されていた（Dosov 2018）。アルメニアの改良普及

は、主に研修（ワークショップ、見学会）、会議と議論、調

査、新技術やベストプラクティスの紹介、パンフレット、ニュ

ースレター、ウェブサイトなどのメディアを利用していた。キ

ルギスの改良普及方法には、研修、講義、プレゼンテーショ

ン、実演、現地視察、マスメディア、映画、雑誌、グループ活

動などがあった。コンゴ民主共和国では、改良普及の主なアプ

ローチは、1980年代の世界銀行の支援によるプログラムを引き

ずり、Training & Visitシステムに大きく依存していた（第8章を

参照）。エチオピアでは、戸別訪問、農場間グループ会議、コ

ミュニティ会議、現場での実演、農民研修センターでの学習な

ど、複数の改良普及手法を組み合わせて利用することが多かっ

た（第6 章参照）。 

参加型改良普及方法の幅と奥行きはますます広がっている

（農村推進員、学習グループ、地域イノベーション・ネットワ

ークなど）。これらにより、小規模生産者は改良普及と地元の

知識をより多く取り入れる機会を得ることができる。アルゼン
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チン、チリ、コロンビア、ウルグアイでは、参加型の戦略や能

力開発も利用されている（Preissing et al.2018）。ペルーとエクア

ドルの場合、農民から農民への伝達、農民実践学校、実習など

の参加型アプローチが用いられた。参加型手法は、ブラジルで

は（第4章参照）、改良普及員が農民を政府のプログラムや金融

部門につなげ、農民の信用度を高めるためにファシリテーショ

ン・アプローチを採用した。中央アメリカでは、情報通信技術

の利用について、55%が「中程度の優先度」、26%が「高い優先

度」と回答し、普及戦略 

に取り入れている（Preissing  et  al.2018）。民間企業の75%

は、これらの技術はより優先されるべきと回答している。中央

アメリカでは、改良普及員の84％が、受益者は携帯電話を通じ

て技術者にアクセスできることを指摘した。しかし、受益者が

電子メールにアクセスできると回答したのは42％に過ぎなかっ

た。 

 

図 3.2 アルゼンチン、チリ、コロンビアで利用されている農業普及サー

ビスの方法(%) 
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ICT・デジタル技術 

 

情報通信技術の価値も認識されつつある。携帯電話の使用は、

農村でもほぼ一般的になっている。しかし、多くの国では、試

験的なプロジェクトを除いて、改良普及員によるデジタル技術

の利用はまだほとんどない（ Franzel, Ndiaye, and Tata 2018; 

Preissing et al.2018）。ラジオは、農民に情報を届ける重要なツー

ルであり、現在もそうである（Rao 2015;Ragasa et al. 2019、マラ

ウイについては第 7 章、コンゴ民主共和国については第 8 章を参

照）。しかし、現在、改良普及プログラムは、テレビ（Kiptot et 

al. 2016）、ビデオ（Bentley, Chowdhury, and David 2015）、アプ

リ（Payne and Makh 2018）、モバイルやスマートフォン（van 

Campenhout, Spielman, and Lecoutere 2018）を使って情報を共有す

るようになってきている。WhatsAppやFacebook Liveなどのプロ

グラムは、サービスプロバイダーが対象者を取り込むために利

用されている。 

インドでは、農村部における携帯電話の普及率の高さから、普

及のためのICTアプリケーションの利用が大きく広がっている

（Babu and Shishodia 2018）。技術的なソリューションの提供と

して、特に携帯電話を通じた民間改良普及事業者の取り組みが

急拡大している。コミュニティラジオ、ショートメッセージサ

ービス、音声メッセージ、インターネットキオスクなどの方法

を用いて、伝統的な農業システムに変革をもたらす取り組みが

行われている。しかし、農業システムが高度に異質化すれば、

メッセージの文脈が追いきれない恐れがある。ともかくも、農

民は多角的な農業経営に乗り出し、伝統的な農法から脱却しつ

つある。農民組合は、特定の商品バリューチェーンに関する最

新情報を共有するために、参加型手法を用いる傾向がある。 

カンボジアでも2008年以降、電話利用者やインターネット加入

者数が大幅に増加している（Ke and Babu 2018）。しかし、国や

地方における能力不足や人材不足が、改良普及員や農民の情報

共有を制約している。改良普及局は、メッセージ配信のための

情報通信技術やデジタル化された農村情報、コミュニティベー

スの農民ラジオ・テレビ番組などを推進した。しかし、モバイ

ル・アプリケーションを通じて共有されるコンテンツの関連性



92 第3章  

 

を高める必要がある。ベトナムで用いられている代表的な方法

には、技術研修、改良普及モデル構築、研修旅行、コミュニケ

ーション、農民への最新の知識と新しい農業技術の提供などが

ある（Ngan and Babu 2018）。農民組合は、組合員間のノウハウ

の共有においても重要な役割を担ってきた。 

アドバイザリー・アプローチのもう1つの傾向は、ボランティ

ア農民の活用である。これは、指導農民、農民支援者、ボラン

ティア農民、村の代理人、コミュニティ助言者などとも呼ばれ

ている。これは、民間部門の改良普及の一形態とみることがで

き、地元の農民やその他の農村アクターが提供するサービスを

取引することもある。多くの主導的農民は、政府、民間、非政

府の改良普及活動と緊密に連携するために、地域社会から選ば

れる。主導的農民は地元に根ざし、地元の言葉を使うので、村

人からの信頼も厚い。カメルーン、ケニア、マラウイで主導的

農民が使っている80の組織を調査したところ、このアプローチ

が使われている理由の一つは、低コスト、範囲の拡大、コミュ

ニティへの説明責任の向上であることが明らかになった

（Franzel et al.）。主導的農民は、運営費の支払いや実証試験の

ための補助金や無料の投入財提供といった形で、給与やインセ

ンティブを受け取ることもあれば、受け取らないこともある。

研究により、認知とか利他主義といった非金銭的な要因が、主

導的農民の動機づけに役割を果たすことが示されている

（Franzel, Sinja, and Simpson 2014）。このように、地元の改良普

及支援者が効果的に活動するには、コーチングと技術的なバッ

クアップおよびコミュニティからの認識と支援が必要であり、

これらがなければパフォーマンスが低下する可能性がある

（Franzel et al.2015; Behaghel et al.2018; Ragasa 2019）。類似のモ

デルとして、笹川グローバル2000が開始し、アメリカ国際開発

庁（USAID）がウガンダで推進した「村人エージェントモデル」

がある。同様のモデルは、タンザニア（DLEC 2019）やルワンダ

（後者はいわゆる農民推進者）でも採用されている（MacNairn 

2018）。村の代理店は、輸送会社と連携している場合がある。

農業資材会社や荷主から、アドバイスや資材の配送、追加など

のサービスを受けることができる。彼らは、供与するサービス

に対して農民から手数料を受け取るか、販売から手数料を受け

取ることができる。特にアフリカでは、若者を改良普及指導サ
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ービスに参加させることに重点をおいている（「若者」の定義

は広く、通常は15歳から35歳まで）。これは、1989年の調査か

ら大きく変わった点である。国連食糧農業機関（FAO）は、

1993年に農村の若者は最も重要性が低いプログラム分野の1つで

あると報告している。若手の農民や農村の若者のために費やさ

れた時間と資源の割合は、2%から16%の間であった（FAO 

1993）。2012年では、4％から14％の間を推移している（GFRAS 

2012）。ガーナは、若者の改良普及員の訓練と配置を試行して

いる。ガーナ食料農業省（MoFA）が提供した最新の推計（2019

年4月）によると、（卒業生の）若者の失業に対処するため、国

家建設隊（NABCO）および青年雇用庁（YEA）プログラムのも

とに配置された農業改良普及員約1,700人、地区（農業）開発官

950人、青年普及員5,100人が存在するとされている3。 

現在では、若者を改良普及やアドバイザリー・サービスに従

事させるための特別なプログラムやプロジェクトが存在する。

ギニアでは、ドナー資金によるプログラムが若者の起業家の人

的能力開発に重点をおき、研修後に民間企業の代理人となるよ

うに推奨している（DLEC 2019; MacNairn 2017）。ニジェールで

は、若者向けアドバイザリー・サービス組織が、主に若者（対

象者の50％以上）にサービスを提供している。これらのサービ

スは無償にみえるが、実際には販売用投入財（種子、肥料など）

を含む他のサービスの提供を通じて報酬を得ている（Djamen 

2019）。グアテマラの農村開発学習センターは、農業推進者が

調整する組織化された地域住民で構成する研修センターである。

農業推進者は、農村開発を指導するリーダー的な存在であり、

コミュニティと農業改良普及員の間の連絡役となっている

（Chaisson- Cardenas 2019）。 
 
 

3  詳しくは、ナブコ（https://nabco.gov.gh/about/）、YEA（https://www.yea）をご覧ください。 

  

https://nabco.gov.gh/about/
https://www.yea.gov.gh/
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3.6 横断的な課題 

 
本章で報告された国や地域の事例では、ジェンダーや若者

（および一般的には社会的包摂）、栄養、気候変動など、いく

つかの横断的な問題が浮き彫りになった。改良普及制度におけ

るインクルージョンというのも、改良普及サービスの大半は、

新しい情報に敏感な大規模な進歩的農家に向けられているから

である。改良普及のための資源が限られていることから、ラテ

ンアメリカの改良普及員は、主要幹線道路沿いやアクセスしや

すい場所の農民に手を差し伸べることが多くなっている。遠隔

地の農民は、このプロセスから取り残されることが多い。さら

に、改良普及員の多くは男性であり、文化的な問題から女性は

イノベーション・システムにつながらないことが多いため、女

性農民は取り残されることになる。ラテンアメリカの先住民コ

ミュニティの農民とか黒人の農民は、標準的な改良普及システ

ムから取り残される可能性が高くなる。 

ラテンアメリカのプログラムでは、社会的包摂、農村の革新、

市場、農村地域の開発が重視され、改良普及は技術や生産性の

問題からより広範な役割へと移行した。グアテマラには、若者と

先住民族コミュニティを対象とした7つのプログラムと戦略があ

った（Chaisson-Cardenas 2019）。女性農家を対象として成功した

プログラムも多くある（例えば、70％の女性を対象とするエクア

ドルのトゥングラフア農業戦略や女性農家を対象とし貴重な教訓

を生んだニカラグアのゼロハンガープログラムなど）。この地域で

用いられている地域開発アプローチは、改良普及が現地のニーズ

をよく受け入れて、農業生態学的・社会経済的条件に基づく多様

なアプローチで活動する機会を提供し、その結果、多様な農民へ

のアクセスが確保された。ブラジルの改良普及政策は包括性を求

めて、ジェンダー、民族、若者に関する活動計画をもっていた

（第4章参照）。しかし、調査対象となったいくつかの地域の農

民は、本調査におけるこの指標を、改良普及のさまざまな指標の

なかで最も低いパフォーマンスとみていた。 

コンゴ民主共和国の事例では、女性の改良普及活動への参加

はほとんどなく（5％～9％）、女性は指導的地位には就いてい

ない（第8章参照）。女性の参加に対する主な制約は、社会規範

と移動性であった。しかし、女性の改良普及員は、男性よりも
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高い割合で女性農家にサービスを提供している。また、改良普

及スタッフの性別に関連して、年齢の問題があり、コンゴの出

先機関、特に政府のスタッフはかなりの部分が定年間近だった

（ギニアなど多くのアフリカ諸国でも同様）（MacNairn 2017）。 

インドでは、Krishi Vigyan Kendrasと呼ばれる地区レベルの分散型

農業科学センターが、ジェンダーに配慮したプログラムを通じて、

女性の収入と自信を高めるのに効果的であることが示された

（Babu and. Shishodia 2018）。しかし、収量を安定的に増加させ

るために、気候変動への適応をより重視することには、かなりの

改善の余地がある。インドでは、教科としての栄養学は普及シス

テムの一部ではない。20年前には栄養学をカリキュラムの一部と

して教えていたが、農業大学とは別に家政科学大学が設立された

ため、徐々に廃止されていった。しかし、家政科学大学の卒業生

は、改良普及の専門家として雇用されていない。総合栄養プログ

ラムをめぐり、村の栄養補助員と農業改良普及員との間で、地域

レベルにおいて協力する余地がある。この調整は、農業革新シス

テムの各機関の連携が改善されるまでは、後回しにせざるを得な

い。 

カンボジアでは、女性は土地、改良普及、金融サービス、市

場、技術へのアクセスが低い（Ke and Babu 2018）。近年、カン

ボジアでは干ばつや洪水の増加、モンスーン時期の変化により、

気候変動が主要な問題となっている。ベトナムでは、一般に女

性は男性に比べて改良普及、生産投入財、資本へのアクセスが

低い（Ngan and Babu 2018）。ベトナムでは、若い農業改良普及

員が大きな割合を占めている。2016年以降、国立農業改良普及

センターは多くの研修コースを開催し、若手農家の来訪を促し

ている。気候変動や栄養といった特別なテーマは、通常、主流

となる改良普及サービスではなく、プロジェクトのなかでしか

カバーされない（例えば、ギニア（MacNairn 2017）およびリベ

リア（Sigman 2017））。リベリアには、農業省が気候変動適応

策を通じて策定した「農業における気候変動管理」の能力開発

計画があった。そのために普及プロジェクトでは、公的な改良

普及スタッフを訓練した（Sigman 2017）。気候変動への適応は、

コンゴ民主共和国の包括的アフリカ農業開発計画（CAADP）と

国家農業投資計画（NAIP）のサブテーマ（割り当て資金が限ら

れているが）である。改良普及員は、おおよそ栄養の話題に関
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する研修を受けていない（第8章参照）。 

気候変動は、中央アジア・コーカサスに悪影響を及ぼすと予

測されており、各国は気候変動戦略の定義と実施という点で異

なっている。現在、広範な分野にわたる気候変動に関して地域

協力を支援する明確な権限を有する地域政府間機関は存在して

いない（Dosov 2018）。栄養は多くのハイレベル会合や文書でト

ピックとして取り上げられているが、普及スタッフとそのプロ

グラムでは真剣に取り組まれていなかった。 

 

3.7 結論 

 

特に2015年以降、改良普及とアドバイザリー・サービスの状

況を調査する研究が数多く行われている。これらの研究は目的

や方法が異なるものの、改良普及の最適な特性（ガバナンス構

造、能力、管理、助言方法）に関して有益な情報が得られる。

また、ジェンダー、若者、栄養、気候変動といった分野横断的

な問題についても調査が行われた。大半の国では、複数の改良

普及制度があり、多数の公共、民間、市民社会の事業者が存在

している（表3.1参照）。公共部門は、通常農業省が改良普及の

全体的な調整と規制を担っている。 

多くの国では、サービスをより低位のガバナンスに分散させ

始めている。多くの国には、改良普及やアドバイザリー・サー

ビスに関する具体的な政策がなく、これらは、通常、より広範

な農業セクターの開発政策に根ざしている。なかには、政策が

時代遅れであったり、十分に実施されていなかったりする国も

ある。しかし、プログラムが更新され、十分な資金が提供され、

実施も十分な改良普及政策を展開している国もいくつか存在す

る。農業イノベーションシステムの関係者の間やほかの関係者

との調整は、ほとんどの国で課題となっているが、マラウイと

ブラジルではこれに対処するためのメカニズムがいくつかみら

れる。改良普及サービスの資金調達は非常に多様である。アフ

リカや中央アジア、コーカサスでは、かなりの程度ドナーに依

存し、公共部門が主導している（ルワンダとエチオピアではド

ナー資金を利用しているが、両国の改良普及プログラムは、ド

ナーの優先事項ではなく両国の改良普及戦略や農業開発戦略に

より進められている）。 
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公共部門からの改良普及員数が現在抱える業務に十分である

ことはほとんどなく、国によっては欠員率や離職率が高くなっ

ている。改良普及員の基礎教育は、通常、技術的な話題に重点

がおかれており、改良普及に必要な機能的スキルが欠落してい

る可能性がある。例外として、中南米の数ヵ国では、改良普及

員のための基礎教育や教育の持続的システムが確立されている

ようある。改良普及員に、インセンティブを与えている国もい

くつかあるが、ほとんどの場合、改良普及員はやる気をなくし

ており、基本的な交通手段や設備も不足している。給与は、通

常、特に公共部門において低く、報酬や表彰もほとんどない。

指導農民や農村推進員がよく利用されるが、彼らもまた公的な

改良普及制度からの支援だけでなく、地域社会からの受け入れ

や支援の仕方に苦労している。 

助言に用いられる手法はきわめ多様である。多くの国では、

個人やグループでのコミュニケーション・アプローチといった伝

統的な方法を用いる傾向があるが、より参加型のアプローチを

採用する傾向もある。また、農民実践学校などでは、ラジオや

テレビ以外のICTの利用も進んでいる。ほとんどの国では、農民

による改良普及員や農村推進員など、ある種の乗数的なアプロ

ーチを採用している。社会的包摂を強化するための方法は数多

くあり、それを拡大する方向が重視されるようになってきてい

る。しかしながら、一方で、女性、若者、その他不利な立場に

ある人々へのアプローチは、特定のプロジェクトに限られ、必

ずしも主流にはなっておらず、その効果についてもあまり知ら

れていない。気候変動に配慮したアプローチは急速に拡大して

おり、多くのプログラムで取り上げられ、様々な方法で推進さ

れている。改良普及の内容に栄養の問題を取り入れることは、

いくつかの国ではまだ検討の段階である。 

 

3.8 政策提言 
 

本書の第1部では、改良普及とアドバイザリー・サービスに関

する指標を収集することの難しさと必要性を示した。本書では、

改良普及サービスの分析の指針としてベストフィットの枠組み

を使用しているが、この枠組みは、成果や影響を測定するうえ

で共通の指標を確立するには不十分である。2012年にGFRASが
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開発途上国の改良普及制度を調査して以来、世界的な（国際的

に比較可能な）データの収集を継続し、改良普及に関する共通

の指標を確立するための取り組みがいくつか行われている。世

界銀行、USAID、IFPRI、FAOは、2000年代初頭からこの問題を

議論してきた。2016 年頃には、ビル・アンド・メリンダ・ゲ

イツ財団が作業を開始し 、ダッシュボードと呼ばれる国ごとに

比較可能な一連の指標が作成された。改良普及の話題では、予

算配分、改良普及員数、内容の妥当性、到達範囲、採用率、そ

の他システム・レベルの特性について行われた。改良普及ダッ

シュボードは、当初３ヵ所で試行された。タンザニア、エチオ

ピア、インドのビハール州がそうである。この作業はまだ発展

途上であり、ステークホルダーの賛同に苦慮している（DLEC 

2018）。 

同時に、農村指導サービス世界フォーラムは、その地域ネット

ワークと国別プラットフォームとともに、新たな資金調達の提案

の一環として、「改良普及観測所」の設立を提案した（ IFAD 

2018）。この観測所は、改良普及指標に関する情報を継続的に収

集し、各国のプラットフォームを通じてアクセスを可能とするこ

とを目的としている。アフリカ連合が、アフリカ諸国の統計情報

の管理と利用を支援することにより、エビデンスに基づく科学・

技術・イノベーション政策決定を支持するために策定中の「アフ

リカ科学技術・イノベーション観測所」の情報基盤に貢献する

ものである(AOSTI 2013）。これらの観測所は、開発途上国の農

業研究システムに関する開かれた出所データを提供する農業科学

技術指標（ASTI）イニシアチブに反映されているように考えられ

る。ASTIは、何をもって研究とし、それをどのように測定するか

について、合意された定義と慣例（フラスカティ・マニュアル）

が存在するため、普及データよりも研究データの方が入手しやす

く、より多くの支持を得ているようである（OECD 2015）。この

ことは、改良普及とアドバイザリーサービスに関する合意された

定義と慣習の必要性をさらに強めている（DLEC 2018）。 

改良普及データの収集という問題に取り組んでいる上記した

組織は、多様な状況に対し改良普及システムのパフォーマンス

を一貫して評価するために確立された一連の評価基準をもつこ

とに価値があると考えている。これにより、複数の環境にわた

って学習内容を共有・適応させ、政策立案者、資金提供者、改
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良普及実施者が、効果を最大化するためにどのような技術革新

や活動に投資すべきかについて指針を得ることができる（DLEC 

2018）。改良普及の指標を収集する初期の取り組み（FAO 1991; 

GFRAS 2012）では、以下の点に焦点があてられていた。方程式

の「インプット」側と呼ばれるものである。これらの指標には、

例えば、活動中の改良普及員数、改良普及に割り当てられた公

的支出、農民と改良普及員の比率、公共・民間・市民社会の部

門にわたる改良普及員数とその形態などが含まれる。入力指標

は、農業・農村開発という広い分野で、希少な公的資源をどこ

にどのように割り当てるべきかを判断する際には有用であるが、

ストーリーの一部しか明らかにならない傾向があり、既存また

は計画中のプログラムのなかで、これらの資源をどのように使

用するかを判断する際にはあまり有用ではない。第１に、その

定義からして、一般に、改良普及に関連する短期的または長期

的な成果（生産性、持続性、所得、社会的公正の改善）を把握

することができない。第２に、システムレベルのパフォーマン

ス、例えば、農業分野における改良普及員とその他のアクター

間の構造、プロセス、関係のパフォーマンスを反映するもので

はない。したがって、入力指標を補完し、改良普及のステーク

ホルダーがさまざまな成果を設計し、測定できるようにするた

めの高次の指標が必要である（DLEC 2018）。 

特に、多くの国では、改良普及サービスを独立した項目とし

て明確に予算化していないため、改良普及を定義する線引きが

あいまいで、国によって異なることが多い（DLEC 2018）。さら

に、改良普及を提供する複数のアクター、情報共有のための複

数のチャネル、アドバイザリー・サービスの地方分権が多くの

国で混在していることが、改良普及の課題となっている。改良

普及の測定値をだれから収集するか、また、改良普及への財政

的、技術的、人的資源の投資をどのように確認するかについて、

公平な方法で特定することができる改良普及指導サービスが、

私的な情報やサプライチェーン契約、商業技術と関連している

場合、データの入手がさらに困難になることがよくある。 

政府や開発パートナーが、農民ベースの学習プロセスや最後

の一人まで取りこぼさないなど、農村指導サービスを進める上

で重要な要素を認識するにつれ、改良普及にもっと戦略的に投

資する必要性が認識されるようになった。そのためには、最も
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効果的な改良普及戦略を適切に理解するための優れたデータと

分析が必要である。データは、研究者、政策立案者、資金提供

者、改良普及事業者が、特異な文脈に配慮しながら世界的に成

功を収めた事例を参考にしたアドバイザリー・サービスシステ

ムを設計・実施する方法について、学習ニーズに役立つもので

なければならない。しかし、現在設計されている国別・プロジ

ェクト別の指標やデータでは、各国の改良普及システムが何を

正しく行っているのか、ほかの国はそこから何を学べるのかに

ついて、必ずしも世界的な対話ができるわけではない（DLEC 

2018）。 

2018年、一連の組織が再び「改良普及の共通指標」という課

題に取り組み、改良普及の「入力」面だけでなく、システム、

デリバリー、アウトプット、成果、そしてインパクト領域にま

で焦点をあてた共通指標を提案した（DLEC 2018）。地方普及能

力向上計画 Developing Local Extension Capacity（DLEC）プロジェ

クトに先導され、世界銀行、USAID、IFPRIのメンバーからなる

タスクフォースを結成し、普及のための共通の定義と指標に関

する作業を開始した。タスクフォースは、ビル・アンド・メリ

ンダ・ゲイツ財団の初期ダッシュボードから着手したが、文献

調査を行い、さまざまな領域にわたる改良普及の指標およびほ

かの情報源を特定した4。まだ作業中ではあるが、タスクフォー

スによって有望とされた指標を表3.2に共有する。 

この表は、指標をベスト・フィット・フレームワークの次元

と関連付けるものである（第1章の図1.2参照）。そこには、いく

つかの注意事項がある。これらの指標の多くは理想的なもので

あり、実際には存在しない。指標番号1～19は記述的データ、20

～25の指標は改良普及サービスがこれらの成果指標にどのよう

に寄与しているかを厳密に評価する際に必要である。改良普及

と助言のサービスの重要性は、ステークホルダー（資金提供

者、実施者、評価者）が、改良普及のための最適な方法を考え

続けることが重要であることを示している。 

 

4.特にエチオピアについては、ゲイツ財団が10の指標を作成した。(1)改良普及にかかる
公的予算の割合、(2)1世帯あたりの改良普及予算、(3)改良普及員の経済的インセンティ
ブ、(4)継続的改善プロセス、(5)公的改良普及による普及世帯、(6)すべての改良普及によ
る普及世帯、(7)改良普及の主要手段としてのICT、(8)公的改良普及の質、(9)女性農家に
対するサービス、(10) 包摂性 
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表 3.2 最適合次元別データソース、入手可能性 
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第９章   結論：用途と政策的含意 
 

デイヴィス・クリスティン、キャサリン・ラガサ、スレシュ・チャンド・バ

ブ 

 

本書の目的は、諸国間を比較することにより、以下の2つの観点

から改良普及指導事業を評価することである。 

1. 対象となる国や地域の既存の改良普及サービスにつき、
一連の特徴に焦点をあてて比較すること 

2. 事例国において、改良普及サービスのパフォーマンス
評価と改良普及アプローチのインパクト評価を実施す
ること 

目的1は、ベストフィットの枠組みから、ガバナンス構造、能力、

管理、助言方法など、具体的な改良普及の特徴を取り上げる。第

1部では、一次データに基づく世界的な概要と一次データおよび

二次データに基づく地域および国の事例を紹介する。目的2は、

一次および二次データに基づく国レベルの詳細な事例を使って実

施する（第2部）。ベストフィットの概念的枠組みにより、選出

された特徴や結果を、地域間である程度比較することができる。

本書は、政府機関、開発パートナー、学術関係者、農業改良普及

サービスの調整機関にとって有用となる具体的な政策提言を作成

している。また、選出した特性（ガバナンス構造、能力、管理、

助言方法）の比較分析を可能にするベストフィットの枠組みによ

り、国レベルの事例を通じて改良普及システム評価のプロセスを

示している。 

この最終章では、最適なフレームワークの特性にしたがって整

理した結論を示し、世界的に改良を進めるうえでの政策を提言す

る。また将来の研究分野をいくつか示す。ベスト・フィット・ア

プローチによるこの枠組みは、改良普及と助言のサービスの特徴

に着目している。 

分析に用いた改良普及の特徴は、ガバナンスの構造、能力、

管理、助言方法である。「ガバナンス構造」とは、改良普及サ

ービスの制度的仕組みであり、既存の政策環境に強く依存する。
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ガバナンス構造は、改良普及サービスにおける公共部門の役割、

民営化のレベル、地方分権の程度、資金調達のメカニズム、農

民が改良普及サービスに影響を与える能力によって異なる。

「能力」とは、人的・組織的能力、物理的インフラおよび財政

的資産のことである。「管理」とは、それぞれのガバナンス機

構において改良普及 サービスがどのように管理されているかと

いうことである。組織能力とマネジメントは密接に関係してい

るため、いくつかの章でまとめている。「助言方法」とは、改

良普及サービスの現場スタッフが農民との交流で用いるアプロ

ーチである。方法は、対象となる対象者数（個人、グループ）、

助言の対象となる意思決定の内容（特定の作物や家畜の生産、

経営上の意思決定、グループ活動）、使用するメディアの種類

（ラジオ、テレビ、インターネット、ビデオ、印刷、対面）等

さまざまな側面によって分類することができる。また、ジェン

ダー、栄養、気候変動など、各章で論じられた横断的な問題を

検証し、具体的な結論を導き出す。 
 

 

9.1 ガバナンス体制 

 

ガバナンス構造に関する結論は、政策と戦略、資金調達、制度

の多元化と連携に分類される。 
 

政策と戦略 

改良普及システムに対する明確な政策と戦略は、いくつかの

理由から重要である。政策と戦略は、ガバナンス構造、したが

って農業改良普及システムの組織化とサービスの提供、地方分

権のレベル、農業革新システム内の調整と連携に影響を及ぼす。

大半の国では、改良普及とアドバイザリー・サービスに関する

具体的な政策が存在しなかった。戦略や指示は、通常、より広

範な農業セクターの開発政策に根ざしていた。なかには、時代

遅れの政策や十分に実施されていない政策が存在する国もあっ

た。また、政策が文面上には存在しても、十分な資金を伴うフ

ォローアップが不足している国もあった。例えば、マラウイで

は、農業改良普及政策によって改良普及サービスの提供が行わ

れてきた。この政策は2000年に制定され、現在改訂されている。
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2000年の政策ビジョンは、「すべての農民が、質の高い改良普

及サービスを、それを提供できる最も優れた者から要求し利用

できるようにする」ことである（マラウイ、MoAIWD 2016）。

したがって、多元的な改良普及システムを推進・調整するため

の第一歩は、改良普及サービス提供に関する明確な政策をもつ

ことである。 

特定の政策や戦略の存在も、資金調達や実施に影響を及ぼす

ラテンアメリカでは、改良普及サービスの資金調達は非常に多

様であった。アフリカと中央アジア・コーカサスでは、資金調

達はドナーに依存し、公共部門が主導する形となった。例えば、

ルワンダとエチオピアでは、ドナー資金を利用したとはいえ、

改良普及プログラムは自国の資金によって推進されていた。 

また、ドナーの優先順位ではなく、農業普及・農業戦略によ

って決定されることもある。国によっては、サブセクターの政

策や戦略もあり、それらは改良普及とリソースをめぐって競合

する可能性がある。改良普及のための資金調達は、明示的に特

定する必要がある。 

明確な用途の指定がなければ、改良普及資金が政治的に魅力

的な他の目的に流用されるかもしれない。例えば、マラウイで

は、農業部門に割り当てられた予算のほとんどが肥料補助金に

費やされているため、改良普及サービスへの投資が少ないこと

が課題となっている。また、この支出は農業投資総額に含まれ、

アフリカ連合の包括的アフリカ農業開発計画（CAADP）の合意

事項である年間予算の10％を農業に割り当てることを示すもの

であった。改良普及サービス開発に関する農業支出の政治経済

学は、さらなる分析の必要性を示唆している。 

調整、地方分権、多元的な改良普及の実施といった問題には、

明確な政策や戦略が必要である。調査対象となったすべての国

では、公的機関、民間企業、市民社会によるサービス提供者が

多数存在し、ある程度多元的な改良普及制度が確立されていた。

公共部門、通常は農林水産省が、主に全体的な調整と規制を担

っていた。多くの国では、改良普及サービスをより低いレベル

のガバナンスに分権化していた。改良普及サービス事業者と農

業イノベーションシステムの他の関係者（研究、教育、職業訓

練など）との調整は、ほとんどの国で依然として課題となって

いるが、マラウイとブラジルでは、この課題に対処するための
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メカニズムがいくつか見受けられた。改良普及制度に関する明

示的な政策があれば、そのことを助長するであろう。 

本書で調査した国のうち、エチオピアは農業分野に違いをも

たらす政策・戦略、政府主導の改良普及サービス促進の具体的

な事例を提供している。エチオピア政府は、農業全般、特に改

良普及サービスに大きな力を注いできた。エチオピアの農業へ

の投資は、連邦政府省庁から地方、そして最下層の行政単位に

至るまで、第一線の改良普及員を通じた公的改良普及サービ

ス・メカニズムによる「助言・訓練サービス」の提供に重点を

おいてきた。エチオピア政府は、公的改良普及制度に多額の投

資を行い、以下のように人材を育成してきた。過去10年間で4万

5,000人の改良普及員を育成し、1万1,000ヵ所以上の農民研修所

を建設した。その結果、改良普及サービスへの投資拡大に加え

て、肥料、種子、資金を提供するシステムへの支援や民間部門

に対する開発支援を通じて、エチオピアの農民全般への支援を

さらに向上させることができることが明らかになった。これら

の知見は、零細農家の生産活動を強化支援するために、改良普

及制度の整備とともに投入資材供給市場の完全自由化が必要で

あることを補強するものである。エチオピアの事例（第6章）で

は、投入資材市場と改良普及サービスに対する公的関与の継続

と零細農家に対する商品とサービスの効率的な提供に対する民

間投資に向けた新たなインセンティブの確保が必要であると認

識された。投入資材と改良普及サービスの提供をより柔軟なも

のにし、小農により多くの選択肢を与えることで、農業部門に

新たな市場と技術提供の機会がもたらされる。これらはすべて、

改良普及に関する具体的な政策が存在し、それが農業部門全体

の政策と連携して調整と実施が行われている場合に可能となる。 

明確な政策や戦略の必要性は、調査した他の国でも例証され

ている。例えば、コンゴ民主共和国の事例（第 8 章）は、脆弱な

国家、政府、地域であっても、公共部門による普及活動が依然

として重要であることを浮き彫りにしている。コンゴ民主共和

国やその他の脆弱国で広く観察されているように、ドナーや

NGOが主導するプロジェクトの多くは、プロジェクトの設計、

実施、能力強化活動において、政府機関がそれに関与しない傾

向がある（Ragasa and Ulimwengu 2017）。したがって、明らかに

重要な拡大戦略は、NGOだけに焦点をあてるのではなく、公共
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部門の改良普及員や技術専門員の能力強化と学習プログラムを

含めるものでなければならない。農業・農村プロジェクトにお

いて、政府のカウンターパートを迂回させるのではなく、協力

させる方向へ導くことがきわめて重要となる（DLEC 2019）。政

府機関には不信感や非効率性があるとしても、NGOの活動が限

定的で場当たり的であるのに比べれば、政府機関には国内に分

散している幹部人材がいる。したがって、能力強化や普及活動

を行ううえで、政府機関はきわめて重要な役割を担っている。 

最後に、一部の国では改良普及システム改革の目的に、再構

築と近代化を掲げているが、これにも明確な政策や戦略が必要

である。例えば、カンボジア政府は、研究、改良普及サービス、

農民組織、農業バリューチェーン、改良研究所を連携させるた

めの新しい多元化勧奨政策により、改良普及システムの近代化

を図った。2014年以降、ベトナムの国家改良普及制度は、農業

部門再構築計画に重点をおいて、以下のように農業開発を進展

させた。食品の安全性を高めかつ食品衛生を促進することに加

え、ベトナムの国家改良普及制度は、改良普及サービスを任せ

られたスタッフと協力者の能力向上、改良普及サービスにおけ

る通信情報技術の活用強化、農民と企業の連携強化、改良普及

サービスに関する政策の策定を担っている。しかしながら、こ

れらの計画の実施は大きく後退している。明確な政策や戦略が

ないことに加え、資金やコミットメントが限られているため、

改革プロセスの実施が妨げられ、あるいは遅らせられていると

考えられるのである。 

 

資金調達 

改良普及制度が効果的に実施されるためには、そのための十

分な資金が鍵となる。過去30年間に、公的な改良普及サービス

が弱体化した原因の多くは、公的セクターの資金が減少したこ

とにある。例えば、アジア諸国の事例によれば、公共部門の資

金は数十年にわたり減少している。一方、ラテンアメリカでは、

各事業者がそれぞれ異なる資金源を持っているため、個々のプ

ログラムや地域は同じでも、改良普及制度はより安定したもの

になっていると考えられる。 

改良普及サービスの対象範囲は、時間の経過とともに大きく

変化するかもしれない。国レベルの報告書によると、ほとんど
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のサービスは、時間の経過とともに資金調達が不安定となり、

運営支援が不十分になっている。ほとんどの国では、改良普及

サービスを外部（ドナー）のプロジェクト資金に依存している。

これらのプロジェクトのなかには、資金提供の期間が１年未満

のものもあり、質の高い改良普及サービスを提供あるいは開発

効果を実証するには、不十分な期間である。公共部門が公的な

改良普及員の給与を支払い、ドナーの支援を受けたNGOプロジ

ェクトが運営費を支払うという組み合わせは、本書で紹介した

事例を含め、アフリカのいくつかの国では共通の傾向であり、

資金調達モデルになっている。 

要約すれば、改良普及サービスの資金調達は、多元化が進む

につれて混在してきている。特定の品目やバリューチェーンに

対してより多くの民間セクターが支援を行うようになれば、公

共部門の役割は減少していく可能性が高くなる。これは特にラ

テンアメリカで支配的なシナリオであり、中央アジアとアフリ

カではそれほどでもないとみられる。国によって資金源の組み

合わせが異なるため、個々のプログラムや地域によって適用範

囲が大きく異なるが、国のシステム全体としてはより安定した

ものになるであろう。各章で論じたように、貧しい農民、遠隔

地の農民、主食作物に依存する農民は、商業化の可能性が低く、

民間の改良普及サービスを利用する可能性も低くなっている。

公共部門は、資金調達、調整、質の高い改良普及サービスへの

公平なアクセスの確保において、主要な役割を果たさなければ

ならない。全体として、以下のように最適化することが必要で

ある。 

資金を調達し、関係者間で改良普及サービスの提供を調和さ

せるためには、改良普及サービスの継続的な革新が必要である。

この場合、改良普及サービスへの持続的な資金の提供が鍵とな

る。本書では、さまざまな改良普及手法を組み合わせることで、

改良普及サービスの資金的な持続可能性を高めることができる

ことも高く評価した。例えば、ラテンアメリカでは、農民1人あ

たりの平均コストは、年間44米ドルから2,400米ドルに達するこ

とが示されている。この大きな格差は、個別手法とグループ手

法の使い分けとか国ごとの運営コストに基づいている。追加な

いしは新規のイノベーション情報通信技術や IoT （ van 

Campenhout et al. 2018）などの利用とか農家を改良普及員として



結論：用途と政策的含意 117  

 

 

導く（例えば、マラウイやルワンダ［Franzel et al. 2016］参照）

ことは、財政上の持続性を高めるうえで役に立つ。 

 

制度の多元化と連動 

第1部では、改良普及と助言のサービスが、数十年の間にはる

かに多元的になったことを示した。現在、100万人以上の改良普

及員が存在するが、彼らは民間、非政府、公共部門のさまざま

な組織に所属しており、さらには農民の自主的な改良普及員も

存在する。改良普及の多元化が進めば、サービスの調整とか各

アクターの比較優位の把握に影響が出てくる。例えば、公共部

門が公共財の形態のサービスを扱い、国の食料安全保障の目標

に取り組んでいる一方で、民間部門は市場へ参入した農家を、

バリューチェーン事業を通じて国内市場や輸出市場に結びつけ

ることで貢献できる。 

このような多元的なシステムでは、改良普及メッセージの矛

盾や努力の重複を避けるために、調整、品質管理、規制に焦点

をあてることが、政府にとって重要な役割となる。このような

役割は、改良普及サービスそのものを提供するのと同等か、そ

れ以上に重要なものとなるだろう。例えば、ラテンアメリカの

ほとんどの国では、改良普及の制度的枠組みが変更されたこと

により、サービスの調整にギャップが生じ、対象範囲の縮小、

努力の重複、矛盾したメッセージ、サービス提供の弱体化につ

ながったことが確認されている。さらに、民間の大規模農場経

営者との連携を強化する必要が指摘された。 

これに関連して、改良普及の知識提供およびそれを促進する

役割を強化する必要があり、それにより連携とパートナーシッ

プの成果を上げることが可能となる。本書を通じて示されてい

るように、連携には多くの制約がある。したがって、公的改良

普及員と民間部門をはじめとするさまざまな組織が、互いにま

た関係するほかのアクターとより連携できるような方法を見つ

けなければならない。 

多くの組織が改良普及サービスを提供する一方で、サービス

提供の多元化が完全とは言い難いこともまた示している。サー

ビスの提供者は国際NGOが中心であるが、人的資源が限られて

いることが多く、政府の改良普及員に大きく依存している。国

際 NGOが政府改良普及員に運営資金を提供し、政府が人的資源
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を提供することで、政府の資源の制約に対応しているケースが

よくみられる。このように限定された多元化の結果、サービス

提供者間の競争はほとんどなく、農民の選択肢もほとんど広が

らない。 

 
 

9.2 組織能力と管理 

 
組織能力と管理の問題は密接に関連しており、その知見をま

とめてみた。組織能力と管理の問題は、本書で検討された事例

の間でさまざまに変化している。しかし、多元的な環境におけ

るさまざまな主体による改良普及サービス活動の調整と調和に

関する問題は、システムがいかにして改良普及サービスの目標

を共有し、共同で活動の優先順位を決め、資金を調達して管理

し、スタッフのパフォーマンスを評価し、学習と改善の機会を

提供する機能的なモニタリングと評価のシステムを維持するか

にかかっている。 

能力と管理の領域では、考え方、役割、期待が重要であり、

多くの場合、これを変える必要がある。例えば、マラウイでは、

改良普及員が「プロジェクトは成功したのだから、推奨した技

術を継続的に採用しないのは農民の責任だ」というような発言

をするのをよく耳にする。このような考え方は、農民の現実と

改良普及員の役割に対する理解不足を示すもので、懸念すべき

である。また、彼らの監督や監視のされ方も反映しているのか

もしれない。これは、ほとんどのプロジェクトの場当たり的な

性質、これらのプロジェクトにおける「チェックボックス」の

文化、評価や学習の欠如を明らかにするものであり、農民を中

心に据え、協力して農民を支援するのではなく、技術を押しつ

ける供給主導型のアプローチと同じである。 

これに関連して、第8章では、コンゴ民主共和国における管理

システム、特にインセンティブ・システムが、組織レベルで強

化される必要のあることを確認した。ラテンアメリカの改良普

及制度では、改良普及業績指標の欠如が組織と運営における決

定的な空白域となっていた。第3章でも述べたように、報告され

たほとんどの事例では、改良普及システムの有効性を高める上

で大きな障害となっているのは、人的資源と報告されている。
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能力の弱点には、スタッフのスキル、改良普及活動を実施する

ためのインフラや設備などの不足がある。 

改良普及員のために、基礎教育や継続教育を実施しているが、

改良普及サービスの能力は、現場で働く職員とその職員が働く

組織の両方に当てはまる。人材レベルの能力は、改良普及サー

ビスを提供する職員なりスタッフの量と質に依存する。 

公共部門の改良普及員の数が業務に十分であることはほとん

どなく、国によっては欠員率が高く、離職率も高くなっている。

改良普及員の基礎訓練は、通常、技術的なトピックに重点がお

かれており、改良普及に必要な機能的スキルが欠けているよう

である。 

例外的に、改良普及員のための基礎教育や継続教育の制度が

確立されているのは中南米諸国の数ヵ国である。改良普及員に

インセンティブを与えている国もいくつかあるが（例えば、エ

チオピア、モザンビーク）、ほとんどの場合、改良普及員はや

る気をなくしており、基本的な交通手段や機材が不足していた。

給与は、特に公的機関では低く、報酬や表彰もほとんどなかっ

た。 

エチオピアの改良普及システムの分析（第6章）では、改良普

及サービスが生産性向上と農業変革に大きく貢献するためには、 

3つの重要な制約があることが示された。第１に、制度的な革新

が限られており、研究機関との連携も不十分であるため、シス

テムへの新しい知識の注入が限られている。改良普及員は、そ

の仕事の量と多様性にもかかわらず、十分な資源がないなかで

活動しているため、研究と改良普及サービスの間のつながりが

弱く、開発担い手の技術支援に対する収益が減少している

（Krishnan and Patnam、2014年）。第2に、改良普及員は通常の職

務を超えた活動となれば負担が大きいため、追加の知識や情報

を探す時間がほとんどない。現在のシステムは、改良普及員と

農民の比率が適切であることは評価できる、過度に標準化され

ており（one-size-fits-all）、地域の状況に適応する柔軟性に欠け

ている。第3に、農民研修センターは一般に資金不足に陥ってお

り、活動の焦点や規模が定まっていないため、その有効性に制

約がある。改良普及サービスが対象とする農家数が大幅に増加

したことを示す証拠がある一方で、こうした制約があるため、

将来の利益が持続することは望めない。したがって、現状のま
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までは、増加しつつある農民のシステムへのアクセスが、生産

性向上につながるとは考えにくい。コンゴ民主共和国の事例で

は、現在の改良普及スタッフを退職させて、その規模を縮小す

ることを優先させるべきである。 

また、より若く活力のあるスタッフを雇用あるいは再教育を

行うこともある。これにより給与体系が見直され、貴重な人的

資源とか資金が有効活用ないしは節約され、改良普及所あるい

はその支所で資源や資金がおおいに必要とされる事業や施設に

振り向けることができるという利点もある。改良普及員の能力

向上や改良普及員の訓練は、ほとんど行われていない。新しい

技術、ソフトスキル、市場、栄養、天然資源、気候変動に関連

する問題について改良普及員を教育するために、さらなる努力

が必要である。ペルーでの有望な取り組みを除いて、改良普及

員やコミュニティレベルの農民指導者の能力を認証する取り組

みはほとんど行われていない。改良普及員の専門化に加え、登

録や認証に裏付けられた戦略的な地域的枠組みを構築するため

の支援が必要である。 

個人レベルだけでなく、組織やシステムレベルの能力も必要

である（FAO 2012）。例えば、インドでは複数の改良普及活動

を行っているが、、政府はそのために改良普及活動の調整、モ

ニタリングおよび評価のために、システム全体の能力を開発す

る必要に迫られている。 

 

 

9.3 助言方法 

 

アドバイスは、対象者にサービスや情報を提供し、農民をエ

ンパワーするためであるが、これに加えて、各国が改良普及サ

ービスの使命を果たすためにさまざまな方法が講じられている。

一般に、多くの国では、改良普及がトップダウン方式から参加

型の方式へ移行し、また生産のみに焦点をあてたアプローチで

はなく、市場志向のアプローチへと移行している。例えば、ラ

テンアメリカでは、参加型改良普及手法（農村推進員、農民か

ら農民へ、農民実践学校、学習グループ、地域イノベーショ

ン・ネットワーク）がその幅と深さにおいて有力となってきた。

世界的な評価（第2章）では、現在ではさらにより多様な方法、
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特にデジタル手法が利用可能となってきた。民間の改良普及活

動やボランティア農民の活用は、世界的に提唱され、また利用

されている。 

ラテンアメリカでは、改良普及に近代的な情報通信技術の利

用はほとんどみられない（第3章）。中央アジアとコーカサスで

は、よりよいコミュニケーションを確立するために、農業情報

センターの設置や強化、ICTインフラの整備、農民との直接のネ

ットワーキングなど、さまざまな対策が必要であるが、現在は、

協同組合を通じて行われている（Dosov 2018）。成功したプロジ

ェクトをスケールアップする際に生じる課題を理解することは

重要であろう。情報通信技術を用いた新しいイノベーションは、

調査したすべての国や地域で採用されているが、それは情報通

信技術の浸透に基づいている。 

携帯電話を使った改良普及サービスは、従来のアプローチを

維持する必要がある。知識を共有するためには、その地域特有

のソリューションが必要であるが、それは携帯電話を通じての

み提供可能である。必要な知識と情報は個人またはグループ単

位で農家に提供される。このような伝統的な手法への投資はま

だしばらく続くであろうが、IoTのような新しいアプローチが、

従来の改良普及サービスの手法の一部を置き換えるのに効果的

であろう。 

 

 

9.4 横断的な課題 

 
国レベルでの拡大されたシステムによるサービス提供の一環

として、多くの分野横断的な課題が持ち込まれるようになって

きた。こうした問題には、気候変動や気候変動に対応した技術、

栄養、農業におけるジェンダーや若者などが挙げられる。改良

普及とアドバイザーの役割については、これまでにも議論が行

われてきたが、拡大システムの提供は、新たな開発課題に適応

し対応することができる（Davis and Sulaiman 2014）。新たなテ

ーマ別の課題をカバーするために、現行の改良普及サービスの

機能を拡大または変更するためには、状況の変化に応じた相応

の能力開発への投資が必要である。 

例えば、ブラジルの改良普及サービスでは、不利な立場にある
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グループに手を差し伸べる方針であったにもかかわらず、必ずし

もその通りに機能しなかった。このことから、同国の改良普及の

研修では、ジェンダー、若者、民族に関する問題に部分的に焦点

をあてるべきという提言がなされている。より広い意味では、新

規の改良普及員は、農村コミュニティの推進役兼問題解決者とな

り、農村コミュニティが直面しているさまざまな課題（生産活動

だけでなく、農村生活、その他の社会的・文化的側面においても）

を支援できるようになることが期待されている。 

 
 

9.5 政策提言、具体的行動、評価方法および枠組
みからの教訓、そして今後の研究課題 

 
これらの結論に基づき、改良普及サービスの意思決定者と実施

者に対して、改良普及システムを強化するための政策提言の概要

をここに示す。この結論では、ガバナンスを改善するための政策

やプログラムの実施、能力強化のためのカリキュラムの改革、管

理上の各レベルの改良普及スタッフへのインセンティブ付与、財

政的持続性を高め規模拡大を実現する適切な助言手法など、特性

に応じた最適な政策的示唆を与える。具体的な政策的洞察は以下

のとおりである。 

1.改良普及サービスに関する明確な政策や戦略は、よりよいガ

バナンス、資金調達、調整、地方分権、そして改良普及サー

ビス全体の効果的な設計と実施のための重要な一歩となる。

国別にみて改良普及戦略を策定する能力は弱いか、もしくは

存在しないため、国の制度において強化する必要がある。 

2.改良普及サービスへの公的資金は減少しており、現在の資金

調達は不安定なままである。また、ほとんどの貧しい国で

は、改良普及システムの運営を引き続きドナーからの資金に

頼っている。改良普及サービスでは、民間組織、NGO、農民

組織がますます重要な役割を果たすようになっているが、遠

隔地や周縁部に手を差し伸べるためには、公的な役割を過大

評価するわけにはいかない。資金源を組み合わせ、革新的な

近代的アプローチと伝統的なメカニズムを組み合わせること

で、改良普及サービスの持続可能性を高めることができる。 
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3.開発途上国では、改良普及指導サービスがより多元的になっ

たため、調整、品質管理、努力の重複回避の必要性が、公共

部門にとって重要な政策・プログラム上の課題となってい

る。さらに、特定のターゲットグループやバリューチェーン

に焦点をあてながら、複数のアクターが残したギャップを特

定し、これらのアクターの役割と責任を定義し直したうえで

調整することは、政策立案者にとって大きな課題となってい

る。このような調整能力への投資は、公的なシステムの拡大

において早急に注視される必要がある。 

4.複数の主体が提供する改良普及サービスの効率と効果を向上

させるためには、その国の事情に応じて農民に効果的に働き

かける組織的・制度的能力が重要である。政策・プログラム

上の懸念事項の第1は、調査対象国における改良普及サービ

スが供給主導型という性質に関連するものである。改良普及

サービスをより需要主導型にするには、組織的な観点から生

産者の情報ニーズを特定し、改良普及サービスの目標を設

定、改良普及サービス提供者間で目標やアプローチを共有す

る必要がある。これには、生産者、特に生産者団体が自分た

ちのニーズを特定し、優先順位をつけるための能力を構築す

ることが必要である。こうした活動は、現在複数の事業者が

分散している改良普及のための限られた資源を管理する上で

も役立つ。 

5.対象者のニーズを満たす改良普及のパフォーマンスを評価す

るためには、健全なモニタリングと評価のシステムが必要で

あるが、多くの国ではまだ脆弱である。学習と改善および改

良普及員の量と質の間のトレードオフは、十分に機能するモ

ニタリングと評価のシステムから得られるフィードバックに

よってのみ対処することができる。 

6.改良普及員の能力を向上させ、農民の問題に焦点をあてるよ

うにし、複数の目標に対する過重負担を軽減して、異なる農

業生態系ゾーンで改良普及の到達度を高めるためには、組織

や制度を定期的に革新しなければならない。基礎的な研修に

とどまらず、改良普及員の技術的、管理的、指導的能力を継

続的に向上させることが、国の改良普及戦略にとって重要で

ある。 
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7.情報共有に対するトップダウン方式を減らすために、革新的

な政策やプログラムによるアプローチが必要である。改良普

及サービスに何を提供してほしいかの意思決定において農民

の参加を増やすことは、技術移転志向から市場主導型アプロ

ーチへの転換に役立つ。民間部門、取引業者、ボランティア

農民、指導的農民、起業家としての若者を活用して、アドバ

イザリー・サービスの普及を図るには、政策レベルで十分な

注意を払う必要がある。8.天候、技術、市場、価格、その他

農家の問題を解決するためのリアルタイムな情報を、デジタ

ル技術の活用へ移行するには、さまざまなレベルで適切な政

策と制度的な取り決めが必要である。デジタル技術とIoTの

利用は、広域システムでも農家レベルでも資源を節約するこ

とができる。これらの技術は、改良普及のためのツールとし

て、またニーズの明確化、モニタリング、透明性と説明責任

の強化のためのメカニズムとして、その利用を強化すること

ができる。9.最後に、改良普及制度の将来は、気候変動、傾

斜地農業、栄養・  健康目標、若者とジェンダー、その他

食料システムの変革やレ  ジリエンス構築に関連する新た

な課題に対応するために、それをどのように構築するかに大

きく左右される。このような状況において、改良普及員は、

農村部における問題解決者、サービスの促進者としてより重

要視されるようになってきた。改良普及システムの能力を強

化するための政策環境の整備が必要である。 

 こうした新たなニーズに応えることが、開発における最も重要

な課題であることに変わりはない。ベストフィットの枠組みを用

いて検討した各特徴について、以下に具体的な行動例をいくつか

挙げる。 

 

ガバナンスとファイナンス 

1. 多元主義と包括性を促進し、新たな問題に柔軟に対応して、
新しいアウトリーチの手段を用い、持続可能なモデルを推
進する政策を立案し実施する。 

2. より革新的な資金調達モデルを実験する。表 9.1 は、改良

普及のための革新的な資金調達メカニズムの例を示したも

のである。 
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能力（CAPACITY） 

3. ニーズ評価とトレーサー調査を実施し、官民の改良普及員
がどのようなスキルを必要としているのかを調べる。 

4. 教育機関と提携し、実践的な手段（ウェビナー、ブレンデ
ッド・ラーニング、短期コース、OJT、巡回トレーナー）
を用いて、既存の改良普及スタッフのスキルを向上させる。 

 

管理 

5. 移動時間を短縮し（例：バイクや車の数を増やす）、技術
やツールを利用しやすくする（例：ラジオ、ビデオ、スマ
ートフォン）ことで、より効率的に普及サービスを提供す
る。 

6. 職員に延長が許されないような任務（例えば、税金の徴収
やローン返済の強制など）を与えないようにする。 

7. 改良普及員の給与、キャリアパス、継続教育、報酬・表彰

など、遠隔地で活動する改良普及員に対するインセンティ

ブを高める。 

8. 改良普及プログラムへの資源の最適な配分と改良普及の農

民への便益の追跡を確実にするため、信頼できるモニタリ

ングと評価のシステムを開発する。 

9. 改良普及に関する意思決定者に情報を提供するため、改良
普及とアドバイザリー・サービスに関する主要な指標を開
発する。 

10. データの収集と分析を実施する。 
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表 9.1 革新的な改良普及資金調達のモデルおよび事例 
 

モデル 事例紹介 

農民組織による公費負担サービス アドバイザーは農民組織に雇用され、一部は公的補助金、一部

は農民の自己負担で賄われている。 

需要主導型サービスの公的資金による分

散型サービス 

例えば、タンザニアの地域開発基金、メキシコの農産物基金コ

ーディネーター（COfuPrO）、ナイジェリアのファダマIIなど

がそうである。 

競争的な補助金や契約による公

共部門主導のサービスの民営化 

チリ農業開発研究所（ iNdaP）、ペルー農業のためのイノベーシ

ョンと競争力プログラム（ iNCa-grO）、ブラジルの地方分権型

農業改良普及システム 

生産者協同組合をベースとした加

工・販売収入で全額を賄う組み込み型

サービス 

コロンビア・ナリーニョ乳製品協同組合（Colácteos）またはコロン

ビア・コーヒー生産者連合会 

出典：ブルム、チペタ（2016）。  

 

 

助言方法 

11. 不利な立場にある人々を取り込みつつ、効率性を高める適
切なデジタルツールの使用 

12. 改良普及サービスの提供の効率化とその妥当性を高めるた
めに、（適切な支援を受けた）主導的農民、情報通信技術、
グループ・アプローチを活用する。 

 

以下では、改良普及制度とその改革を評価するための推奨事

項（ベストフィットの枠組みにおける潜在的な指標を含む）を

示す。 
 

エクステンションシステム評価方法 

農業の発展と変革のプロセスに対する改良普及システムの貢献

を最適化するためには、継続的な改革が必要である。改革案を策

定する際には、改良普及サービスの現状を把握し、その影響を評

価することが不可欠である。改良普及サービスの評価は、経験か

ら構造的に学習することを可能にし、全体的なインパクトを高め

るために改良普及を改革する際に役立つ（Christoplos, Sandison, 

and Chipeta 2012）。また、改良普及の改革努力を調査することは、
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プログラムの実施者や意思決定プロセスにフィードバックし、新

しいアプローチや改訂されたアプローチを拡大する価値があるか

どうかを見極めるうえでも不可欠である。このような評価はまた、

同様の改革を進めている、あるいは進めようとしている他の国々

にも貴重な教訓を提供することができる（GFRAS  2012）。さら

に、アドバイザリーの目標や目的が、どの程度、どのようなサー

ビスの提供を通じて実現できるかは、商品バリューチェーンとそ

のなかにあるイノベーションシステムを通じて、様々なステーク

ホルダーの視点から分析できる。 

評価の方法という観点からみれば、、本書で紹介した調査研

究で得られたプロセスは、提供される改良普及サービスの多様

性と多元的な性質のために困難なものであったが、この経験は

将来の評価にとって有益な教訓をいくつか与えてくれた。第1に、

学際的なチームと地元のパートナーの強力な関与が不可欠であ

るということで、評価プロセスの信頼性に影響を及ぼす。第2に、

参加型の評価プロセスおよびパフォーマンス指標の定義と選択

には、主要な利害関係者のインプットが重要である。第3に、結

果の測定には、異なるデータ源と方法の組み合わせが、信頼性

の高い評価プロセスにとって重要である。例えば、サービス提

供者が自らの有効性を自己申告する場合、他のデータ源や方法

を併用する必要がある。農家が受けたサービスに対する満足度

や評価については、実際の行動の変化や勧奨された技術の採用

状況によって検証する必要があるかもしれない。第4に、評価プ

ロセスは、改良普及システムの成果や影響を評価することのむ

ずかしさを反映しており、定性的・定量的な手法や指標を補完

す必要がある。この評価には、さまざまな技術者、専門家、研

究者と議論することが必要である。開発目標の達成に向けたさ

まざまなサービスやプログラムの貢献度を理解し、どこに大き

なギャップがあるのかを把握するために、農業内外の部門やセ

クターを対象とした調査を実施する必要がある。 

 

全国改良普及制度におけるフレームワークの運用 

第3章では、改良普及制度の効果測定に関心をもつ多くの機関

から提案された共通の指標を紹介した。提案された指標リストが

作成された後次に行われるべきことは、そのようなデータの収集

に関心がある政府、その他の関係者らとさらに話し合い、何が必
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要で、何が求められていて、何が実現可能であるかを確認するこ

とである。そして、これをどのように運用するのが最善かを確認

するためには、パイロットプログラムを実施する必要がある。こ

のパイロットプログラムでは、複数の政府やその他の事業者が公

共改良普及事業の効果を測定するために、改良普及の測定基準の

共通の枠組みと指標、および測定基準そのものを試験的に使用す

ることで、その適合性と妥当性を確認する。パイロットプログラ

ムでは、政府とかその他利用者の賛同を得られる共通指標の数は

どの程度が理想的か、またこれらのデータは現在利用可能なのか、

それとも理想的なものに過ぎないか。 

1. 利用者はどのようにすれば最も効果的に指標に関するデー

タを収集、分析、共有できるのか。またどのような能力が

必要なのか。 

2. 異なる国やプロバイダー間でデータを統合し、グローバル
レベルでの横断的分析を可能にする最善の方法とは何か。 

パイロットプログラムは、提案された共通のフレームワーク

と評価指標を改良し、利用者と協働するためにこれまでの作業

に基づいた協議プロセスを使用する。このプログラムでは、フ

レームワークと評価指標を利用者のニーズに合わせて調整する。

第1段階の終わりでは、利用者はデータを収集し、データを駆使

して意思決定の使用に必要な測定基準のリスト（潜在的には、

理想的なものと現在利用可能なデータに基づくものの両方）を

手に入れることになる。第2段階では、共通のフレームワークと

測定基準が特定された後、利用者は測定基準に関するデータの

照合を開始する。このサイクルを通じて、パイロットプログラ

ムはデータ収集と分析におけるキャパシティのギャップを特定

し、そのギャップを埋めるためのストラテジーを構築する必要

がある。最後に、データ収集が完了したら、データ統合のため

のガイドラインを作成して国を超えてデータを共有・統合、横

断的な分析が可能となる。 

農業指標の収集モデルとして、ASTI（ for-merly Agricultural 

Science and Technology Indicators）が考えられる。ASTIは、幅広

い農業研究機関から一貫した手法で定期的に情報を収集している。

この情報は、ASTIの国別報告書や世界の地域別評価として公表

されている。ASTIのデータを利用することで、農業研究の役割
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に関する分析と考察が可能となった。何が研究を構成し、それをど

のように測定するかについて合意された定義とかマニュアルが

ないこともあり、普及に関するデータの入手は困難である

（OECD 2015）。しかし、定義と測定の問題が解決されれば、

ASTIモデルはデータ収集と共有のためのモデルとなり得る。 
 

今後の研究課題 

最後に、改良普及指導サービスに関する一連のリサーチクエ

スチョンを提示し、今後の課題とする。改良普及サービスに導

入される革新技術のなかで何が効果的であり、またなぜ持続続

可能なのか、費用対効果についてどうかということである。改

良普及プログラムとアプローチの重要性はますます高まるでろ

うが、食料および農業部門が急速に進化しているため、改良普

及およびアドバイザリー・サービスは、今後ますます多くの課

題に直面し、変革が必要になるだろう。 

農業分野での技術革新はますます加速しており、先進国では

先進技術の導入がさらに進んでいる。民間投資による技術普及

により、そのスピードは格段に速くなっている。例えば、ゲノ

ム編集やドローン技術によって、研究の手法が変わり、技術が

零細農家に伝達する方法も変わってきている。導入される技術

には、コスト削減や外部投入の削減を目的としたものが多い一

方で、開発途上国では農作物の生産性を高めることを強調する

動きもある。コストと投入資材の使用を削減するのは農業の

「基本に立ち返る」アプローチである。改良普及制度は、二極

化する農業にどのように適応し、調整するのだろうか。 

食料システムが高付加価値農業へと移行するのに伴い、研究

システムは民間セクターのアプローチへと変化している。この

ような傾向に対応するために、従来の改良普及システムをどの

ように進化させるべきかという問題に取り組むための研究が必

要である。改良普及サービスを対象者へ効果的に働きかけるた

めには、新しい技術革新について改良普及員を訓練することが

重要である。同時に、改良普及スタッフは効果的なコミュニケ

ーションを可能にする機能的なスキルを必要とする。多くの既

存のスタッフに必要な知識・スキルをどのように身につけさせ

たらよいだろうか。 

開発途上国の水不足や気候変動の問題との関連で、情報を入
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手できるようにする必要がある。地下水の枯渇は現在進行中の

問題であり、地域やコミュニティに根ざした解決策や技術支援

の新しいモデルが必要である。これらのモデルは、改良普及サ

ービスの一環として、どのように開発されるのであろうか。改

良普及サービスは、従来の対象分野を超えて、自然資源や気候

に関連する問題に対処するための技術サービスやプロセスの計

画・実行をどのように取り入れたらよいのだろうか。現在、市

場は統合化が進み、電子手段による農業マーケティングが盛ん

になってきている。このような要素を、公共部門、民間部門お

よび市民社会組織による改良普及システムのサービス提供にど

のように取り込むことができるのだろうか。 

研究者や農民組織など他のアクターと協働して新たなパート

ナーシップを構築することで、従来のサービス提供者やパート

ナーシップよりも優れた改良普及サービスを提供できる可能性

がある。新しい世代の農民（その多くは農村の若者）は、改良

普及サービスの提供を受けながら起業家になることを目指して

いる。このような若者を改良普及サービスの対象者として取り込

む方法について、研究が必要である。 

若い起業家によるサービスの提供など、新しいサービス提供

モデルの構築や農業ビジネスの起業を通じて零細農家に利益を

もたらすために、農村の若者をどのように支援し、利用しても

らうことができるだろうか。 

公的な普及サービスに対する信頼が薄れる一方で、一部の地

域では民間の機器販売業者や投入資材販売業者が普及サービス

の提供を引き継いでいる。普及は、情報市場でも新たな競争に

直面している（King 2018）。これは、公的システムの完全な終

焉を意味するものであろうか。それとも公的改良普及サービス

の提供システムは自己改革すべきなのか。もしそうだとしたら、

情報通信技術とIoTの組み合わせは、普及に関係するアクターを

どのように変えることができるのだろうか。インターネット時

代における代理店と農民の理想的な関係はどのようなものだろ

うか。 

ビッグデータを活用した改良普及サービスも登場し、得られた

知見をリスク軽減や回復力構築のための施策につなげようとして

いる。しかし、開発途上国の改良普及サービスが、どのようにビ

ッグデータをサービスの提供に取り込んでいくかは明らかではな
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い。ベンチャービジネス企業は、ゲノム、ビッグデータ、衛星、

精密農業に関連した農業・生物学的研究にますます力を注いでい

る。しかし、これらの投資から生まれた製品が、農民やコミュニ

ティにどのように到達するかは明らかではない。また、これらの

制度革新に対応するために、今後どのような普及システムが出現

するのだろうか。本書の各章では、これらの問題について触れて

いるが、完全には触れておらず、効果的な改良普及サービスや農

村サービスの開発と実施という観点から、今後さらなる研究が必

要になるだろう。 

要するに、農業革新システムにおける改良普及サービスの特性

やその位置づけをどの程度評価するかによって、パフォーマンス

やインパクトのばらつきが明らかになるだろう。ベストフィット

のフレームワークは、もともとこのような評価を支援する目的で

開発された。この点については、さらに多くの研究が必要であ

る。私たちには、成果や影響をサービス自体と明確に関連づける

改良普及指導サービスの評価が強く求められている。このような

知見は、世界中で10億人を超える小規模農家や疎外された農民に

とっては不可欠な改良普及サービスの支持を得るうえで、大きな

助けとなることだろう。 
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